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発 刊 に あ た っ て

平成 年 月 日をもって，社団法人日本栽培漁業協会（日栽協）は海洋資源開発センター

とともに独立行政法人水産総合研究センターへ統合されました。この統合により，「水産基

本法」に示されている基本理念である「水産物の安定供給の確保」と「水産業の健全な発展」

に資する研究を，基礎から実証まで総合的に実施できる体制が整うことになりました。

日栽協では，これまで技術開発の成果及び事業の概要を「日本栽培漁業協会事業年報」と

して毎年刊行してきましたが，この統合により事業年報は廃刊することとなりました。この

たび上記年報に代わるものとして，全国 の栽培漁業センターでの技術開発の概要をまとめ

て，「栽培漁業センター技報」として内容を一新して発刊することになりました。

この技報では，栽培漁業センターで実施している技術開発の年々の成果を積み上げて公表

していくとともに，資料的に価値のあるもの，早急に技術普及すべきものなどを，必ずしも

完成された技術開発の結果ではなくとも迅速に公表していくことを目的としています。

この技報を栽培漁業技術の開発にお役に立てていただければ幸いです。

なお，本書に収録した報告には，まだ開発途上にある技術に関するものも多く含まれてお

ります。関係各位のご批判，ご意見をお寄せ下さいますようお願い申し上げます。

平成 年 月

独立行政法人 水産総合研究センター

栽培漁業部長 今 村 茂 生
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優良親魚の養成技術および採卵技術の開発

飼餌料を変えて養成したヒラメ親魚から得られた卵の飼育試験

村上直人，竹内宏行
（宮津栽培漁業センター）

ヒラメ親魚養成における 料として，多くの機関で

生 （冷凍マアジ等）が用いられているが，近年は近

海のマアジ等から ウィルスが検出され，生 給

によるウィルス感染が懸念されている。このことか

ら，宮津栽培漁業センターでは， 年から天然より

搬入したヒラメで配合飼料を用いた養成を行ってきた

ところ，まとまった採卵が可能となってきた。

そこで，今年度は，配合飼料を給 して得られた受

精卵と生 給 によって得られた受精卵を比較するた

めの飼育試験を行い，生残と成長および形態異常の出

現状況について調査した。

材 料 と 方 法

ヒラメ親魚の養成には，円型 水槽 面を用い，

各槽雌雄 尾ずつ収容した。試験区は，配合飼料（配

合区）と冷凍マアジ（生 区）を与える区を設けた。

採卵は， 年 月 日から同時に開始し， 月 日

に得られた浮上卵を試験に供した。供試した浮上卵は，

配合区が （ 万粒），生 区が （ 万粒）

で，ヨウ素 で 分間消毒した後， ふ化器

を用いて の微流水でふ化まで管理を行った。

飼育試験には， 黒色ポリエチレン水槽を使用

し， 尾 槽のふ化仔魚を収容した。 試験区あた

り 水槽を用いた。飼育水温はウォーターバス方式で

に保温し，飼育 日目の開口時からは

に調温した紫外線滅菌海水による流水で飼育した。

料には， 型ワムシ，アルテミアノープリウス，

および配合飼料（おとひめ 日清飼料製）を用いた。

型ワムシは，開口から ステージ（日齢 ）ま

で 回 日給 した。栄養強化は，マリングロス（強

化量 日清マリンテック製）を使用した。ワ

ムシ給 期間中は，ナンノクロロプシスを 万細胞

の密度を維持するよう連続添加した。

アルテミアノープリウスは，ステージ （日齢

）まで 回 日給 した。ふ化時にはハッ

チコントローラー（添加量 製）を用い

て細菌の抑制を図り，栄養強化はバイオクロミス（強

化量 クロレラ工業製）を使用した。

配合飼料は，ステージ （日齢 日）から開始し，

時から 時にかけて 回手撒きで給 した。

飼育密度の調整は，ステージ （平均全長 ）

と平均全長 で行い，それぞれ 尾 槽と

尾 槽にして平均全長 まで飼育した。

体色異常出現状況を調査するため，平均全長

及び で取り揚げて ％中性ホルマリンで固定し

た。無眼側の体色異常は， カ月後に 個体ずつス

キャニングした画像から福永 ）の分類パターンに従い

判定した。有眼側体色異常の観察には全長 のサ

ンプルを用い，約 尾を実体顕微鏡で判定した。また，

全長 のサンプルでは，軟 線撮影により脊椎骨

の異常状況を観察した。

結 果 と 考 察

配合区及び生 区における生残率を図 に，成長を

図 に示した。

生残状況を見ると，生 区では初期減耗が見られな

かったが，配合区では収容直後の死亡がわずかに確認

された。飼育終了時の生残率は，配合区が平均 ％

（ ％），生 区が ％（ ％）と

両区とも順調に飼育できた。成長は，両区で差はなく，

飼育 日目で全長 に達した。

全長 での無眼側体色異常の出現状況を表 に

示した。これを見ると，正常個体の出現率は，配合区

が平均 ％（ ％），生 区が ％（

％）とともに高く，体色異常個体はすべて縁側

部の軽度な異常であった。

全長 での無眼側体色異常の出現状況を表 に

示した。配合区の体色異常個体の出現率は，頭部（ ）

で ％（ ％），腹鰭基部（ ）が ％（

％），縁側部（ ）では が ％（ ％）

であった。生 区では， が ％（ ％），

が ％（ ％）， が ％（ ％）

及び が ％（ ％）確認された。正常個

体の出現率は，配合区で平均 ％（ ％），

生 区で ％（ ％）とともに高く，両区

で顕著な差は認められなかった。

有眼側体色異常の出現状況を表 に示した。正常個

体は，配合区が ％（ ％），生 区が ％





（ ％）と両区とも高い出現率が得られた。

脊椎骨異常の出現状況を表 に示した。脊椎骨の正

常個体は，配合区が ％（ ％），生 区

が ％（ ％）と両区とも高い出現率が得

られた。

以上の結果から，配合飼料を用いて養成した親魚か

ら得た卵も，従来の生 給 で養成した親魚から得た

卵と同様に種苗生産に利用できると考えられる。

文 献

）福永辰廣 ヒラメの無眼側体色異常防除技術開

発の現状．平成 年度栽培漁業技術研修事業基

礎理論コース資料



ホシガレイの成熟・排卵に及ぼすＬＨＲＨａの投与効果について

兼松正衛，太田健吾，島 康洋
（伯方島栽培漁業センター）

ホシガレイ は，わが国の東北地

方以南から朝鮮半島，中国北部，南シナ海に分布する

高級魚である。定着性が強いことから，新たな栽培漁

業対象種として注目され，わが国では太平洋北部各県

のほか西日本においても採卵や種苗生産の技術開発が

行われている。近年，太平洋北部の海域では，親魚の

排卵周期を利用した採卵技術の進展により比較的安定

した採卵が可能となり，種苗生産の技術も向上してき

た。しかし，西日本海域では，親魚が を超える高

水温期にハンドリングが困難なことや疾病が発生しや

すいこと等から長期間にわたる養成が難しく，成熟・

排卵までに至る個体の割合が著しく低いため，受精卵

の安定確保が困難な状況にある。

伯方島栽培漁業センターでは， 年からホシガレ

イの親魚養成技術開発に着手し，主に愛媛県燧灘で漁

獲された天然魚を搬入し，当センターで養成して採卵

試験に供してきた。しかし， 年までは親魚 個

体前後（性比約 ）に対して，排卵に至る個体数

はわずか 尾程度しか認められず，総採卵数も

万粒であった。このため， 年よりホルモン剤

を用いた成熟促進技術の開発に取り組み，主として人

工授精による受精卵の安定的な大量確保を目指すこと

とした。

ここでは，当センターで周年養成している天然魚由

来の養成親魚を用いて，胎盤性生殖腺刺激ホルモン（以

下 ）および合成黄体形成ホルモン放出ホルモン

アナログタイプ（以下， ）について，成熟お

よび排卵に対する有効性を検討した。

材 料 と 方 法

親魚養成

試験に供したホシガレイは， 年から 年にか

けて主として愛媛県燧灘で底曳網により漁獲された天

然魚を搬入し，当センターの陸上水槽（ あるいは

）に収容して自然水温条件下で養成した親魚であ

る。 年 月以降自然水温の上昇により飼育水温が

を超えた約 カ月間については，一部の親魚の飼

育水温が 以下となるように冷却して飼育した。

料は， 年 月まではオキアミを，同年 月からは

オキアミとマアジを交互に，いずれも総合ビタミン剤

を約 ％添加（外割）して週に 回給 した。供試魚

には腹部が膨隆し，卵巣卵径の平均値が 前後（第

次卵黄球期以上）のものを選別して供した。

ホルモン処理

試験区には （ ）をコレステロール

ペレットで投与する区， （ ）注射する

区及びホルモンを使用しない対照区を設定し，各試験

区には雌親魚 尾を供した（表 ）。試験は 年

月 日から 月 日までの 日間実施した。

区では，骨髄生検針により を含むコレステ

ロールペレットを背部筋肉下へ挿入した。 区で

は，有眼側の背部筋肉下に カ所に分けて注射した。

供試魚は個体別にカゴ（ 深さ ）へ収容

した後， に水温調整した 水槽へカゴごと収容

した。そして，毎日 回午前中に体重測定および排卵

の有無を調査し，数日おきにカニューレを用いて卵巣

卵の一部をサンプリングして成熟状況を調査した。排

卵が確認された場合には，ただちに腹部を圧迫して卵

を搾出し，別に養成した雄親魚からの精液（ 個

体分）を用いて乾導法により人工授精を行った。得ら

れた卵はふ化水槽（ ）に収容し，自然水温（約 ）

の砂ろ過海水を用いた流水方式（換水率 回転 日）

で管理し，胞胚期（受精後約 時間）における受精率

を調べた。媒精に使用した精液は実験室に持ち帰り，



ろ過海水を滴下して光顕下で運動活性の有無を調べた。

結 果

区では，供試した 尾すべての個体で

投与後 日目に体重が増加するとともに

（図 ），排卵が確認され採卵することができた。各親

魚とも排卵が初めて確認された後は，ほぼ毎日採卵す

ることができ，試験期間中に各個体から計 回で

親魚群としては通算 回の人工授精が可能であった

（図 ）。採卵期間中に総採卵数で 万粒，うち受精

卵数で 万粒（受精率 ％）が得られた（表 ）。

一方， 区では供試した 尾のうち 尾のみが

注射後 日目に体重が増加し（図 ）， 日目に排卵

を確認して採卵できた。試験期間中に採卵できたのは

尾で，計 回の人工授精を実施して総採卵数で

万粒が得られたが，受精卵は得られなかった（表 ）。

対照区では，試験期間中いずれの個体においても全く

体重の増加はみられず，排卵も確認されなかった。

考 察

今回の試験結果から， を 投与す

ることによりホシガレイ親魚の成熟を促進させる有効

性が示唆された。排卵が始まった個体からは，各個体

で計 回採卵可能で，特に 回採卵できた個体（図

の個体 ）では，初回の排卵以降スムーズな排卵を

繰り返した。排卵開始から 日目まで連続で採卵した

場合の受精率は ％であったのに対し， 日目

以降 日間隔の排卵周期に合わせた採卵では，受

精率が ％と顕著に上昇した。この結果は，

宮古栽培漁業センターにおいてホルモン無処理の自然

条件下で排卵した個体からの人工授精による採卵結

果 ）と比較しても遜色ない結果と考えられた。したが

って，本来多回産卵魚であるホシガレイに対しては，

成体の有する産卵リズムを損なうことなく，成熟を促

進させ排卵させることが可能な が有効と考え

られるとともに，本種の場合には排卵周期に合わせた

人工授精による採卵手法が有効であると考えられた。

これまで，ホシガレイの成熟促進に を使用

した事例は，人工養成の満 歳魚に 投与し

て採卵できたが受精卵が得られなかった報告 ）や

投与により受精卵は得られたもののふ化ま

でに至らなかった報告 ）がある。今回の試験では，

を 投与することにより受精卵を得る

ことができたことから，投与量がほぼ適正範囲内にあ





ったものと推定された。

については，ホルモン濃度が では，

供試個体 尾中 尾が排卵しただけで，採卵はできた

ものの受精卵を得るまでには至らなかった。 の

注射濃度を高めることによって排卵の誘起に成功した

事例はあるものの，ホシガレイ本来の成熟・排卵機構

に対しては不向きであると考えられた。

今後，ホルモン剤を使用した成熟促進技術の開発と

同時に，本種の健全な親魚養成技術についてさらに検

討する必要があるものと考えられた。
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クエ親魚の加温飼育による成熟同調化の試み

本藤 靖，佐藤 純，浜田和久，虫明敬一
（五島栽培漁業センター）

クエの放流用種苗の遺伝的多様性を損なわないため

には，一度に多くの親魚を水槽内での産卵，あるいは

人工授精による採卵に関与させて卵を確保する必要が

ある。そのためには，親魚の成熟を同調させ受精のタ

イミングを図る必要がある。しかし，クエではこれま

でに親魚の成熟を同調させるための効率的な水温の制

御方法が確立されていない。そこで，本年度はクエ親

魚の成熟同調に向けた加温飼育の適正期間を把握する

ことを目的とした。

材 料 と 方 法

年 月 日に五島栽培漁業センターの海上小割

生簀で養成した天然養成 歳魚 尾（ ）

を 陸上水槽へ 尾ずつ（ ）収容し

た（表 ）。その後，全水槽とも 日間の水槽への馴

致期間を設け， 月 日から飼育水温 で維持する

加温飼育を開始した。加温処理期間は 日（以後 日

処理区）， 日（ 日処理区）および 日（ 日処理区）

とした。所定の日数が経過した後，カニューレにより

卵巣卵を採取して成熟調査を行うとともに， 注

射（ ）を行い，その 時間後に人工授精を

試みた。

結 果 と 考 察

日処理区の 注射時における成熟度調査では，

雌 尾中 尾から卵巣卵を採取し，これら 尾の卵巣

卵径の平均値は であった（表 ）。また

卵巣卵径の平均値が 以上の個体はそのうち

尾であった。また， 日処理区では 尾中 尾から卵

巣卵が採取でき，その平均値は ， 日

処理区では 尾中 尾から卵巣卵が採取でき，その平

均値は であった。これら両区の卵巣卵

径の平均値はいずれも には達していなかった。

各所定の日数が経過した後の親魚の卵巣卵径の組成を

みると， 日処理区で 以上の卵巣卵の占める

割合が ％と他区より有意に高い値を示した（図

）。このことから 日処理が親魚を同調させる有効

な手法と考えられた。しかし，各試験区において所定

の日数が経過した後に， 注射を用いた人工授精

で採卵できたのは， 日， 日及び 日でそれぞれ

尾， 尾及び 尾であった（表 ）。 日処理区では

成熟個体が多かったものの，十分な採卵ができなかっ

た理由の一つとして，卵巣内に形成された卵塊による

採卵阻害の可能性が高いと考えられ，今後，外科的手

術による摘出が必要と考えられた。

本年度の試験において，クエ雌親魚の成熟を同調さ

せるためには飼育水温を に安定させて 日間の加

温処理を行うことが有効な手法になり得ると考えられ

たが，今後の課題としては，さらに効率的な水温制御

方法，すなわち水槽収容時期や加温期間等について検

討する必要があるものと思われた。





養成水温と日長の制御によるブリの早期（12月）採卵について

浜田和久 ，今泉 均 ，虫明敬一
（ 五島栽培漁業センター， 古満目栽培漁業センター）

ブリの早期（ 月）採卵において，大量かつ良質な

受精卵を採卵する技術を開発することを目的に，水温

と日長の制御による成熟促進効果について検討した。

材 料 と 方 法

試験には，養殖業者から購入した天然養成 年魚を，

当栽培漁業センターの海面小割生簀で 年間養成した

群（天然養成 歳魚， ）を使用した。

飼育水槽には，陸上コンクリート水槽（実容量 ）

面を用い， 年 月 日に各水槽に雌雄 尾ずつ

収容した。

料には市販配合飼料のみを用い，毎日飽食量を給

した。成熟促進の飼育環境条件の制御は収容 日目

（ 月 日）から開始し，水温条件は加温により最低

水温を に設定し，日長条件は 日間の短日処理（

）の後， 日間の長日処理（ ）を行っ

た。

収容 日目（ 月 日）に雌親魚の卵巣卵径を測定

し，ホルモン（ ）注射により産卵を

誘発した。

結 果 と 考 察

ホルモン注射を行った収容 日目（ 月 日）の時

点で，平均卵巣卵径が 以上の第 次卵黄球期

に達した雌親魚の割合は ％（ 尾）であった。

これらの個体からの採卵結果を表 に示した。産卵

は 注射 日後の 月 日から 月 日までの

日間確認され，この期間の総採卵数は 万粒，受

精卵数は 万粒であり，早期（ 月）の大量採卵に

成功した。

試験に供した雌親魚 尾当りの採卵数とふ化仔魚数

は，それぞれ 万粒及び 万尾であり，成熟状況お

よび産卵成績とも，例年の 月採卵と比較して遜色の

ない結果が得られた。

本試験により，水温条件と日長条件（短日処理と長

日処理との組み合わせ）の制御は， 月採卵を目的と

したブリ親魚の成熟促進に有効であることが示され

た。したがって，早期（ 月）の大量採卵技術では，

月にブリ親魚を陸上水槽に収容した後，養成水温と

日長を制御し， 月下旬に第 次卵黄球期に達した時

点で， の投与が有効であると判断された。



飼育環境条の制御によるヒラメの９月産卵

本藤 靖 ，崎山一孝 ，吉田一範 ，村上直人 ，虫明敬一
（親魚養成技術開発チーム 五島栽培漁業センター， 百島栽培漁業センター，

小浜栽培漁業センター， 宮津栽培漁業センター）

養成した親魚から，通常の産卵期以外に採卵可能な

技術を開発することは，その後の種苗生産回数を増加

させるだけでなく，任意の時期における放流種苗の確

保にもつながり，種苗の放流効果を把握する上でも有

益な手段になることが期待され，栽培漁業を推進する

上でも大きなメリットを有する。ここではヒラメ親魚

の飼育条件，特に水温及び光条件を調節し， 月にお

ける採卵の可能性について検討した。

材 料 と 方 法

供試魚は， 年の 月に採卵試験に供試した親魚

を引き続き養成した群を使用した。 年 月 日の

試験開始時の供試魚の大きさは，雌が平均 ，雄

は であった。試験水槽には コンクリート

水槽 面を使用し，養成時の水量は ，注水量は

時とし，換水率は 回転 日とした。水槽の上面は黒

色ターポリンシートで覆い，外部からの遮光を遮断し

た。 料には冷凍マアジを給 し，ビタミン を外割

で ％，ビタミン を同 ％およびレシチンを同 ％

添加した。

産卵試験期間中を通して，水温および光調節方法は

以下のように行った。水温条件は， 月までは自然水

温とし，その後 月までの カ月間は から に

加温し， 月からは自然水温の から除々に ま

で冷却した。光条件は水槽上部に の蛍光灯を 灯

設置し， 月から 月までの カ月間は短日処理（

）， 月からは長日処理（ ）を行った（図

）。雌親魚の成熟状況を把握するため， 月 日，

月 日および 月 日にカニューレにより卵巣卵を

採取し，その卵巣卵径を測定した。その際，雄につい

ては腹部を押圧して採精可能か否かを確認した。

採卵は，水槽内で産出された卵を海水とともに隣接

する集卵槽へ導き，採卵ネット（目合い ，直

径 深さ ）でろ過採集する方法を採用した。

毎朝，ネット内の卵を海水とともに収容して静置し，

浮上卵と沈下卵に分離してそれぞれの卵をネットで集

めて秤量し， 当り 粒を乗じて，浮上卵およ



び沈下卵数を求め，浮上卵率を算出した。浮上卵を使

用して受精率，油球異常率，ふ化率，無給 生残指数

（以後 ）などのデータを収集した（表 ，図 ）。

産卵期間中の受精卵を用いて日齢 までの飼育試験

を 回行った。水槽は 透明ポリカーボネイト水

槽を使用し，ふ化仔魚を 尾収容した。水温はウ

ォータバス方式で とした。飼育水にはナンノクロ

ロプシスを添加し， 料には市販の栄養強化剤で強化

したシオミズツボワムシを 日 回給 した。日齢

で全長を測定し，また，生残尾数を実数計数して生残

率を算出した。なお， 月 日に得られた受精卵を百

島へ輸送して初期飼育試験を行った。

結 果 と 考 察

月 日の調査では， 尾中 尾から卵巣卵が採取

でき，その平均卵巣卵径は （ ）

であった。雄の排精は確認できなかった。 月 日の

調査では 尾中 尾から採取でき，平均卵巣卵径は

（ ）に達した。雄は 尾中 尾から

排精が認められた。しかし， 月 日の調査では，

尾中 尾からしか卵巣卵は採取できず，平均卵巣卵径

は （ ）と小型化する傾向が認め

られた。雄は 尾中すべての個体から排精が認められ

た。試験が終了した 月 日においてはすべての雌か

ら卵巣卵を採取することはできなかった。

水槽内での自然産卵による初回産卵は，昨年とほぼ

同時期の 年 月 日に認められ，受精卵が得られ

たのは 回目の産卵以降であった（表 ）。試験期間

中に一時産卵が中断する傾向もみられたが， 月 日

まで継続した。 月末までの試験期間中の採卵日数は

日間で昨年の 日よりも 日減少した。試験期間中

の総採卵数は 万粒で，産卵に関与した雌は，腹部

の膨隆状態から 尾と推定された。試験期間中の通産

の浮上卵率は ％（ ％）であった。通産の

受精率及び油球異常率はそれぞれ ％（

％）および ％（ ％）で昨年度よりも

若干低下した。しかし，ふ化率は ％（

％）， は （ ）と，昨年に比べ

大きく向上した。

月 日に得られた卵を用いて初期 日間の飼育試

験を行った結果， 日目の平均生残率は ％（

％）と通常の産卵期における結果と遜色がなか

った。



以上の結果から，ヒラメ親魚の飼育環境条件を制御

することにより， 月における採卵技術に再現性が認

められるとともに，得られた卵及びふ化仔魚も通常の

産卵期のそれらと比較しても遜色がないことが分かっ

た。このことにより，従来の採卵技術開発結果を考え

合わせると，ヒラメの養成親魚からほぼ周年にわたる

採卵技術が開発できたといえる。



クエの卵巣内に残留した卵塊の形成防除手法の試み

堀田卓朗，今泉 均，山 哲男
（古満目栽培漁業センター）

クエ は栽培漁業の重要対象種で

あり，近畿大学 ），日本栽培漁業協会 ），および各県

の水産研究機関 ）などで親魚養成，種苗生産，放流

に関する技術開発が進められている。

本種の親魚養成では，産卵期に排卵された卵が体外

に排出されず残存した過熟卵や，卵巣卵が退行変性し

て結合組織様の塊を形成（以下，卵塊）する事例 ）が

多く認められている。この卵塊を形成した個体は，自

然産卵はもとより，カニューレを用いた成熟度調査や

人工授精による採卵も難しく，親魚として利用できな

い状態になる。近年，卵塊を手術によって摘出するこ

とにより，再び親魚として利用できるようになること

が明らかとなった ）。しかし，外科的手術は親魚に対

する負担が大きいこと， 尾に複数回の手術はできな

いことが欠点である。

本報告では，卵塊の形成を防除する方法を検討した

ので報告する。

材 料 と 方 法

供試魚には， 年 月 日から 月 日にかけて，

古満目栽培漁業センターで養成し，卵塊の形成が認め

られていない親魚 尾（表 ）を用いた。卵巣内に残

った卵の排出は， ％ 溶液を卵巣内に注入し

た後に，腹部を圧搾する方法で行った。なお，

溶液の注入は， のシリンジ（ ，プラスチック

シリンジ）に内径 ，外径 のポリエチ

レンチューブ（日本ベクトン・ディッキンソン，イン

トラメディックポリエチレンチューブ）を取り付けた

ものを用いた。

この排出処理の操作は，各個体とも 日間隔で

回行った。 回の処理につき， 度の 溶

液の注入と排出を行った。 回の排出処理を行った個

体は，海上小割生簀へ収容して養成を継続した。さら

に， 年 月 日， 月 日， 月 日及び 月

日に，触診とカニューレの挿入による卵塊形成の有無

を調査した。また，同時にカニューレによる卵巣卵の

採取を行い，成熟度を調査した。

結 果 と 考 察

卵の排出処理のために， 度に注入する 水溶

液の量は魚体によって異なり，およそ であっ

た。卵巣内に溜まった卵は， 度の処理では完全に排

出できなかったため，注入と排出の操作を数度繰り返

した。 回目の排出処理では，卵がほとんど排出され

なくなり，カニューレで卵や成熟した卵巣卵が採取さ

れなくなることを確認した。また，翌年の調査では，

すべての個体で卵塊の形成は確認されず，さらに卵黄

球期の卵巣卵が採取され，成熟を確認した（表 ）。

クエでは，産卵期の終わり頃になると，卵巣内です

でに卵が固まりかけた状態になる個体が出現する場合

があり，このような状態になると腹部を圧搾しただけ

ではそれらを排出できない。これまで古満目栽培漁業

センターでは，採卵試験終了時に腹部を圧搾し，卵巣

内に残留している卵を可能な限り排出してきたが，卵

塊を保有している親魚の割合は ％を超えていた。し

かし，今回の処理方法を行うことで，すべての個体で

卵塊の形成が認められなかったことから，卵塊の形成

防除に有効であったといえる。

今後は，クエ親魚の養成過程に本手法と卵塊摘出手

術を組み込むことによって，計画的な採卵試験ができ

ると考えられる。また，本手法は，クエと同様に卵塊

を形成するマハタ，オニオコゼ ）に対しても有効で

あると考えられる。
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陸上水槽で養成しているハモの成熟状況の季節変化

加治俊二，西 明文，足立純一
（志布志栽培漁業センター）

ハモは本州以南の西太平洋からインド洋までの広い

範囲に分布し，日本では瀬戸内海を主要な漁場として

年間 トンの漁獲量があり，水産資源とし

て重要な種である。志布志栽培漁業センターでは，

年から本種の採卵技術開発に取り組んでおり， 月下

旬から 月上旬にホルモン処理に依存しない水槽内で

の自然産卵による採卵が可能となった。しかし，良質

の受精卵が得られるのは 月から 月までの約 カ月

間のみであり，今後，その期間を延長させるための採

卵技術開発が必要となる。そのための基礎的な知見を

集積するために，現在，養成しているハモの成熟状況

の季節変化について調査を行っている。ここでは，こ

れまでの調査結果の概要を報告する。

材 料 と 方 法

調査したハモは， 年 月 月と 年 月に，

日向灘，志布志湾及び八代湾で小型底曳網によって漁

獲された天然魚を，志布志栽培漁業センターの屋外陸

上水槽（ ， 及び ）で養成し，これま

でに雌 尾，雄 尾を供した（表 ）。搬入後の養

成方法は，自然水温条件下で砂ろ過海水を用いて 日

当り 回転の流水飼育とし， 料は冷凍のアジ，

サバ，イカを適当な大きさに細断して週 回給 した。

給 量は翌朝の残 がほとんどないように適宜調整し

た。

調査は陸上水槽での養成期間が 年以上を経過した

個体について， カ月間隔で行った。雌について

はカニューレ（内径 ポリエチレンチューブ使用）

によって卵巣卵の採取を試み，採取できた個体につい

ては個体別に卵巣卵径を測定した。雄については腹部

の圧迫により採精を試み，「採精できず」，「強い圧迫

で採精」，「軽い圧迫で採精」あるいは「圧迫なしで採

精」の 段階の順位付けを行った。なお，生物学的最

小形は肛門前長で雌が ，雄が と報告されて

いるので ），この大きさに満たない個体は調査の対

象から外した。

結 果 と 考 察

雌は， 月にはすべての個体でカニューレによ

る卵巣卵の採取が可能であったが， 月からは採取で

きない個体がみられるようになり， 月には採取が可

能な個体は半数以下となった。月別の平均卵巣卵径の

経時的変化をみると， 月が最も大きく， 月がこれ

に次ぎ， 月には急激に小さくなり， 月が年間で最

も小さい値となった（図 ）。その後， 月には卵巣

卵径が既に の第 次卵黄球期から第

次卵黄球期初期の段階まで発達していることから，冬

期の低水温期に成熟を開始していると考えられた。

雄の調査状況を図 に示した。 月には「強い圧迫

で採精」段階が大半であったが， 月にはすでに「軽

い圧迫で採精」段階がほとんどでほぼ成熟期に入った

と考えられた。さらに， ， 月には魚体を取り揚げ

て横たえただけで精液がでる「圧迫なしで採精」段階

もみられたが，その反面，「強い圧迫で採精」段階の

割合も増加しており，すでに精巣の退行が始まってい

ることも示唆された。 月後半の調査ではほとんどの

個体で「採精できず」の段階に達していることから，

この頃に急激な精巣の退行が起こると考えられた。な

お， 月にはすべて「採精できず」の段階となった。

図 に，平成 年における養成ハモの自然産卵

による採卵結果を示した。 月下旬から 月上旬に産

卵がみられるものの，比較的良好な結果が得られるの

は 月下旬までで， 月以降は量，質ともに悪くなる

傾向が認められる。特に正常発生卵の割合の低下が著

しいが，今回の調査結果から，雄の成熟時期との不一

致を反映した結果と考えられる。このことが原因とな





って，産卵期後半に得られた卵のみしか有効に活用で

きず，結果的に良質の仔魚の得られる期間が約 カ月

間に限定されていると考えられる。今回の調査結果か

ら，雄は 月にはほぼ成熟に達しており，雌の卵巣卵

もこの時期には第 次卵黄球期にまで発達しているこ

とが判明した。今後，良質な仔魚が確保できる期間を

延長させる技術開発が望まれ，そのためには，雌の成

熟促進技術の開発による養成ハモの成熟制御技術の開

発が必要である。

文 献

）野中英夫，花淵信夫．ハモ属の資源生物学的研究

第 報，ハモの生殖について．西水研研報

．



２つの飼育方法を用いた奄美大島でのクロマグロ

の養成

升間主計，手塚信弘，二階堂英城，武部孝行，井手健太郎
（奄美栽培漁業センター）

我が国にとってマグロ類は極めて重要な水産資源で

あり，その中でも特にクロマグロ

は他のマグロ類に比べて大型で魚価が高い

ため，国際的な漁業資源として位置付けられ，その保

存・管理措置について厳しい議論がある。一方，近年，

本種の養殖，蓄養漁業が日本を始め，アメリカ，ヨー

ロッパで盛んに行われるようになってきた。

本種の養成にはフロート式生簀網，筏式生簀網等が

用いられている ）。しかし，これまでに養成施設の

違いによる生残，成長及び産卵等に関して比較検討し

た報告はない。

水産総合研究センター奄美栽培漁業センター（旧日

本栽培漁業協会奄美事業場）では，日本のクロマグロ

資源管理の つの施策として，栽培漁業による本種の

資源増大のための研究を 年から進めてきた。奄美

栽培漁業センターでは養成クロマグロの成熟・産卵生

態を把握し，良質な卵を安定的かつ大量に採卵する技

術を開発することを目的として，従来の生簀網方式で

の養成の他に，湾を網仕切りした広い施設（以下，仕

切り網）での養成を行ってきた。仕切網のように自然

の地形を利用した大規模な施設でクロマグロを養成し

た例は他にない。

また，奄美大島では近年多くの養殖業者によって本

種の養殖が行われ，日本全体の生産量に占める割合は

大きいと言われている。しかし，奄美大島での長期に

わたる成長，生残等に関する報告はない。

本報告では生簀網方式と仕切り網方式でのクロマグ

ロの成長，生残等について比較し，本種の適切な養成

方法について検討すると共に奄美大島での養成結果に

ついて報告する。

材 料 と 方 法

養成施設

生簀網方式として直径 の棒鋼製円形筏（旧ナカ

コー株式会社製）に取り付けた円形生簀網（ハイゼッ

クス無結節網 ， 本， 角目仕立て，深

さ 分割仕様）（以下，生簀網）を用いた。奄美

栽培漁業センターの地先海面である仲田浦の沖側（

ライン）と湾奥側（ ライン）をワイヤー懸垂式工法

により，それぞれ長さ （ ，ム 本， ，

掛）と （同）の網を海面上約 のワイヤー

から海底まで吊り下げて仕切った約 の海面（最

深部で約 ）（以下，仕切網）を養成施設として用

いた。なお，網裾は潮流による捲れを防ぐためにチェー

ン及び土嚢で押えてある。仕切り網には作業船の通行

を可能にするために ， ラインの一部（幅 ）が

開かれているが，養成魚の逃亡を防ぐために通常は滑

車と錘を用いて海面上約 まで幕網が引き上げられ

る構造としてある。

親 魚

年 月頃に高知県沖で漁獲された当歳魚（ヨコ

ワ）が約 年間沖縄県本部町の民間養殖業者により育

てられた。このうち 尾を 年 月に本センター

地先に設置した円形生簀網に収容し養成を開始した。

年 月に，それまで生残していた 尾のうち

尾を仕切り網へ移し， 尾は引き続き円形生簀網で養

成し，両施設での比較試験を開始した。

なお，収容時を 歳と推定し，以降は 月に年齢を

加算し，その後の年齢とした。

給

給 はヨコワを収容してから 年 月 日までは

日曜日と土曜日（ 日午前 回）を除くほぼ毎日，午

前と午後の 回給 を行った。これ以降は午前か午後

の 日 回の給 とした。また， 年， 年は

月から 月まで，生簀網群で週 回（月，水，金及び

土曜日），仕切り網群で週 回（月，水及び金曜日）

とした。これ以外の期間は日曜，祝日を除いて毎日給

を行った。給 量はほぼ飽食量とした。

には冷凍のマアジ ，マサバ

（ 年 月から）を主体に給 し，

年 月（ 年 月の仕切網群を除いて）以降

はサバを主体に給 した。 年 月からは

月の間にイカ も併せて給 した。 は

水切り後に秤量し，給 直前にビタミン類を添加して

与えた。ビタミン類はヘルシーミックス （松村薬品

工業 ）に対して，ビタミックス （ニッチク薬品工

業 ）を ，ビタミン コーティング（ロッシュ・ビ

タミン・ジャパン ）を ，乾燥胆末（ミクニ化学産

業 ）を ，水産用トーアラーゼ（東亜薬品工業 ）



を の割合で混合した。乾燥胆末は 年から使用を

中止した。添加量は の外割りで約 ％とした。

精子密度と精子活力の測定

年 月 日から 年 月 日の間に 尾を取り

揚げ，その内生簀網群では 尾中 尾，仕切網群では

尾中 尾が雄で，生簀網群では 尾，仕切網群では

尾から精液を採取し，精液密度と精子活力を調べた。

また， 年 月 日に仕切網群でパンチング直後に

取り揚げた雄個体も仕切網群に加えて検討した。精子

密度，精子活力共に精巣内精液について調べた。採取

した精液を血球計数用のユノペット（

）を用い希釈し，希釈精子を

血球計算盤に採り，光学顕微鏡を用いて 回繰り

返して計数し，平均値を精子密度として求めた。精子

活力の測定は，採取した精液を 倍の光学顕微鏡下

（オリンパス社製）で海水によって賦活させ（ の

海水で の精巣内精液を希釈し，攪拌後 を

スライドグラス上に載せて観察），賦活した精子をビ

デオで録画した。録画したビデオを再生し賦活直後か

ら 秒毎（ 秒以降は 秒毎）にデジタルスチール

レコーダー（ ）を用いて停止画像とし，

画面上から無作為に 個の精子を選び，さらに画像を

約 秒間進め，移動した精子を計数し，前進運

動精子個体として，その割合を求めた。

潜水観察と水温測定

魚の状態や生簀網の状態を観察するために 日に

回，原則として朝 時 時 分の間に潜水観察を

行い，魚の状態と魚が生簀網に衝突し逃亡した痕跡の

網の破れ（以下，パンチング）の観察を行った。パン

チングにより逃亡した個体は死亡魚として処理した。

水温は表面を水銀温度計で，水深 から海底まで

をメモリー水深・水温計 （アレック電子 製）

を用いて 毎に測定し記録した。仕切網では中央よ

り沖側（水深約 ），生簀網では網の外側を定点と

して，午前 時から 時の間に測定した。

結 果

生 残

表 に養成概要を示した。また，図 に生簀網群と

仕切網群の生残率の違いを示した（サンプリングによ

る取り揚げ魚も含んでいる）。図 に明らかなように

養成 年を経過した 歳を超える頃より両群に差が起

こり始め，養成 年（ 歳）では両者の生残率の差は

約 ％となった。以降も徐々に差は大きくなり養成

年（ 歳）では ％以上となった。図 に示したよう

に年間の死亡率は，仕切網群では大きな変化が見られ

ないが，生簀網群では比較実験開始後 年以降，死亡

率が急速に増加している。サンプリングによる減耗を

除いた生簀網群での減耗原因は ％が生簀網へのパン

チングによる逃亡で，残りも網擦れによる体表や目の

損傷が原因と考えられた。一方，仕切網群ではパンチ

ングによる死亡が ％で，その他は擦れによって衰弱

し，海岸に乗り上がって死亡することが多かった。死

亡時期を月別にみると，特に 月が多かった（図 ）。

成 長

図 に養成後の尾叉長と体重の成長を示した。養成

年後（ 歳）には尾叉長約 ，体重約 に達

し，養成 年（ 歳）では尾叉長約 ， に

達した。尾叉長の成長は養成 年（ 歳）までは早く，

それ以降はやや遅れる傾向を示し，シグモイド型の成

長曲線を示した。体重ではほぼ直線的な成長を示した。

両施設での成長に差は見られなかった。





給

図 と図 にそれぞれ生簀網群と仕切網群への 種

類別の年別給 量を示した。生簀網群では生残数の減

少が見られるにも係わらず給 量が維持され，養成 ，

年目に減少している。一方，仕切網群では徐々に給

量が増加しているが，養成 ， 年目で減少してい

る。両群において養成 ， 年目に減少しているのは，

月から 月まで行った給 制限によるものである。

しかし，仕切網群に比べて生簀網群で大きく減少して

いるのは生残数が少なくなったことも原因として挙げ

られる。

尾当り，体重当りの給 量について図 に示した。

尾当りの給 量の推移を見ると季節的変化を示しな

がら成長に伴って増加している。生簀網群と仕切網群

に大きな差は見られない。また，体重当りの給 量の

変化は，養成 から 年目までに急速に低下し，それ

以降はほぼ ％前後を推移した。



精子密度と活力

表 に精子密度と体測定及び も併せて示した。

生簀網群が 億個体 ，平均で 億個体 ，

仕切網群で 億個体 ，平均で 億個体

であった。両群合わせた平均は 億個体 であった。

元配置分散分析を行ったところ，データから計算さ

れた値 が ， ％有意水準で （ ）

が であることから，帰無仮説は棄却されず，仕切

網と生簀網間に差は見られなかった ）。

図 に前進精子の割合の変化を示した。賦活直後か

ら約 分後まで，両群の平均前進精子の割合に明確な

差が見られ，仕切網群の雄の精子が生簀網群に比べて，

高い活力を持っていることが示唆された。

水 温

図 に 年に測定した水温データを示した。また，

生簀網の水温から仕切網の水温を差し引き，両施設の

水温差についても併せて示した。水温は仕切網で

，生簀網で であった。両施設間

の水温差は 月で最も大きく ，

月は と小さかった。この結果から両施設間

の 水深における水温に大きな差は見られないこと

が示された。



考 察

生簀網群と仕切網群の生残に大きな違いが見られ

た。養成魚の死亡原因が網への衝突や擦れによるもの

と推定されたが，仕切網に比べて狭い生簀網群で擦れ

が起き易いことは容易に推測できる。また，早朝の薄

明時に一時的に視覚的な方向感覚の喪失を起こした場

合 ），狭い生簀網では網に衝突する可能性が高いもの

の，仕切網では低いこと等が，生残の違いとして現れ

たものと推察された。

この結果は，安定的な大量採卵を目的として長期間

にわたって同一年級群を養成する必要がある場合，死

亡率の低い仕切網施設が有利であることを示唆してい

る。

死亡（パンチング逃亡も含む）時期については両群

に差は見られず，両群とも 月に多く（図 ），養成

年以上でやや高くなる傾向がうかがえた（図 ）。

これまで，養成クロマグロについて，年齢や季節的な

死亡傾向に言及した報告はない。 月は産卵のほぼ後

半期に当り，また，年間を通して水温が高くなること

から（図 ），この時期の死亡原因として，成熟や水

温のストレスが示唆される。さらに，成長に伴い，特

に生簀網では相対密度が増加し，ストレスによりパン

チングが起こり易くなることが，養成 年（年齢 歳）

以上で死亡率が高くなる一つの要因であろう。

成長は非常に早く，図 は主に死亡魚のデータによ

るものであるが，養成期間中に成長の停滞が見られな

い。このことは八重山での成長例 ）と同様に，適した

水温（図 ）での活発な摂 （給 ）が早い成長を促

しているためと考えられる。

奄美大島でのクロマグロの養成は，その環境が本種

の成長に適しており，養殖地としても優れていること

が示された。

ほぼ毎日給 する場合，体重に対する日間給 率は

養成後 年目（ 歳）（体重で約 ）までに急

速に低下し，その後 ％前後に収束する傾向が見ら

れた。升間ら ）が八重山で養成したクロマグロの日間

給 率について得た結果とほぼ一致している。 日の

給 回数は 年 月中旬まで 日 回，それ以降を

回とした。給 回数の違いによる体重当りの日間給

率を 回と 回で比較すると（図 ），生簀網群で

は 回に比べ 回でほぼ倍の値となった（仕切網群も

同様）。石渡 ）は給 回数，日摂 率及び日増重率の

関係について調べ，給 回数が増すと，日摂 率，日

増重率が増加して極限に近づき，最大の日増重率の

％を引き出す給 回数はブリ

で 回，マフグ ，ニ

ジマス およびカワハギ

で 回であったと報告している。

今回のデータでクロマグロにおける給 回数と成長の

関係について示すことはできないが，養成したクロマ

グロの成長は非常に早く，稚仔魚期は別として，今回

養成したサイズでは 日 回の給 が適当であろ

うと推察される。一方，親魚として養成する場合，必

要以上の成長を期待する必要はなく，むしろ成熟，産

卵との関係から，給 回数等について検討して行く必

要がある。



精子の密度と活力によって両群の比較を行ったとこ

ろ，精子密度に違いは見られなかった。 ら ）は地

中海のクロマグロの排精した精子の密度を調べ，

億個体 であったことを報告している。今回得

られた密度は平均 億個体 と地中海のクロマグロ

に比べると低い値を示したが， ら ）の調べたヒラ

ソウダ （ ），マルソウダ

（ ）の精子密度に近い値を示した。測

定したクロマグロの精液の状態，成熟状態，精液密度

の測定方法の違いによるものと思われる。

精子活力は生簀網群の雄に比べて仕切網群で高いこ

とが示された。その理由については明らかでないが，

生残率の違いに見られるように，狭い生簀網に比べて

仕切網内で育ったクロマグロでは，環境から受けるス

トレスが小さいと推測できる。このことと，精子の活

力に何らかの関係があるのかもしれない。この結果は

養成方法が精子活力に影響することを示唆している。

生簀網養成魚では尾鰭が左に曲がり変形しているの

が，潜水及び死亡魚によって観察された。一方，仕切

網群の尾鰭は，ほぼ体軸に沿っていた。このことは，

生簀網群では通常左回りに狭い生簀内を遊泳している

ことから，左右へ尾鰭を動かす力にアンバランスが起

き，尾鰭の変形が生じたと思われる。仕切網群では

歳時まで生簀網内で養成していたことから若干の変形

は見られるものの，仕切網の広い環境で遊泳している

ことから，左右のバランスがとれ，尾鰭が正常に近い

形を維持しているものと思われた。このことは高速遊

泳時の体のコントロールに影響を及ぼす可能性があ

り，生簀網での網への衝突が起きやすい一つの要因と

して示唆される。

本報告では，従来利用されてきた規模 ）の生簀網

型と，それとは全く異なるタイプの施設である仕切網

型での養成結果を比較し，従来利用されてきた生簀網

型の飼育方法に比べて，仕切網型のように広い規模で

の養成法が生残，精子活力及び体形の維持に優れてい

ることを示した。この結果から，大量かつ安定的に，

しかも，遺伝的に多様な卵を確保するために，多数の

親魚を長期間飼育する必要がある場合，仕切網型での

養成方法が適していると考えられた。
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ブリ産卵親魚の血液性状検査とふ化仔魚の体成分分析に基づく

健全性評価について

崎山一孝 ・浜田和久 ・虫明敬一
（親魚養成技術開発チーム 百島栽培漁業センター， 五島栽培漁業センター）

養成した親魚自体の客観的な評価は，親魚からの大

量の良質卵を得ることと同様に重要な課題の一つであ

る。良質な卵の確保は親魚の生理状態や栄養状態に左

右されるため，親魚の客観的評価を行うことはその後

の産卵成績等を予想する上でも重要な意味を持ってい

る。しかし，産卵試験を前提とした親魚そのものの良

否に関する科学的な評価手法は確立されていない。し

たがって，これまで経験的手法により親魚腹部等の外

部形態の観察やカニューレを用いた卵巣卵のサンプリ

ングにより採取した卵巣卵の成熟状況（卵巣卵径や成

熟段階）を判断した上で産卵試験に用いる親魚を選択

しているのが現状である。しかし，前者，すなわち外

部形態の観察では飼育技術者の主観的評価となり，真

の成熟状態を客観的に評価することはできない。また，

後者ではカニューレによる操作自体が卵巣卵に物理的

損傷を与え，その後の産卵に悪影響を及ぼす可能性も

懸念される。

そこで，著者らは本研究において，養成したブリ親

魚群を材料として，産卵親魚としての健全性とふ化仔

魚の活力評価の指標となる成分を把握することを目的

として，養成した親魚群から採血を行い，親魚の血液

性状と採卵数，浮上卵率およびふ化率との関係ならび

にふ化仔魚の体成分と初期生残率との関係の把握に取

り組んだ。

材 料 と 方 法

親魚養成と採卵

試験には，長崎県五島列島近海で漁獲され，五島栽

培漁業センターの海上小割生簀で約 年間養成した親

魚群を使用した。この親魚群を用いて， 年 月か

ら 年 月までに個体別に血液性状の時期的変化を

調査した。また， 年 月（ 年目）および 年

月（ 年目）にいずれも （ ）注射を

用いた人工授精（乾導法）により採卵した。親魚個体

毎に総採卵数，浮上卵率，受精率，正常卵率およびふ

化率を調査し，これらの値を元にして以下の式により，

正常ふ化率（ ）を求めた。

正常ふ化率（％）｛（総採卵数）（浮上卵率）（受精

率）（正常卵率）（ふ化率）｝

（総採卵数）

各親魚から得られたふ化仔魚は，後述する体成分の

分析と初期飼育試験に供した。

血液性状検査と体成分分析

親魚からの採血は カ月の間隔で行い，ディス

ポシリンジ（容量 ，テルモ社製）を用いて尾部血

管から採血し，得られた血液を一晩冷蔵保存（ ）

した後に遠心分離（ ， 分間）して，血清

を分離した。血清は分析を行うまで凍結保存（ ）

した。血液性状の検査は，市販の血液検査装置（富士

ドライケム，富士フィルム製）を用いて行った。血液

性状の検査項目は，トリグリセライド（ ），グルコー

ス（ ），総タンパク質（ ），総コレステロール

（ ），アルカリフォスファターゼ（ ），グル

タミン酸オキザロ酢酸トランスアミナーゼ（ ）

およびグルタミン酸ピルビン酸トランスアミナーゼ

（ ）の計 項目とした。

また，ふ化仔魚の体成分では，受精 時間後（日齢

）にサンプリングした仔魚を用いて， ， ，

水溶性タンパク（ ）， ，リン脂質（ ）お

よび酸性フォスファターゼ（ ）活性の 項目

と乾燥重量の計 項目について行った。

ふ化仔魚の飼育方法

飼育試験には， 年と 年にそれぞれ 尾と

尾の雌親魚から得られたふ化仔魚を供した。飼育水槽

には黒色ポリエチレン水槽（容量 ）を用い，各

親魚ごとに 区ずつ設け，収容尾数は各水槽当り

尾とした。収容後，開口（日齢 ）までは止水で飼育

し，開口後は約 日の流水飼育とし，栄養強化し

た 型ワムシを給 した。日齢 で全生残個体を取り

揚げて計数し，ふ化後 日間の生残率（初期生残率）

を求めた。

結 果

親魚血液性状と採卵成績

年 月から 年 月までのブリ親魚の血液中

の 濃度はほとんど変動は認められず，概ね



の範囲であった（図 ）。一方， ， ，

濃度および 活性は，成熟に伴う増加がみ

られるとともに，採卵時期にピークを示す傾向が認め

られた。

親魚からの採卵 日前，すなわち 注射時の血

液性状とその後の採卵成績との関係では，血液中の

および 濃度と総採卵数との間に関連が認めら

れ，比較的安定した採卵成績が得られた個体の採卵直

前の血中タンパク質濃度は 以上，中性脂質濃

度は 以上であった（図 ）。



親魚年齢と採卵成績

各親魚の 年目と 年目の採卵数と正常ふ化率を図

に示した。採卵数，正常ふ化率とも今回の試験では

親魚の年齢の違いによる差異は認められなかった。ま

た， 年目と 年目の年齢の違いと採卵数または正常

ふ化率との間にも特に関連性はみられなかった。



ふ化仔魚の体成分と初期生残率

年目と 年目の初期飼育試験結果を通算して，ふ

化仔魚 尾当りの ， ， および が少なく，

活性の低いふ化仔魚ほど，初期生残率が高い

傾向が認められた（図 ）。これらの成分の中で，受

精からふ化までの変化量は が最も大きく，その減

少率と初期生残率との間に正の相関が認められた。



考 察

ブリ親魚の血液性状では，親魚の年齢とは無関係に

血液中の ， ， および は採卵時また

は採卵直前に上昇する傾向が認められた。また，血液

性状と採卵成績との関係をみると， および 濃

度と採卵数との間に関連が認められ，採卵に使用する

親魚には，血液中の 濃度が 以上， 濃

度が 以上の個体が適していると判断され

た。これは， 濃度が高い親魚群ほど 処理し

た誘発産卵試験での産卵数が多かったと報告されてい

る虫明ら（ ）の結果と一致する。したがって，こ

れらの成分はブリ親魚の成熟と何らかの関連性がある

ことが強く示唆され，ブリの成熟状態の評価指標とな

り得るものと考えられた。

また，ふ化仔魚の体成分でも， 尾当りの ， ，

， 活性と初期生残率との間に関連が認め

られたことから，仔魚の活力評価の指標となり得る可

能性が示唆された。初期生残率で ％が得られる仔魚

の各成分含量は，仔魚 尾当りそれぞれ で ，

で ， で ， 活性で （

）であった。したがって，これらの値よ

りも低い値を示すふ化仔魚が飼育には適していると判

断された。

本試験では，人工授精による採卵試験と親魚個体別

に得られたふ化仔魚の小型水槽での飼育試験から，親

魚の健全性とふ化仔魚の活力評価に有効な成分を明ら

かにし，その基準値を得た。今後，これらの成分の評

価指標としての有効性を確立するためには，量産規模

での採卵と大型水槽での飼育による実証試験が必要で

ある。
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マイクロサテライトＤＮＡ分析による

ヒラメ９月採卵における産卵貢献親魚の特定

吉田一範 ，本藤 靖 ，村上直人 ，虫明敬一
（親魚養成技術開発チーム 小浜栽培漁業センター，

五島栽培漁業センター， 宮津栽培漁業センター）

近年，栽培漁業において，親魚数の制限による人工

種苗の遺伝的変異性の低下が問題となっている。この

ため，生産された人工種苗においては，由来する親魚

数の詳細な把握が重要である。一方，ヒラメの採卵に

おいては，親魚へのストレスを最小限にするため，多

くの場合，水槽から卵のみを回収する。このため，全

体の産卵量は把握できるものの，各個体が産卵に寄与

したかどうか知ることは難しい。このような中で，宮

津栽培漁業センターでは，マイクロサテライト

マーカーを用いて親子判別を行い，産卵に貢献した親

魚の特定を試みたので報告する。

材 料 と 方 法

親魚として， 年および 年に若狭湾で漁獲さ

れ，その後 年間養成された天然ヒラメの 歳魚

および 歳魚を雌雄各 尾ずつ用いた。また，それら

は， 年 月に コンクリート水槽に収容した。

採卵は，同年 月 日， 日， 日， 日に計 回行

い，卵をふ化させて得られた仔魚をサンプルとした。

サンプルとして用いた尾数は， 月 日， 日， 日，

日の各採卵日において，それぞれ 尾， 尾， 尾，

尾である。各サンプルは ％エタノール中で保存

した。

全 の抽出は，親魚については尾鰭の一部，ふ

化仔魚については魚体すべてを用い， フェノー

ル・クロロフォルム法により行った。

マイクロサテライト 領域は， ローカス（表

）について蛍光標識したプライマーにより 法

を用いて増幅した。 反応後， あるいは ロー

カスの反応液を混合し，さらにサイズスタンダードを

加えてキャピラリー型オートシークエンサー

（ 社製， ）で増幅

断片のサイズ決定を行った。親魚およびふ化仔魚の遺

伝子型は個体毎に決定し，それらに基づいて親子判別

を行った。



結 果

親魚の尾鰭（ 検体）およびふ化仔魚（ 検体）

からは十分な量の が確保できた。

親魚のマイクロサテライト 分析では， 個体

に対して各ローカスで 種類のアリル（平均

種類）が検出され，それらを組み合わせることによっ

て個体識別を行った（表 ）。用いた 個体のうち，

個体ではすべてのローカスがヘテロ接合であり，本試

験に用いた親魚の遺伝的変異性が高いことが示され

た。

親子判定においては，分析を実施した 個体のふ

化仔魚のうち 尾（ ％）で両親を特定すること

ができた。また，他の 尾（ ％）においても片親

のみを特定できた。さらに，特定できた親魚を遺伝子

型に基づいて識別した結果，採卵した 日間に産卵に

貢献した親魚は雌親で 尾（ と ），雄親で

は 尾（ ）であることが示された（図 ）。



考 察

これまでの採卵試験では，個体毎の産卵状況を把握

することは難しかった。しかし，本試験では ％の

ふ化仔魚において両親が特定され，親魚の各個体の産

卵状況を把握することができた。このことは，親魚養

成の技術開発におけるマイクロサテライト マー

カーの有効性を示しているものと考えられる。また，

本試験のように 尾程度の親魚を用いている場合は，

ローカスの組み合わせにもよるものの， ローカ

スで親子判定が可能であると考えられる。

一方，本試験においては，用いた雌雄各 尾の親魚

のうち産卵に関わった個体は，雌親は 尾，雄親は

尾のみであり，親魚群の遺伝的変異性のすべてが人工

種苗に再現されていないことが示された。このため，

親魚養成において，今後より多くの個体が産卵に加わ

るような技術を確立することが必要と考えられる。



健全な種苗の飼育技術の開発

オゾン処理海水がヒラメ稚魚の白化出現に及ぼす影響

山田徹生，藤浪祐一郎，熊谷厚志
（宮古栽培漁業センター）

近年，海水をオゾン処理することにより生成される

オキシダントが，魚類病原微生物に対し，殺菌あるい

は不活化効果を有することが報告され，疾病防除対策

として海産魚の種苗生産過程でオゾン処理海水を用い

た飼育が行われるようになった ）。

宮古栽培漁業センターでは 年および 年にヒ

ラメ の種苗生産過程で
）が同種で報告しているウイルス性神経壊死症

（ ）が発生したことから， 年以降 防除対

策の一環として飼育用水にオゾン処理海水（オゾン曝

露した後に活性炭で無毒化した海水）を用いたヒラメ

の種苗生産を開始した。しかしながら同年以降，生産

したヒラメ稚魚において有眼側の白化魚の出現率が増

加し問題となった。特にオゾン処理海水を用いた飼育

期間が長い飼育例ほど白化個体の出現率が高い傾向が

認められ，白化出現と用水のオゾン処理との関係が疑

われた。そこで，オゾン処理海水による飼育のヒラメ

稚魚の白化出現に及ぼす影響について明らかにするた

めに飼育試験を行なったので以下に報告する。

材 料 と 方 法

海水のオゾン処理

海水のオゾン処理には市販の海水オゾン処理装置

（荏原実業株式会社製 オゾンバリア 型，

型）を使用した。砂濾過した海水を同装置内

でオゾン曝露（ で 分間）し，空気曝気後，

残留オキシダントを活性炭により吸着し 以

下に調整した海水をオゾン処理海水とし以下の試験に

供した。また，同装置内でオゾン曝露後の海水を，オ

キシダント海水とし，受精卵の消毒の際に使用した。

試験区

試験区は，オキシダント海水による卵消毒の有無，

ふ化までの卵管理中のオゾン処理海水の使用の有無及

び飼育過程でのオゾン処理海水の使用の有無が異なる

試験区を設けた（表 ）。卵消毒は，残留オキシダ

ント濃度を トリジン法で に調整した残留

オキシダント海水を用い の条件で 分間行った。

卵消毒を実施しない区においても，オキシダント海水

を砂濾過海水に置き換え同様の操作を行った。ふ化管

理は，水温を に調節したオゾン処理海水または砂

ろ過海水を用い，各飼育水槽にふ化仔魚を収容した。

仔稚魚の飼育用水は，水温を に調節したオゾン処

理海水またはろ過海水を使用した。飼育は 透明

パンライト水槽を用い，水槽は 試験区に対し 水槽，

合計 水槽を設けた。



飼育試験

各水槽に， 水槽当り 尾（ 万個体 ）の

ふ化仔魚を収容し，換水は飼育開始 から 日目は

％， から 日目は ％， から 日目は ％，

から 日目は ％とした。 料は，シオミズツボ

ワムシ，アルテミアのノープリウス幼生及び市販の配

合飼料を給 した。飼育水には，市販の淡水クロレラ

濃縮液（フレッシュグリーン 日清マリンテック 製）

を 日目まで 日当り 槽の割合で添加した。

飼育期間中は，海水オゾン処理装置のオキシダント海

水及び飼育用水として用いるオゾン処理海水の残留濃

度を， 日 回， トリジン法により設定濃度内で

あることを確認した。飼育開始 日目に取り揚げ，水

槽毎に生残率と白化出現率を求めた。

結 果 と 考 察

各試験区の生残率および白化出現率を表 に示した。

水槽毎の生残率は，試験区 で ％， ％，試験

区 で ％， ％，試験区 で ％， ％，

試験区 で ％であった。試験区 の 水槽につい

ては，死亡が認められたため飼育を中止した。生残率

は，卵消毒及びオゾン処理海水の使用の有無に係わら

ずほぼ同程度で，カイ 乗検定でも試験区間に有意差

は認められなかった。オゾン処理海水及び紫外線処理

海水を用いたヒラメ飼育については伊藤ら ）が生残率

に影響ないことを報告しており，その結果と一致した。

白化出現率は，試験区 から では卵消毒の有無，

ふ化管理でのオゾン処理海水の使用の有無に係わらず

ほぼ同程度で，カイ 乗検定でもこれら試験区間に有

意さは認められなかった。しかしながら，飼育の用水

にオゾン処理海水を使用した試験区 の平均白化出現

率は ％で，使用しなかった他試験区の 倍以上と

なり，カイ 乗検定でもこれら試験区間に有意差が認

められた。以上の結果から，オゾン処理海水で飼育す

ることが白化個体の出現率の増加に影響を与えている

ことが示唆された。一方で，本試験結果を見る限りオ

キシダント海水による卵消毒及びオゾン処理海水によ

るふ化管理は，白化出現に影響しないと考えられた。

これまでに，残留オキシダントのヒラメ卵及び仔稚

への急性毒性については， ）によって報

告されており，残留オキシダントにより表皮の破壊が

起こることが明らかにされているが，白化の出現など

慢性的な影響については調べられていない。異体類の

白化出現について ），オゾン処理海水を用いた飼育

によるものに関しては，渡辺 ）が，マツカワ

稚魚において，オゾン処理海水で飼育すると高

率に白化が出現したことを報告しているのみで白化の

出現との因果関係について言及した例はない。本試験

で，オゾン処理海水が白化の出現を助長させることは

示唆されたものの，その原因となる物質などは依然，

未解明であり検討の余地が残されている。生産種苗の

形態異常については，商品価値の低下や以後の生残に

影響する問題であることから海水殺菌方法の見直しや

改良を行いこの様な奇形の出現防止対策を確立する必

要がある。
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年度飼育開始群では，飼育手法の開発に関する

課題として，紫外線殺菌処理海水（以下， 海水と

呼称する），通気及び回転型飼育装置（以下，回転水槽

と呼称する）による飼育試験に取り組んだ。また，適

正な飼 料を開発する一環として，冷凍サクラエビ細

片の 料効果について検討した。各試験における初期

中期フィロソーマ（ 日齢まで）の飼育結果につい

ては， 年度の日本栽培漁業協会事業年報に報告し

たことから，ここでは同飼育群の中期フィロソーマ以

降の試験結果を報告するとともに，同飼育群における

ふ化から稚エビまでの飼育試験結果を総括する。

． 海水による中期 後期フィロソーマの
飼育試験

フィロソーマの飼育では，中空糸フィルターでろ過

処理した無菌海水を飼育水に使用してきたが，飼育水

槽へ注水する直前の処理海水の一般細菌数を測定した

ところ，菌数は常時 以上を示すこと

が判明し，このことがフィロソーマの飼育において抗

生物質による定期的な薬浴を必要とする一つの原因で

あると考えられた。

そこで，抗生物質を使用しない飼育手法を開発する

一環として，飼育水槽へ注水直前の海水を 殺菌し，

中期 後期フィロソーマの飼育を試みた。

材 料 と 方 法

試験区として，以下の 区を設定した。なお，

区には試験開始（日齢 ）まで薬浴をしなかっ

たフィロソーマを，対照区には定期的な薬浴を実施し

たフィロソーマをそれぞれ供試した。 区 飼育

水には 海水を使用し，飼育水槽の交換とアンピシ

リン（ 時間）による薬浴を 日間隔で

実施した。供試したフィロソーマは，日齢 時点の

胸脚欠損が 本以下で胸脚欠損個体率が の 尾

（体長 ）とした。 区 飼育水に

は 海水を使用し，飼育水槽の交換は 日間隔で実

施したが，アンピシリンの薬浴は実施しなかった。供

試したフィロソーマは，日齢 時点の胸脚欠損が

本以下で胸脚欠損個体率が の 尾（体長

）とした。 区 飼育水，水槽及びその

処理は 区に従った。供試したフィロソーマは，

日齢 時点の胸脚欠損が 本以上で胸脚欠損個体率が

の 尾（体長 ）とした。対照

区 飼育水には の中空糸フィルターでろ過し

た海水を使用し，飼育水槽の交換とアンピシリン

（ 時間）による薬浴を 日間隔で実施し

た。供試したフィロソーマは，日齢 時点で胸脚欠

損がみられない個体 尾（体長 ）とし

た。対照 区 飼育水，水槽及びその処理は対照 区

に従った。供試したフィロソーマは，日齢 時点の

胸脚欠損が 本以上で胸脚欠損個体率 の 尾（体

長 ）とした。

各試験区とも飼育には ボウル水槽を用い，注水

率は 回転 日とした。 料には，ムラサキイガ

イ生殖腺の細片と 日 槽当りアルテミア（全長

以上） 個体を併用給 した。残 の除去

は 回 日の頻度で実施した。また，日齢 で飼育水

の配管を塩素を用いて殺菌処理した。

結 果 と 考 察

試験結果の概要を表 に示した。 区， 区，

区はそれぞれ日齢 ，日齢 ，日齢 日に全

個体が死亡し，プエルルスに達する個体はみられなか

った。対照 区及び対照 区では稚エビまで生残し，

イセエビ種苗生産試験－2002年度飼育開始群における飼育結果の概要

村上恵祐，橋本 博
（南伊豆栽培漁業センター）



プエルルスと稚エビまでの生残率はそれぞれ と

，及び と であった。

区では，いずれの試験区でも体表の汚れが著し

く，脱皮前後で衰弱し，付属肢等の変形が起こって死

亡する個体が多かった。特に薬浴を行わなかった

区では触角腺，胸部，腸管などが白濁する細菌

性疾病で死亡する個体も多く認められた。飼育水槽の

底面の状態は，水槽を交換して 日目頃から汚れが著

しくなり，この時点で脱皮殻を検鏡したところ，原生

動物や真菌類が多数付着していた。

対照区では，胸脚欠損がみられない個体を供試した

対照 区の方が胸脚欠損個体を供試した対照 区と比

較して，稚エビまでの生残率や，最終齢フィロソーマ

及びプエルルスから稚エビへの到達率は高い値を示し

た。

試験期間中の日齢 以降に，各試験区で脱皮時の

衰弱や変形による死亡，触角腺，中腸腺，腸管，胸脚

などが白濁症状を呈して死亡する個体が多く認められ

たため，飼育水中の一般細菌数を調査したところ，

以上の細菌が存在しており， 属の細

菌も のレベルで存在していた。また，

殺菌処理を行っても，細菌数のレベルは

程度低下させる効果しか認められなかっ

た。そこで，日齢 に飼育水の配管を塩素殺菌した

ところ，日齢 以降では極端に死亡個体が少なくな

り，生残率が安定した。したがって，本試験では，飼

育水中の細菌数のレベルが高くなったことがフィロ

ソーマに対して何らかの悪影響を及ぼしたものと考え

られる。

本試験では， 海水の使用効果は明らかにできな

かったことから，今後は水槽交換の間隔や抗生物質に

よる薬浴間隔について再検討した上で，再度 海水

の利用手法に関する飼育試験を実施する必要がある。

．通気による中期 後期フィロソーマの
飼育試験

従来，通気によって胸脚が欠損するなどの物理的傷

害が危惧されることから，通気は実施されてこなかっ

たが，一方では通気による飼育水の撹拌によって，ア

ルテミアなどの 料が分散する効果や飼育水槽内の水

面に発生する細菌性の油膜が除去される効果などが期

待できる。また，回転水槽を用いた飼育試験において，

フィロソーマの遊泳行動を観察したところ，弱い水流

であれば，フィロソーマの遊泳行動を促進する効果が

あり， 料との遭遇機会が増し摂 効率が向上するこ

とが推察された。そこで，フィロソーマ飼育における

通気の効果を把握する目的で，飼育試験を実施した。

材 料 と 方 法

試験は 回実施した。本試験における最小の通気量

は，通気で発生する水流により飼育水槽内でアルテミ

アがある程度分散する量とし，予備調査によって

分に決定した。

試験 では以下の 区を設定した。通気区 通気量

は 分とし，供試したフィロソーマは，日齢

時点の胸脚欠損が 本以下で胸脚欠損個体率が

の 尾（体長 ）とした。対照区 通気

なし。供試したフィロソーマは，日齢 時点で胸脚

欠損がみられない個体 尾（体長 ）と

した。

試験 では以下の 区を設定した。通気 区 通気

量は 分とした。供試したフィロソーマはふ

化から試験直前まで 分の通気量で飼育した

群から供試し，日齢 時点で胸脚欠損がみられない

個体 尾（体長 ）とした。通気 区

通気量は 分とした。供試したフィロソー

マは，日齢 まで通気量 分で飼育し

た群から供試し，胸脚欠損個体率が の個体 尾

（体長 ）とした。通気 区 通気量は

分とした。供試したフィロソーマは，日齢

まで通気量 分で飼育した群から供試

し，胸脚欠損個体率が の個体 尾（体長

）とした。

飼育には ボウル水槽を用い， 料やその他の飼

育管理は前述の 海水を使用した飼育試験に準じ

た。飼育水には の中空糸フィルターでろ過し

た海水を使用し，注水率は 回転 日とした。また，

飼育水槽の交換とアンピシリン（ 時間）

による薬浴を 日間隔で実施した。

結 果 と 考 察

試験結果の概要を表 に示した。試験 における最

終齢フィロソーマ，プエルルスおよび稚エビまでの生

残率は，通気区がそれぞれ ， ， で，対

照区が ， ， となり，対照区の方が

高い値を示した。

試験 では，通気 区のみで稚エビが得られ，最終

齢フィロソーマ，プエルルス及び稚エビまでの生残率

はそれぞれ ， ， であり，比較的高

い値を示した。 分以上の通気を行った通気 区

および通気 区では，体長 時点での脱皮時

に変形や衰弱によって死亡する個体が多く，日齢

と で全個体が死亡した。



今回の飼育試験では，稚エビまでの飼育が可能であ

った 分の通気区では，脱皮時の胸脚欠損や

疲弊は認められなかった。また，通気した区では，飼

育水槽内の水面に細菌性の油膜が全く発生しなかった

ことから，当初想定した通気の効果は認められたもの

と考えられる。ただし，対照区に比較して通気区の生

残率は低かったことから，今後はさらに適正通気量に

ついて検討する必要がある。

．中期 後期フィロソーマにおける冷凍サクラエビ

の給 効果

年度に後期フィロソーマに対する冷凍サクラエ

ビ細片の給 効果を試験したところ，比較的活発な摂

が認められた。そこで，初期から後期フィロソーマ

にかけて，生残や成長に及ぼす冷凍サクラエビの 料

価値をムラサキイガイ生殖腺と比較することを目的と

して飼育試験を行った。ここでは，日齢 以降の試

験結果について報告する。

材 料 と 方 法

試験区として以下の 区を設定し， 区と 区には

日齢 以降冷凍サクラエビのむき身細片とアルテミア

を併用給 して飼育した日齢 のフィロソーマを，

また 区と 区には，ムラサキイガイ生殖腺の細片と

アルテミアを併用給 して飼育した日齢 のフィロ

ソーマを供試した。 区 冷凍サクラエビのむき身細

片と全長 以上のアルテミアを併用給 し，試験

開始時のフィロソーマの胸脚欠損個体率は （供

試尾数 尾）， 区 ムラサキイガイ生殖腺の細片と

全長 以上のアルテミアを併用給 し，同様に胸

脚欠損個体率は （ 尾）， 区 区と同じ

料で，胸脚欠損がみられないフィロソーマを供試（

尾）， 区 区と同じ 料で，胸脚欠損が 本以上の

個フィロソーマを供試（ 尾）した。

冷凍サクラエビの細片は市販の冷凍サクラエビを脱

殻して の大きさに切断して準備し，給 前

に一昼夜アンピシリン で薬浴した。フィロソー

マの飼育には ボウル水槽を使用し，水槽交換とア

ンピシリン（ 時間）の薬浴を 日間隔

で実施した。注水率は 回転 日とし，フィロソー

マの成長に合わせて増加させた。

結 果 と 考 察

飼育結果の概要を表 に示した。 区で稚エビ

まで生残し，冷凍サクラエビの細片を給 した 区の

フィロソーマは日齢 で全て死亡した。 区におけ

る脱皮間隔は 日で他区と大差なかったが，胸脚

欠損個体の割合は徐々に増加した。成長については，

日齢 の平均体長で比較すると， 区が ，

区が ， 区が ， 区が であり，

概してムラサキイガイを給 した区の成長が良かった。

このように，冷凍サクラエビのみの給 では稚エビ



までの飼育は困難であるが，サクラエビからムラサキ

イガイへ 料を転換することで稚エビまで飼育できた

ことから，冷凍サクラエビはムラサキイガイの肥満度

等が極端に低くなる冬季の代替 料として使用可能で

あると考えられる。

．回転水槽を使用した飼育試験
年度の飼育において，ふ化後 日間を回転水槽

（回転スピード 分 回転）で飼育し（生残率

），その後 ボウル水槽に移槽して飼育を継

続した事例において，プエルルス及び稚エビまでの生

残率はそれぞれ と （日齢 の生残尾数に

対する値）で過去最高値を示した。そこで， 年度

もこの飼育事例の再現を図ることを目的として，回転

水槽を使用した飼育を行った。

材 料 と 方 法

これまで使用してきた回転水槽は，回転する飼育水

槽の形状がドーナツ状で水槽側面と底面に角ができる

ため，フィロソーマの体長が 以上になると蝟集

して個体干渉の確率が高くなり，胸脚の欠損個体率が

増加する。そこで今回は，水槽底面で蝟集するフィロ

ソーマを分散させることをねらいとして，回転水槽を

楕円球型に改良した。

日齢 までの飼育では，ふ化フィロソーマを回転水

槽に 尾収容して注水率を 回転 日とし，水槽

交換を 日間隔で，またアンピシリン（ 時間）

による薬浴を 日間隔で実施した。アルテミアやムラ

サキイガイ生殖腺の給 量及び給 パターンは，

ボウル水槽を用いた飼育事例と同様とした。現段階の

回転水槽はボウル水槽に比べて残 除去等の飼育管理

作業が煩雑で効率が悪いため，残 は脱皮殻とともに

目立ったものだけ除去する程度とした。

日齢 以降の飼育には， ボウル水槽と楕円球型

の回転水槽を各 槽使用し，フィロソーマを 尾ず

つ収容して飼育を開始した。また，日齢 には

ボウル水槽 槽からドーナツ型の回転水槽と ボウ

ル水槽へそれぞれ 尾と 尾を収容し，合計 水槽で

飼育を継続した。水槽交換はボウル水槽が 日間隔で，

回転水槽が 日間隔で実施し，アンピシリン（

時間）による薬浴を，日齢 までは 日間隔で，

それ以降は 日間隔で実施した。注水率は 回転

日とし，フィロソーマの成長に合わせて増加させた。

結 果 と 考 察

飼育結果の概要を表 に示した。日齢 ， ， ，

最終齢フィロソーマ，プエルルスおよび稚エビでの生

残率は，回転水槽飼育開始群の方が ボウル水槽飼

育開始群よりも高い値を示した。また，成長について

も回転水槽飼育開始群の方が常に大きく，特に 日

齢以降の成長は平均体長で も大きい値を示

した。さらに，ふ化からプエルルス及び稚エビまでの

平均所要日数は， ボウル水槽飼育開始群よりも

カ月以上も短かった。最終齢フィロソーマおよびプエ

ルルスから稚エビへの到達率も回転水槽飼育開始群の

方が高く， 年度の再現が得られたものと考えられる。

． 年度飼育開始群における最終齢フィロ
ソーマ，プエルルス及び稚エビまでの飼育結
果のまとめ
年度におけるフィロソーマの飼育結果をとりま

とめて表 に示した。 年度の飼育群は， ボウ

ル水槽で飼育を開始した群が 例， ボウル水槽を

使用した群が 例，回転水槽を使用した群が 例であ

り，プエルルス及び稚エビの生産尾数は 尾， 尾で

あった。生産尾数は平成 年度よりも減少したが，最

終齢フィロソーマ及びプエルルスから稚エビへの到達

率は平均で と であり，過去最高の値が得

られた。

プエルルスおよび稚エビの生産尾数が少なかったの

は，初期 中期における飼育で収容密度が高かったた

めに脱皮時の変形が多く発生したこと，中期フィロ

ソーマの飼育期間中に，細菌性疾病様の症状で死亡す

る個体が多かったこと（飼育水系内に総細菌数

以上， 属の細菌数は約 が

存在した期間が数週間続いたものと考えられる）が主

な原因として考えられる。その後，飼育水系内の殺菌

処理などの効果により，飼育水に使用する海水中の細



菌数を 以下に維持することができ，後期フ

ィロソーマでは活性が回復する傾向が認められた。従

来の飼育では，フィロソーマの飼育期間中に細菌性疾

病が一度発生するとその後活性が回復することはほと

んどないのが通常であったことから，使用する海水中

の細菌数をモニターし，常に低レベルで維持すること

は，フィロソーマの飼育を安定させる重要なポイント

となり得るものと考えられる。また，前述の各種飼育

試験結果で示したように，中期フィロソーマの段階で

胸脚欠損が多いほどプエルルスおよび稚エビまでの生

残率が低下する傾向がみられた。 年度における最

終齢フィロソーマから稚エビまでの個別飼育結果から

推して（表 ），最終齢フィロソーマの胸脚欠損が

本以下でプエルルスへの正常変態率や稚エビへの正常

脱皮率が安定することが考えられる。したがって，今

後は特に中後期フィロソーマの胸脚欠損を可能な限り

低減する飼育手法を検討することが重要な課題になる

ものと考えられる。



これまで小型水槽を用いた飼育試験において，配合

飼料を全長 以降に給 することで，ヒラメ無眼

側体色異常（黒化）防除に効果のある可能性が示唆さ

れている。そこで今回，量産飼育において上記防除方

法の実証試験を行った。また，あわせて有眼側体色異

常（白化）と脊椎骨の異常について観察した。

材 料 と 方 法

水槽 面にそれぞれ約 万尾のふ化仔魚

を収容し， 月 日（ 回次）と 月 日（ 回次）

に飼育を開始した。両水槽とも平均全長 （ ス

テージ）で分槽を行い，それぞれ配合飼料を全長

（ ステージ）と （ ステージ）から給 す

る試験区（前者 区，後者 区）を設けた。

供試魚はすべて，全長 サイズでいったん取り揚

げ，有眼側（白化），無眼側（黒化）の体色異常及び

脊椎骨異常個体の出現状況を調査した。また，各試験

区の種苗 尾を無作為に抽出後， 水槽で継続飼

育を行い， サイズで無眼側体色異常の出現状況

を比較検討した。なお， 回次では飼育水に水質改善

材（ セラミック エフエフシーシジャパン製）

を使用した。

， 回次とも飼育水にはナンノクロロプシスを連

続的に添加し，ワムシ給 期間中の濃度を 万

細胞 になるように調整した。飼育水槽の底掃除は

全長 頃から手作業で毎日行った。

ワムシは開口 全長 まで，アルテミアノープ

リウスは全長 まで給 した。上記生物

料の栄養強化は，前者がナンノクロロプシスで一次

強化を行った後，マリングロス（ 日清マリン

テック製）およびプラスアクアラン（ ビー

エーエスエフジャパン製）で二次強化を，後者はバイ

オクロミス（ 太平洋貿易製）単独で行った。

配合飼料はおとひめシリーズ（日清飼料製）とアンブ

ローズシリーズ（日本配合飼料製）を使用した。

疾病対策として卵消毒（ヨー素剤有効濃度 ）

および使用水槽と飼育資材の消毒（ 液，次亜塩

素酸ナトリウム ），生物 料の薬浴（ニフルス

チレン酸ナトリウム有効濃度 ， 時間），給

前における生物 料の紫外線殺菌ろ過海水洗浄，飼育

棟出入り口での長靴の消毒（次亜塩素酸ナトリウム

）を徹底した。

白化および黒化魚の出現，脊椎骨の異常状況を観察

するため，平均全長 と サイズでそれぞれ

サンプリングし， ％中性ホルマリンで固定後，保存

した。黒化魚の出現状況は ， のサンプル

個体の無眼側をスキャニングし，画像を福永 ）の分類

パターンで区分・判定した。白化魚の出現状況は

のサンプルについて行い，約 尾を実体顕微

鏡で観察した。さらに， のサンプルでは軟 線

撮影により脊椎骨の異常状況を調査した。

上記の結果は，観察尾数に対するそれぞれの出現率

を算出し，飼育回次及び試験区間で比較検討を行った。

結 果 と 考 察

， 回次とも飼育は順調に推移し，全長 サ

イズの種苗を前者で 万尾，後者で 万尾取り揚げた

（合計 万尾）。生残率はそれぞれ ％， ％

であった（表 ）。

黒化の出現状況は， 区においても進行せず，

正常魚の出現率（正常率）は 区よりもむしろ高

かった（表 ）。今回，仔魚の配合飼料に対する 付

きの良否は， 回次が 回次に比べて若干劣っていた。

その影響からか 区の正常率は 回次 ％，

回次 ％， 区では ％， ％といずれも

回次の方が悪かった。

全長 サイズから全長 サイズ（平均全長

）までの継続飼育は 日間行い，期間中の生

ヒラメ量産飼育における無眼側体色異常防除の取り組みについて

渡辺 税，中川 亨，村上直人，竹内宏行
（宮津栽培漁業センター）



残率はすべて ％以上と高率であった。黒化の出現状

況はすべての試験区において サイズの時点より

も進行したが，全般に軽微なものが多数を占めた（表

）。 ， 回次における脊椎骨異常率は， 区で

それぞれ ％および ％， 区で ％および

％であった（表 ）。白化率は，全般的に低く ，

回次の 区でそれぞれ ％および ％，

区で ％および ％となったが，後者でやや

高い傾向が見られた（表 ）。

今回， 回次の試験区に水質改善材としてセラミッ

クス濾材（ セラミックス エフエフシージャ

パン製）を使用した。その結果，成長，生残等に大差

はなかったが， サイズの無眼側体色異常の出現

状況は， 回次よりも 回次の方が明らか低く，今後

の検討課題として興味ある結果が得られた。

文 献

）福永辰廣 ヒラメの無眼側体色異常防除技術開発

の現状．平成 年度栽培漁業技術研修事業基礎

理論コース資料



キジハタ は栽培漁業対象種とし

て期待されている魚種である。本種の種苗生産技術開

発は 年に伯方島栽培漁業センターで人工授精によ

って受精卵を得ることから始まり ），その技術開発は

一時中断したものの 年から再開され， 年に

万尾の種苗生産に成功した ）。しかしその後の種苗生

産は不安定で，生産尾数も低迷している。これは日齢

までの生残率が著しく低く，摂 開始時期の生物

料のサイズや密度，照度，水流，水温などの飼育環境

条件の許容幅が小さいためと考えられている。

キジハタと同じマハタ科のクエ

の仔魚も環境変化に弱く，飼育海水の換水による水質

変化が減耗要因の つとして考えられた。クエにおい

ては水質の急変をさけるために注水量を抑制すると，

有毒なアンモニアが飼育海水中に増加するため，硝化

細菌を着床させアンモニアを減少させることのできる

貝化石を飼育水に添加するという発想から貝化石の利

用が始まった ）。近年ではクエ以外にも，いろいろな

魚種で貝化石添加による種苗生産が試みられている

が，キジハタについてはまだ一部しか使用されていな

いため ），キジハタの初期飼育（日齢 まで）におけ

る貝化石添加の効果について検討した。

材 料 と 方 法

玉野栽培漁業センターの 水槽 面を使用し，貝

化石添加区を 面，貝化石無添加区を 面設け試験を

行った（表 ）。試験には玉野栽培漁業センターで自

然産卵によって得たキジハタの受精卵を 万

粒 を目安に収容した。卵収容からふ化までは自然

水温とし，ふ化後から開口まで水温を徐々に上げ，開

口時に になるように調節した。開口前日の日齢

に 型ワムシタイ株を 個体 になるように給

し，市販の濃縮クロレラ（スーパー生クロレラ ，

クロレラ工業製）を 日を 時と

時に滴下した。貝化石添加区では貝化石（フィッシュ

グリーン，グリーン・カルチャア製） 日を

時と 時ごろの 回に分けて水槽の中央から

投入した。水底から約 上の壁面に固定した

のユニホースパイプから通気を行い，緩やかな水流を

起こした（図 ）。水槽中央にはエアーストーン 個

を設置し酸素通気を行った。白色のポリエステル長繊

維不繊布（スーパーラブシート ，ユニチカ製）

の遮光幕で水槽上屋の天井部，側面を遮光した。なお

荒天時は天井の遮光幕を一部開いた。日齢 までは水

槽の水量を とし，止水で飼育した。水質（水温，

溶存酸素， ，アンモニア態窒素濃度，硫化物）を

時と 時に測定し，同時に仔魚のワムシ摂 数を計

数し， 時と 時に採集した 尾について全長を測定

した。日齢 ， ， ， ， の夜間に直径 の塩

ビパイプによって水槽の カ所から約 を採水して

仔魚を計数し，水槽内の生残尾数を推定した。

結 果 と 考 察

試験結果の概要を表 と表 に示した。両区の飼育

海水中のアンモニア態窒素濃度は徐々に増加し，貝化

石添加区では日齢 では 以上になった（図

）。両区の は から へ徐々に低下した（図

キジハタの初期飼育における貝化石の添加効果

津村誠一 ，高野正嗣 ，小畑泰弘 ，與世田兼三
（ 玉野栽培漁業センター， 八重山栽培漁業センター）



）。硫化物は両区とも 以下でほとんど変

化しなかった。両区の仔魚のワムシ摂 数は成長と共

に急増し， 時よりも 時の方がより多く摂 してい

ることが示された（図 ）。両区のワムシ摂 数は日

齢によっては若干の差が見られたが，期間を通して差

はほとんど認められなかった。日齢 の推定生残率及

び全長についても差は認められなかった（図 ， ）。

貝化石を添加した区では貝化石を摂 している個体が

見られたが，貝化石添加区の生残率の急減，成長の停

滞などの悪影響があったことは特に示されなかった。

以上の結果から，日齢 までの 水槽におけるキジ

ハタの種苗生産では貝化石の添加効果は明確に示され

なかった。

クエの飼育試験では貝化石の添加により生残率の向





上が認められている ）。また，貝化石の硝化作用促

進効果も認められているが，日齢 までの初期飼育に

おいてはアンモニア態窒素，亜硝酸態窒素，硝酸態窒

素の濃度に差はなく，貝化石の添加による初期生残率

の向上の原因については明らかになっていない ）。ま

た 水槽でのクエの種苗生産においても貝化石

添加の有無によって日齢 までの生残状況に差はなか

った ）ことなど，初期飼育における貝化石の添加効果

については明確に示されていない。

今回の飼育試験の結果から日齢 までの貝化石の添

加効果はほとんどなく，キジハタでは日齢 まで止水

によって貝化石の添加の有無に関わらず比較的安定し

て飼育できることが明らかになったことから，日齢

までの貝化石の添加はコストや手間から特に添加する

必要はないものと考えられた。しかし日齢 以降の効

果については飼育海水中へ添加された貝化石は底に堆

積した沈殿物を覆い，注水や底掃除によって沈殿物が

舞上がり飼育環境が急変することを防止する効果があ

るものと考えられ，その効果を今後明らかにする必要

がある。
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瀬戸内海におけるサワラ漁獲量は 年の ト

ンをピークに減少し始め， 年には トンとなっ

た。そのため， 年にはサワラ瀬戸内海系群資源回

復計画が作成され，資源の積極的な培養措置として種

苗放流の必要性が盛り組まれた。これを受け，近年関

係各府県では本種の種苗生産への取り組みが本格化し

つつある。

屋島栽培漁業センターでは 年からサワラの種苗

生産技術を開始したが，全長 以降に起こる大量

減耗が大きな問題となっていた。そこで， 年から

上記の課題に取り組み，全長 以降の大量死亡の

原因が冷凍カタクチイワシシラスの単独給 によるビ

タミン （以下， ）欠乏症であることを明らか

にした。また，飼育現場で行う防止対策として取り揚

げ直前までふ化仔魚や育成仔魚の生 を併用給 する

技術を開発し， 年には 万尾の種苗を生産して

いる。しかし，現状の飼育技術では大量のふ化仔魚と

育成仔魚の生物 料を必要としており，これらを削減

した量産技術の開発が課題として残されている。

そこで，本報では育成仔魚給 の削減を前提に，給

の有無による成長と生残への影響を検討した。また，

料と生産した種苗の 含量を測定し，育成仔魚の

給 効果を栄養面から明らかにした。

材 料 と 方 法

飼育試験の設定条件

試験区は，育成仔魚給 区（従来同様，ふ化仔魚，

育成仔魚及びイカナゴシラスを与え飼育した区）と育

成仔魚無給 区（前者から育成仔魚を省いて飼育した

区）を設けた（図 ）。

採卵とふ化

試験には 年 月 日に香川県有船の（小豆島北

部海域）サワラ流し網で漁獲された，雌 尾（魚体重

， ）と複数の雄を用いて人工授精した受精

卵を用いた。これらの受精卵から 月 日に 万尾

（平均ふ化率 ％）のふ化仔魚を得， 万尾を試

験に供した。

育成仔魚の無給餌によるサワラの種苗生産

山崎英樹 ，奥村重信 ，鴨志田正晃 ，山本義久
（ 屋島栽培漁業センター， 栽培漁業部）



収 容

育成仔魚無給 区は，ふ化後 日目に 浸漬に

よる標識を施した。収容は翌日の 年 月 日に

浸漬水槽から飼育水槽（ 水槽）に直径

のホースを用いサイホン方式で 万尾を直接

収容した。収容尾数は， 浸漬により約 万尾が

死亡したため 万とした。育成仔魚給 区は，ふ化

後 日目（ 年 月 日）にふ化管理水槽から直接

飼育水槽（ 水槽）へ 万尾を収容した。試験

に使用したふ化仔魚の平均全長は （

）であった。

飼 育 管 理

両区とも，ふ化仔魚収容時は自然水温（ ）とし，

収容後は 日に の割合で昇温させて飼育水温を

に調温した。飼育水はろ過海水を用い，換水率

は収容当初の 回転 日から最大 回転 日まで増加

した。

給 した各 料の給 期間を図 に，各給 量を表

に示した。マダイ，クロダイ，ヒラメのふ化仔魚は

両区とも収容から取り揚げまで給 した。また，日齢

からは で凍結したイカナゴシラスを解凍して

与えた。イカナゴの摂 が活発になった後は，順次大

型のイカナゴシラスに切り替えるとともに，日齢 か

ら総合ビタミン剤（アクアベース 日清製粉 ）をイ

カナゴシラスに ％添着して給 した。サワラ稚

魚は，全長 頃まで解凍したイカナゴシラスを積

極的に摂 しないため，給 はほぼ一日中連続して行

った。マダイ，ヒラメの育成仔魚は育成仔魚給 区の

み，日齢 日の間与えた。

試験終了時には水槽の水位を まで減じ，巻き

網でサワラ種苗を囲んだ後，フィッシュポンプと魚数

計を用いて全数計数の上，取り揚げた。

飼育した仔稚魚の全長は，収容から取り揚げまでほ

ぼ 日おきに万能投影機で 尾を目安に測定した。

の分析

料に用いたイカナゴシラス（ ），マダイふ化

仔魚（ ），育成仔魚（ ）及び取り揚げ日の早朝

にサワラ種苗（各区 尾）を で冷凍保存し，

含量の分析に供した。なお，これらのサンプルの

分析は 日本冷凍食品検査協会に依頼して，高速液体

クロマトグラフを用いた 系カラムとメタノー

ルー リン酸二水素ナトリウム 過

塩素酸ナトリウム混液による分離とポストカラムでの

フェリシアン化カリウムとの反応による蛍光検出法に

より行った。

結 果

取り揚げ結果

サワラ仔稚魚への給 の概要を表 に，飼育結果の

概要を表 に示した。育成仔魚無給 区は， 月 日

（日齢 ）に取り揚げた。取り揚げた種苗の平均全長

は （ ），尾数は 万尾（生残

率 ％）であった。育成仔魚給 区は， 月 ，

日（日齢 ， ）の二日にかけて取り揚げた。取り揚

げた種苗の平均全長は （ ），尾

数は 万尾（生残率 ％）であった。両区の生残

率はほぼ同様であった。



成 長

育成仔魚無給 区と育成仔魚給 区の成長を図 に

示した。両区の成長に大きな差はみられず，摂 の確

認できた日齢 で全長 ，育成仔魚給 区に

育成魚を給 する前日の日齢 で ，育

成仔魚の給 を終了した日齢 で ，取

り揚げを始めた日齢 で となった。

含量

取り揚げたサワラ種苗と使用した 料の 含量を

表 に示した。サワラ種苗の 含量は育成仔魚無給

区で ，育成仔魚給 区で

と両区の差は とほとんど差がなかった。

生 物 料 中 の 含 量 は マ ダ イ ふ 化 仔 魚 で

，育成仔魚は であっ

た。また，イカナゴシラスの 含量は， 付けに使

用した小型のもの含量が ，大型の

ものが であった。

考 察

今回の結果，育成仔魚の給 の有無によるサワラの

成長と生残はほぼ同様であった。また，取り揚げた両

区の 含量も育成仔魚無給 区で ，育

成仔魚給 区で と大きな差はなかった。

年 年のサワラ飼育試験で健全な状態で取り

揚げたサワラ稚魚の 含量は，

の範囲であり，本年度の結果はこれを上回るものであ

った。しかし，サワラに給 したマダイふ化仔魚，育

成仔魚，イカナゴシラス小及びイカナゴシラス大の

含量はそれぞれ ， ， ，

であり，サワラ稚魚の 含量を上回っ

ているのは，育成仔魚のみであった。これらのことか

ら，取り揚げたサワラ稚魚の 含量はイカナゴシラ

スに添着した総合ビタミン剤が大きく影響していると

推察される。

屋島栽培漁業センターでは，サワラ種苗生産に対応

するためマダイ親魚の管理や育成仔魚の飼育に多大な

労力と費用を費やしている。本飼育試験の結果からふ

化仔魚を給 しながら，総合ビタミン剤を添着したイ

カナゴシラスをサワラに与えれば，育成仔魚の給 を

必要ないことが明らかになった。サワラの種苗生産後

期の 月上旬はマダイの産卵期の末期にあたり，サワ

ラに給 するふ化仔魚の確保に不足を生じる恐れがあ

る。今後は更なる生物 料の削減を目標に，イカナゴ

シラス 付け期後半，育成仔魚だけでなくふ化仔魚の

給 を省いたサワラ種苗生産の量産化を検討すること

が重要となろう。



飼育水への貝化石の添加がクエ仔魚の初期生残と水

質環境（水温， ， ，照度，および硫化物等）

に及ぼす影響を明らかにする目的で試験を行った。

材 料 と 方 法

飼育には コンクリート水槽を使用した。水槽へ

の卵の収容は， 月 日（ 回次）と 月 日（ 回

次）に行った。試験は， 回次， 回次とも飼育水に

貝化石を添加する区（ ， ）としない区（ ， ）

を設けた（表 ）。試験に供した卵は， 処理した

天然養成 歳魚（ 陰性）から人工採卵したもの

である。得られた卵は，オキシダント海水（ ）

で 分間消毒後飼育に用いた。

飼育水温は卵収容時に とし，日齢 までに

へ昇温した。飼育には収容から取り揚げまでオゾ

ン殺菌海水を用いた。通気は水槽四辺の角に のユ

ニホースを 本ずつと，水槽の中央にエアーストーン

個を設置して行った。ユニホースの通気量は 回次

が 分 本， 回次が 分 本で開始し，後者は日

齢 より 分 本に低下させた。また，両者とも日

齢 からは， 分 本に調整した。エアーストー

ンの通気は 回次が微通気， 回次が 分で行っ

た。

飼育水には日齢 の間，定量ポンプを用いて，

日当り のスーパー （クロレラ工業製）を

時間連続的に添加した。貝化石は卵収容直前から毎日

回（ ， および ）， の割合で

水槽全面に散布した。 料にはワムシ，アルテミアノー

プリウスおよび市販の冷凍コペポーダと配合飼料を用

いた。ワムシはスーパー とマリングロス（日清マ

リンテック製）を併用して，アルテミアは クリー

ンセルコ（インベ社製）で栄養強化を施した。配合飼

料および冷凍コペポーダは日齢 から給 した。

水面照度を確保する目的で，雨天時には の投

光機を 水槽に 個設置した。照度の測定は 日

回（ と ）行い， 定点（水槽両端と中

央部）の水面上 で測定した。飼育水の換水は日

齢 以降開始し，換水率は日齢 の ％から，日

齢 の ％まで順次増加した。飼育環境の水温，

， および照度は毎日 と の 回，硫

化物は 日間隔で測定した。

結 果 と 考 察

回次は飼育ごく初期に仔魚が水槽底面へ沈降し，

日齢 （開口）における ， の生残率はそれぞれ

％および ％と急減した（図 ）。仔魚が沈降

したのは，通気量が弱く飼育水の撹拌が適切に行われ

なかったためと考えられた。その後，日齢 まで大き

な減耗は認められなかったが，その直後再び死亡が増

加し，日齢 の生残率は が ％， が ％と

なった。日齢 に は全長 の種苗 万

尾， は の種苗 万尾を取り揚げた（表 ）。

貝化石添加によるクエ種苗生産手法の有効性について

本藤 靖 ，照屋和久 ，高橋 誠
（ 五島栽培漁業センター， 上浦栽培漁業センター）



回次では仔魚の沈下を防止する目的で日齢

の通気量を増加した結果，日齢 における生残率は

が ％， が ％ときわめて良好であった。そ

の後，日齢 の生残率は が ％， が ％と

比較的順調に推移したものの，日齢 には 回次同様，

急激な減耗が生じ ％と ％まで低下した。この

死亡はそれ以降も続いたため，日齢 で飼育を中止し

た（表 ）。

回行った飼育試験において最終的な生残率は，貝

化石を添加した および が ％， ％，無添加

の および が ％， ％といずれも前者の試験

区で高かった（表 ，図 ）。一方，日齢 における

平均全長を比較すると添加区の および が

， ，無添加区の および が ，

と試験区間で大きな差異は認められず，飼育

回次による差が大きかった。

飼育水温は 回次の上昇がやや遅れ， に達した

のが日齢 であった（図 ）。 は両飼育回次とも日

齢 までは 以上で，日齢 以降それを下回り

の範囲で推移した。 は飼育開始時に ％

であったものが，日齢 より低下し，その後は

％の範囲で推移した。 ， とも通気量を高

めた 回次でやや高い傾向がみられた（図 ）。水面

照度は，晴天時で最高約 万 に達した。照度の測定

値は時間帯および天候，定点によって大きく異なり（図

）， の照度は に比べ約 倍， の

照度は通路側と中央で比較すると約 倍，建屋壁面

側と中央を比較すると 倍中央が高くなった。仔魚

の分布する水深は，日齢 頃から照度の高低によ

り変動し，照度は仔魚の行動や摂 状況に大きな影響

を与えることが確認された。期間中，飼育水中の硫化

物の濃度はいずれの水槽も 以下とごく低い

値であった（図 ）。上記の飼育環境の項目は，いず

れも貝化石添加の有無で明瞭な差は認められなかった。

本年度行ったクエの飼育試験では飼育水へ貝化石を

添加することにより生残率の向上が認められ，本手法

の有効性が示唆された。しかし，今回調査した水質検

査項目では，貝化石添加の有無による差はみられなか

った。また今回， 回次， 回次とも日齢 以降減耗

が生じており，いまだこの原因および対策は不明のま

まである。今後，クエの飼育初期における減耗を防除

するためには，飼育水への貝化石添加による生残率向

上の原因解明とともに通気量や流速等も含め，多面的

に検討する必要があろう。





奄美栽培漁業センターでは，クロマグロ種苗生産技

術開発において餌料系列の中の生物餌料の一つとして

ハマフエフキ のふ化仔魚を供給し

ている。大量に安定的に本種のふ化仔魚を供給するた

め，採卵した受精卵を最適な条件で管理して正常にふ

化させる必要がある。

本種に関して，陸上水槽内における自然産卵や卵発

生と仔稚魚期の形態変化についての報告がある

が ），ふ化に関する基礎的な研究報告はない。

そこで，今回は，ふ化管理条件を検討するため，本

種の卵のふ化に及ぼす水温及び塩分の影響について検

討した。以下にその結果を報告する。

材 料 と 方 法

ふ化適正水温の検討

年 月 日（ 回目）および 月 日（ 回目）に，

陸上水槽（ 角型コンクリート水槽）で養成中の

ハマフエフキ親魚から自然産卵により得られた浮上卵

を実験に供した。採卵時の水温は， 月 日が ，

日が であった。

水温は ， ， ， ， ， ，

および の 段階に設定した。ふ化に使用した飼育

水には，砂ろ過海水を紫外線で殺菌したものを用いた。

ふ化には 穴マルチウェルプレートを用い，各温度に

設定された温度勾配恒温器（ 型）

の恒温室内で静置させてふ化させた。 つのプレート

の 穴に約 の紫外線殺菌海水を満たし，浮上卵約

粒を収容してふ化させた。収容時の受精卵の発

生段階は 回とも 細胞期で，正常発生率は 回目が

％， 回目が ％であった。ふ化後に実体顕微

鏡下で，各ウエルの死卵，奇形仔魚（体が曲がった仔

魚，死亡仔魚等）及び正常仔魚（体が正常に伸びた仔

魚）数を計数し，ふ化率（総仔魚数 総卵数 ），

正常ふ化率（正常ふ化仔魚数 総卵数 ）を求め，

ウエルの平均値を算出した。

ふ化に及ぼす水温と塩分の影響

年 月 日（ 回目）と 月 日（ 回目）に，

自然産卵により得られた浮上卵を実験に供した。採卵

時の水温は， 月 日が ，日が であった。

水温 ， ， 及び の 段階，塩分 ，

， ， ， 及び の 段階の組み合わせ

による計 区を設定した。ふ化に使用した飼育水には，

砂ろ過海水を紫外線で殺菌したものを用いた。ふ化方

法等は試験 に準じて行った。収容時の受精卵の発生

段階は 回目が 細胞期で 回目が 細胞期

であった。正常発生率は， 回目が ％ 回目が

％であった。

結 果

ふ化適正水温の検討

水温別の平均ふ化率，平均正常ふ化率を図 に示し

た。

回のふ化実験で，ほぼ同様な結果が得られた。ふ

化が認められた水温範囲は で， と で

はふ化しなかった。

ふ化率，正常ふ化率が最も高かったのは の

範囲で，この範囲の平均はふ化率が ％，正

常ふ化率が ％であった。この結果から，本

種のふ化最適水温は と広い範囲にあることが

推測された。

ふ化に及ぼす水温と塩分の影響

試験の結果を図 ， に示した。

回の実験で水温 ，塩分濃度 の組み合わせ

の区を除いた実験区でふ化が認められた。産卵時の環

境と同じ 区では， の水温範囲で正常ふ化

ハマフエフキ 卵のふ化に及ぼす水温と塩分の影響¿

井手健太郎・手塚信弘・二階堂英城・武部孝行・升間主計
（奄美栽培漁業センター）



率が ％以上となり，試験 と同様な結果となった。

岩井・柏木 ）は，正常ふ化率 ％以上の塩分濃度をふ

化限界塩分と定義した。この定義に従うと本種のふ化

限界塩分域は，図 と から読み取ると，下限域で

は，いずれの水温でも約 ，上限域では水温

で ，その他の水温では 以上に存在すること

が推測された。

考 察

本研究でハマフエフキのふ化可能な水温は

でふ化適水温は と推定された。ふ化限界水温

について，岩井・柏木 ）が ％正常ふ化率をふ化限界

水温と定義してニシン ，アマゴ

，ニジマス，アユ

，マアジ ，イサキ，

マダイ ，イシガキダイ

，マダラ，ヒラメ，ムシガレイ属の ，

カレイ科の の 種類の魚卵のふ化限

界水温を示している。このうちふ化限界水温範囲の最

も広いのはアユの （温度範囲 ），最

も狭いのは の （温度範囲 ）

であった。また，シマアジ ）では産卵時塩分

で （温度範囲 ），同様にクロマグロ ）

で （温度範囲 ）の温度範囲におい

て ％以上の正常ふ化率が得られたことも報告されて

いる。ハマフエフキの場合， ％以上の正常ふ化率が

得られた水温範囲は （温度範囲 ）と，上

記の魚種の中で，中間的なグループに属していた。

ふ化最適水温は概ね産卵（受精）水温と一致すると

言われている ）。沖縄県石垣島において陸上施設で養

成した本種の産卵では，水温 前後に上昇した頃に

産卵が開始し，水温が に下降すると終了し，その

産卵期間中，水温上昇とは逆に産卵量は減少傾向にな

ったものの，最高水温が に達しても産卵が認めら

れている ）。また，当センターにおいて 年の産卵

では 台でも産卵が継続していた ）。

このことから，本種のふ化最適水温も産卵水温とほ

ぼ一致していることが示された。

海産魚では淡水魚に比べてふ化可能な塩分範囲が広

く，特に高塩分側での限界は高く，自然界で存在しな

い高塩分下でも正常にふ化することが知られてい

る ）。メダカ目の やアシロ科の

は塩分 ，ツノガレイ科の

，ニシン目の タ

ラ目の は塩分が ，カレイ目の

では塩分が でも健全にふ化した

と報告されている ）。また，シマアジ ）のふ化可能な

塩分範囲は ，シロギス ）で

で，高塩分側に広いふ化範囲を示している。ハマフエ

フキでも，低塩分側の限界が ，高塩分側の限界

が，本種の生息域（約 ）に存在しない 以

上と推定され，低塩分側に比べて，高塩分側に広いふ

化範囲を示す魚種であることがわかった。

外的環境要因は，それぞれが独自に作用するだけで



なく相互作用を示し，その最も顕著な事例が，水温と

塩分の相互作用であることが知られている ）。ハマフ

エフキのふ化最適塩分は，水温 で と最も

狭く で と最も広く で

の範囲にあり，水温により，ふ化最適塩分範囲が異な

ることが示された。この結果から，本種の卵は生息域

の亜熱帯から熱帯の環境でのふ化に適応していること

が示唆された。

以上の結果から，ハマフエフキは，産卵環境の範囲

内で，特に水温・塩分制御などの必要もなく高いふ化

率を得ることができる魚種であることが明らかとな

り，種苗生産における餌料用ふ化仔魚を供給する魚種

として適していることが示された。
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奄美栽培漁業センターでは，栽培漁業等による資源

の増大と安定化及び養殖用種苗の供給を目的として，

年からクロマグロ の種

苗生産に関する技術開発を行ってきた。この中で，ク

ロマグロに適した 料系列の開発は基礎となる重要な

ものであり，これまでに， 型ワムシ ，ふ化仔魚，

魚肉ミンチが適しており，特にふ化仔魚が必須である

こと ）を明らかにした。一方， 型ワムシ又はふ化仔

魚の摂 量からの摂取エネルギー量，およびクロマグ

ロ仔魚の酸素消費量からの基礎代謝量を調べてクロマ

グロ仔稚魚のエネルギー収支を推定し， 料の適正な

変更時期等を明らかにした ） 。

しかし，仔稚魚が消費するエネルギーの基質を明ら

かにし，栄養素の適正な含有量等を検討するためには，

上記のクロマグロ仔稚魚のエネルギー収支を成長ある

いは運動に消費されるエネルギー量等に分けて明らか

にする必要がある。

ここでは，クロマグロ仔稚魚 尾が含有するタンパ

ク質又は脂質の測定系を用いて得た，主要なエネル

ギー源である蛋白質と脂質の挙動と仔魚の成長過程に

ついて報告する。

材 料 と 方 法

年 月 日と 日に生簀網で飼育した 歳魚か

ら採卵した受精卵を，残留オキシダント濃度

を含む海水で 分間消毒し， のアルテ

ミアふ化槽でふ化させた。受精卵のふ化及び飼育試験

には残留オキシダント濃度 で 分間消毒した

オキシダント処理海水を用いた。

飼育試験には 水槽を用いた。飼育試験にはオキ

シダントで滅菌した後，活性炭でオキシダントを除去

した海水（オキシダント処理海水）を用いた。水槽に

オキシダント処理海水を 入れ，日齢 のふ化仔魚

をサイホンを用いて収容し，飼育を開始した。オキシ

ダント処理海水の注水量を 時間として，流水飼

育を行った。排水用ストレーナーの中に設置した水中

ポンプで吸引した飼育水を、直径 のホースを用

いて水槽底に設置した塩ビ製パイプ 本（約 間

隔で直径 の穴，水槽中央部で直交）から吐出

させ，水槽内に左回りで流速約 分の水流を

発生させた。通気は水槽中央に設置した 個のエアー

ストーンによって行った。

仔稚魚には，日齢 までは冷凍ナンノクロロプ

シス で栄養強化したワムシ

を 個体 になるように 日に

回，日齢 頃からはハマフエフキ

のふ化仔魚を 日に 回，日齢 頃か

らは冷凍イカナゴ の砕片を

分おきに給 した。日齢 までは冷蔵した濃

縮ナンノクロロプシス（マリンフレッシュ，メルシャ

ン製）を 万細胞 になるように 日に 回添加

した。

成長と体成分を調べるためのクロマグロ仔魚は，仔

魚が水槽内に一様に分散している早朝（夜明け前）の

と夜間（日没約 時間後）の に採取した。

仔魚を採取する前に仔魚の消化管を顕微鏡で観察して

消化管内に 料がないことを確認した。仔魚の採取は

直径 の塩化ビニール製のパイプを用いて行い，

回に 尾の仔魚を採取した。調査に充分な尾

数が得られなかった時には水流に乗って漂ってくる仔

魚をビーカーですくって採取した。調査は水槽内の全

ての仔魚がワムシの摂 を開始した飼育開始 日後

（この時の仔魚は日齢 と日齢 ）の から，夜間

に水面近くに集まり水槽内に一様に分布しなくなった

飼育開始 日後（この時の仔魚は日齢 と日齢 ）の

まで行った。採取した仔魚はすべて全長を測定

した後，その内の 尾ずつを体重（湿重量及び乾燥重

量），蛋白質及び脂質測定用とした。蛋白質と脂質測

定用の仔魚は 尾ずつガラス製遠沈管に入れて

クロマグロ仔魚の成長過程と成長に伴う体成分の変化

手塚信弘，升間主計，武部孝行，二階堂英城，井手健太郎
（奄美栽培漁業センター）
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で測定まで凍結保存した。

重量測定用の仔魚は 尾ずつ重量既知のアルミホイ

ルに包んだ後に精密電子上皿天秤（ ，メトラー

製）で重量を測り，アルミホイルの重量を除いて湿重

量とした。湿重量測定後のサンプルを で 時間乾

燥させた後に再度重量を測り，乾燥重量とした。全長

と体重の昼間と夜間の変化を調べるために以下の式か

ら成長速度（ 又は 時）を求めた。

成長速度 （（ある調査時の値）（前回の調査時の

値））（調査間隔，時間）

仔魚の水分量は湿重量から乾燥重量を差し引いて求

め，この値を仔魚の湿重量で除して水分含有率とした。

仔魚の蛋白質量は，仔魚を入れた遠沈管に 水酸

化カリウム溶液を 加えた後に の温水中

で溶解した。この液に四塩化炭素 を加え，

撹拌した後， の酒石酸カリウムナトリウム試薬（蒸

留水 に 水酸化カリウム ， 酒石酸カ

リウムナトリウム ， 硫酸銅 を添加する）

を加えた。これを 分間激しく振盪した後に， 分間

静置し，分光光度計（ ，日立製）を用いて波

長 で吸光度（ ）を測定した。

仔魚の脂質の抽出は，仔魚の入った遠沈管にメタ

ノール クロロフォルム混液（ ）を

加えた後に，冷蔵庫で一晩静置して行った。

これを の温水中で乾固させた後，硫酸 を加

えて溶解した。この溶解液を の沸騰水中で 分

間加熱した後，流水下で 分間冷却した。この液にリ

ン酸バニリン試薬（ リン酸 にバニリン を

溶かした） を加え， 分間静置した後に分光光

度計を用いて波長 で吸光度（ ）を測定した。

仔魚の蛋白質又は脂質を測定する際に，蛋白質の場

合は標準血清（液状コントロール血清ワコー ，和光

純薬製）を蒸留水で，脂質の場合はトリオレイン（和

光純薬製）をメタノール クロロフォルム混液で希釈

したものをスタンダートとしてサンプルと同時に測定

した（ ）。これらの値を用いて以下の式からサン

プルの蛋白質又は脂質の含有量（ ）を求めた。

サンプルの含有量（ ）（スタンダードの含有量）

蛋白質と脂質を測定した仔魚の体重（湿重量， ）

は重量測定用の仔魚から得られた全長と体重の関係式

を用いて算出した。この仔魚の体重で蛋白質量と脂質

量を除して含有率（ ）を求めた。

仔魚の水分，蛋白質および脂質の含有率が昼間（

）と夜間（ 翌日の ）でど

のように異なるか調べるために，以下の式から蓄積速

度（％ 時）を求めた。

蓄積速度 （（ある調査時の値）（前回の調査時の

値））（調査間隔，時間）

結 果 と 考 察

調査開始からの経過時間と仔魚の平均全長（ ）の

間には， と の値を含めて

（ ， ）で示される関係が，経過時間と

仔魚の体重（乾燥重量， ）の間には

（ ， ）で示される関係が見られた（図

， ）。飼育開始 日後の までの仔魚の全長

の成長速度は正の値を示したが，これ以降，昼間（

）は 時の，夜間（前日

の 翌日の ））は 時

の値を示した（図 ）。体重の成長速度は調査開始直

後から，昼間は正の，夜間は 日目の値を除いて負の

値を示した。試験期間中の全長の平均成長速度は昼間

で 時，夜間で 時，体重の平均

成長速度は昼間で 時，夜間で 時であった。

これらのことから，クロマグロ仔魚は指数関数的に

成長するが，その成長はほぼ昼間行われていると考え



られた。特に体重の夜間の平均成長速度がマイナスの

値となったことから，仔魚は昼間， 料から消化・吸

収した物質により成長するとともに，これを夜間に消

費していると考えられた。この消費された物質は夜間

に成長が見られていないことから，体を維持する基礎

代謝に消費されていることが推測された。

飼育されたクロマグロ仔魚の耳石の第一不透明帯

は，天然魚とほぼ同時期の受精後 日後に形成

され，この第一不透明帯の形成には仔魚が内部栄養か

ら外部栄養に変わることが関わっているとされてい

る ）。この第一不透明帯の形成時期は，仔魚の全長の

成長速度が初めて負の値を示した飼育開始 日後の

日後の までと一致している。飼育中の

仔魚の摂 は飼育開始 日後の 以降に開始され

るが，この時期の仔魚はまだ卵黄を吸収しつくしてい

ない。このため，摂 をしていない夜間の，飼育開始

日後の 日後の の間も，全長の成長

速度は正の値を示したと考えられ，卵黄の吸収が終了

した飼育開始 日後以降は，摂 しない夜間は成長せ

ず，これが不透明帯の形成につながると考えられた。

仔魚の全長と体重の関係では，湿重量との間に

（ ， ）の，乾燥重量と

の間に （ ， ）の高い正

の相関が見られた（図 ）。この式を蛋白質および脂

質の含有率を求めるための仔魚の体重の推定式とした。

仔魚の水分含有率は飼育経過に伴って高くなる傾向

が見られた。そして，同じ飼育日数で水分含有率を比

較すると， の値より の値の方でやや高

い傾向が見られた（図 ）。また， 時間当りの水分

の蓄積速度（絶対値）は夜間の方が昼間よりも速く，昼

間はマイナスの値が，夜間はプラスの値を示す日が多

かった（図 ）。



蛋白質の含有率は飼育開始 日までは高くなった

が， 日後からは飼育経過とともに低下した。同じ飼

育日数では の値よりも の値の方でやや高

い傾向が見られた（図 ）。 時間当りの蓄積速度は，

飼育開始 日後まで昼間はプラス，夜間はマイナスの

値を示したが， ， 日後は逆の傾向を示した（図 ）。

脂質の含有率は飼育後の経過日数に伴う顕著な変化

を示さなかったが，同じ飼育日数の調査時刻別では蛋

白質と同様に の値よりも の値の方でやや

高い傾向が見られた（図 ）。 時間当りの蓄積速度

も蛋白質と同様に夜間より昼間の方が速く，昼間はプ

ラス，夜間はマイナスの値を示す日が多かった（図 ）。

これまで，クロマグロ仔魚が摂取した蛋白質又は脂

質を何時，どのように消費しているか不明であった。

しかし，これらの結果から，クロマグロ仔魚は昼間，

摂 した 料由来の蛋白質と脂質を全長や体重の増加

の形で体内に蓄え，夜間，摂 していない時に体を維

持するための基礎代謝としてこれらを消費しているこ

とが示された。

通常，絶食下の魚類は体を維持するためエネルギー

源として，最初に炭水化物（グリコーゲン）を消費し，

これが不足すると脂質を消費し，体を構成する物質で

ある蛋白質は最後に利用すると言われている。本研究

の結果では，蛋白質含有率が成長に伴って減少し（図

），さらに，夜間の絶食下で消費されていることが

示された（図 ）。この原因として，摂 量が不足し

たため蛋白質が絶食時の基礎代謝のためのエネルギー

として消費されたと考えられた。このことは， 料中

の脂質が不足していることを示唆している。今後，

料中の脂質量と仔魚の蛋白質含有量の関係を明らかに

し， 料の適正な脂質含有量を検討する必要がある。

また，脂質の成長に伴う挙動を明らかにするために，

体構成成分であるリン脂質等とエネルギー源として蓄

積される中性脂質又は遊離脂肪酸等に分けて調べる必

要がある。
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増養殖対象種の病害の予防および防除技術の開発

天然キジハタからのベータノダウイルスの検出

森 広一郎，西岡豊弘，菅谷琢磨，有元 操
（上浦栽培漁業センター）

ウイルス性神経壊死症（

）は海産魚の種苗生産および育成過程で問題となっ

ており， 年に我が国のイシダイ（

）で初めて発生が報告された。それ以来，

国内ではシマアジ，ヒラメ，ハタ類等，海外では

に類似した疾病（ ，

あるいは など）がバラマンディー，ターボ

ット，ハリバット，スズキ，ハタ類等で報告されている。

国内外を合わせると発生魚種は 科 種となり，本病

は広範囲の魚種で世界的に大きな問題となっている（室

賀ら ， ）。この 原因ウイ

ルスは当初ノダウイルス科に分類されたが（

），現在ではベータノダウイルスに分類されている。

本病の感染経路については，シマアジの発生事例で

は，孵化直後に本病が発生し，親魚生殖腺から高率に

ウイルスが検出されることから，親魚からの垂直感染

が主要な感染経路であることが明らかにされており，

ウイルス検査陰性の親魚だけを産卵に用いることによ

り の発生率を著しく低下させることに成功してい

る（ ）。しかしな

がら，ヒラメやハタ類などでは，孵化直後に本病が発

生することは希で，稚魚期以降の中間育成過程で本病

が発生する事例が多いなど（ ），感

染経路については不明な点が多く残されている。

キジハタにおいても 年以降，種苗生産過程の仔

稚魚期に本病が発生し，大きな問題となっている

（ ）。キジハタの種苗生産では，漁獲さ

れた天然未成魚を数年間養成した成魚を親魚として用

いているが，親魚になるとウイルスが検出されるなど，

親魚からの垂直感染を示唆する疫学情報は得られてい

ない。本研究では，入手する天然キジハタが種苗生産

場の汚染源になる可能性について明らかにするため，

瀬戸内海をはじめとするいくつかの海域で漁獲された

天然魚を入手し，ベータノダウイルスの保有状況を調

査した。

材 料 と 方 法

検査サンプル

年 月 日から同 月 日の間に，瀬戸内海東

部，同中部（ と の カ所），同西部，若狭湾およ

び九州西岸の 海域で延べ縄あるいは刺網によって漁

獲されたキジハタ鮮魚（平均体重 範囲

）を合計 尾入手し， で保冷した状態で

時間以内に上浦栽培漁業センターに搬入した。搬入後

速やかに解剖し，眼球（網膜組織），脳，延髄，脊髄，

心臓，肝臓，脾臓，腎臓および生殖腺を検査サンプル

として採取した。その際に，入手魚に腹鰭切除または

鼻腔隔皮の欠損が有るものを放流魚と判断した。採取

したサンプルは，検査に供するまで で凍結保存

した。

によるウイルス検出

採取したサンプルに 倍量の （

）を加え磨砕し， のメン

ブレンフィルターで濾過後，磨砕濾液の一部から市販

の核酸抽出試薬（ ，ニッポンジーン社製）を

用いて の抽出を行った。得られた を適当

量のジエチルピロカーボネート処理した超純水

（ ）に溶解し，これを核酸試料とし以下の検査に

用いた。 は， （ ）の報告した

および森ら（ ）の報告した に

準じて行った。即ち， には 領域（

から を増幅）の増幅用プライマーとして

（ ）と （

）を，逆転写酵素に

（ ）を，

合成酵素に （ ）を用

いた。そして，サーマルサイクラー（

アプライドバイオシステムズ）によって，

逆転写反応（ ， 分間）を行った後，熱変性（ ，

秒間），アニーリング（ ， 秒間）および伸長

（ ， 秒間）の一連の 反応を サイクルで行

った。 には 領域に つのベータノダ

ウイルスの遺伝子型のうち 型に特異的なプライ

マーである （

）と （ ）

を用い，前述の の増幅産物の一部を核酸試

料とし，上述の 反応を サイクルで繰り返した。

および による増幅産物の解析



は，トリスホウ酸 緩衝液（

ホウ酸， ）で調製した

（ ）で電気泳動を行い，増

幅産物の有無およびその分子量を確認した。

培養細胞によるウイルス分離

前述の でウイルス遺伝子が検出されたサンプ

ルについて，培養細胞（ ）

によるウイルス分離を実施した。その際，前述の核酸

抽出に使用した磨砕濾液を検査サンプルとし， ウェ

ルのマイクロプレートを用い で 日間培養し，

（ ）法によりウイル

スの感染価を測定した。

分離ウイルス株の病原性試験

培養細胞で分離された瀬戸内海産天然魚由来の 株

（ 株），日本海産天然魚由来の 株（

株）の合計 株について，キジハタに対する病原性試

験を行った。分離ウイルスを 細胞で培養（

で 日間）し， 法によりウイルスの感染価

を測定後， で に調製し，キジ

ハタ（平均体重 範囲 ） 尾当り

を背部筋肉に接種した。対照として， を

背部筋肉に接種する区を設けるとともに， 年に

玉野栽培漁業センターの病魚から分離された病原株

（ 株）についても同様に接種する区を設けた。

各接種区とも 尾を供し，接種後 水槽に収容後，

水温 で 週間飼育し，死亡率を調査した。死

亡魚については， でウイルス検査を行った。

結 果

によるウイルス検出

検査したキジハタのうち瀬戸内海西部，若狭湾およ

び東シナ海で漁獲されたサンプルから， お

よび によりベータノダウイルスの遺伝子

が検出された（表 ）。 では， 型株専

用のプライマーで増幅産物が認められたことから，今

回検出されたウイルスの遺伝子型はすべて 型であ

ると判断された。 による検出率は，瀬戸

内海西部，若狭湾および東シナ海でそれぞれ ％，

％および ％で，調査海域全体では であ

った。また， による組織別のウイルス検

出率は，眼球，脳，延髄および脊髄で ％と

高く，これに比べ，心臓，肝臓，脾臓，腎臓あるいは

生殖腺からの検出率は と低かった。なお，

瀬戸内海中部 海域で漁獲されたキジハタは， 尾中

尾で腹鰭の切除が認められ放流魚と判断されたが，

いずれの個体からもウイルス遺伝子は検出されなかっ

た。

培養細胞によるウイルス分離

でウイルス遺伝子が確認された一部のサンプ

ル（眼球，脳および延髄）について 細胞により

ウイルス感染価を測定したところ，眼球で

，脳で

，延髄では，

であった。



分離ウイルス株の病原性試験

瀬戸内海産キジハタ天然魚由来の 株（ 株）

と日本海産天然魚由来の 株（ 株）の合計

株について，キジハタに対する病原性試験を行った

ところ，各試験区の累積死亡率は を接種した対

照区で であったのに対し， 株攻撃区で

， 株攻撃区および病魚分離株の

株攻撃区で となり，今回分離された天然

魚由来株においても病魚分離株と同程度あるいはそれ

以上の累積死亡率を示した（図 ，表 ）。なお，死

亡魚については で検査を行った結果，すべ

ての死亡魚からベータノダウイルスが検出された。

考 察

これまでに，本病の原因ウイルスであるベータノダ

ウイルスは，カナダの （

）の天然魚で検出例が報告されているが

（ ），我が国においてはベータノダウ

イルスが天然魚から検出された例はなく，本報のキジ

ハタでの検出例が初めてである。 の

事例ではベータノダウイルスの検出率は と報告

されているが，本報のキジハタでは と，それに

比べると著しく高い値となった。今回分離されたベー

タノダウイルス株のキジハタに対する病原性は，病魚

分離株と同程度の病原性を有していることが明らかに

なった。また今回調査したキジハタは，延縄などで漁

獲された健常魚ではあったが，個体によっては

の高濃度のウイルスが組織から分離され

た。この様な個体は，単にウイルスに感染した後に持

続感染状態となり，体内に微量のウイルスを保有して

いるのではなく，少なくとも漁獲された時点では病的

な状態に近い個体であると考えるのが妥当と思われ

る。これらの結果を考え合わせると，本ウイルスがキ

ジハタ天然魚に少なからぬ影響を与えているというこ

とが示唆される。

キジハタの種苗生産には親魚候補群として天然魚が

用いられているが，今回の調査でキジハタ天然魚が高

率にウイルスを保有していることが確認され，種苗生

産場では未成魚あるいは成魚の導入による水平感染お

よび垂直感染が重要な感染経路となり得ることが強く

示唆された。よって，今後親魚候補群の導入に当って



は検査を行うなど慎重に対処する必要があり，導入し

た後の親魚候補群からの防除対策を徹底する必要があ

ると考えられる。
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マハタは，東京，新潟以南の南日本からインド洋ま

で広く分布し，日本のハタ科魚類の中では大型の種類

である ）。その味は美味で値段は 当り

円前後で取引きされる高級魚である。特にマハ

タは同属のクエに比べ，人工飼育下での成長が早く，

近年，養殖対象種として注目されている。しかし，そ

の種苗の多くは韓国等の外国から輸入される天然稚魚

であることから，安定的に種苗を確保できず計画的な

養殖に支障を来している。このため関連業界は大量の

種苗を人工的に生産する技術開発を望んでいる。

本種の種苗生産に関する研究は，愛媛県，長崎県，

大分県，三重県，民間企業等により行われているが，

安定的に 万尾以上の種苗を生産する技術段階には達

していない ）。大量に種苗が生産できない要因には，

日齢 までの急激な大量死亡（いわゆる初期減耗）が

あり，飼育初期の生残率を向上させる飼育技術の構築

が必要である。初期減耗の要因には，ふ化仔魚の活力

不足，仔魚に給 する 料の不適合，不適切な飼育環

境およびウイルス性神経壊死症（

以下 ））の発生が考えられている。初期減耗

を防ぐために，マハタ仔魚の活力判定法では，無給

生残指数（ 以下 ）の利用，

小型ワムシを給 することによる生残率の向上，飼育

水温 による飼育，人工光による昼夜連続の照明，

飼育水へのフィードオイル添加が，有効であることが

報告されている ）。一方， 防除対策では， 法

を用いたウイルス遺伝子の検出結果に基づく親魚の選

別，残留オキシダントを含む海水（以下，オキシダン

ト海水）による受精卵消毒および残留オキシダントで

消毒後，活性炭によりオキシダントを除去した海水（以

下，オゾン処理海水）による仔魚の飼育が有効である

と報告されている ）。しかし，このような対策を行い種

苗の生産を行った場合も，日齢 以降に表層付近に仔

魚が蝟集することにより死亡し，稚魚までの生残率は

低い。そこで上浦栽培漁業センターにおける技術開発

では，飼育初期の生残率を向上させることを目的とし

て，通気量の調節により生じた水流がマハタ仔魚の浮

上死亡および日齢 以降の蝟集の解消に与える影響，

および 防除対策の有効性について量産規模での飼

育試験を行った。

材 料 と 方 法

親魚のウイルス検査および受精卵の確保

大分県海洋水産研究センターの海面生け簀で養成し

たマハタ親魚 尾（天然魚，平均体重 ，雄 尾，

雌 尾）を平成 年 月に 陸上水槽に収容し，

ろ過海水を飼育水に使用し，養殖用配合飼料（ 号

丸紅飼料株式会社製）を与え養成した。親魚のウイル

ス感染状況を把握するため 検査によりウイルス

遺伝子を検出した。検査には，滅菌したカニューレに

より親魚から採取した精液，卵巣卵および受精卵を用

い， （日本ジーン社製）により を抽出

し， 法 ）によりウイルス遺伝子を検出し

た。排卵および放精誘導には，胎盤性生殖腺刺激ホル

モン（ ）を の割合で親魚背筋肉中に注

射し， 時間後に人工授精によって受精卵を得た。人

工授精には， 法によりウイルス遺伝子が

検出されなかった親魚を用いた。受精卵は充分量のオ

ゾン処理海水で洗浄した後，オキシダント海水

（ ）で 分間の消毒を行い，八角形 コンク

リート水槽 面に収容した。

飼育試験

大型のハタ類であるスジアラおよびクエで大量生産

に成功している種苗生産方法 ）に準じて種苗生産試

験を実施した。つまり飼育水にはオゾン処理海水を用

い，飼育水の水質を安定させるため，ふ化直後から飼

育水槽内へ毎日 の多孔質剤（フィッシュグ

リーン グリーンカルチャ社製）を散布した。日齢

日齢 までは止水飼育とし，日齢 から換水を開

始し，換水率は とした。その後，換水率を徐々に

増加し，日齢 では ，日齢 以降では に調整

した。 料には，日齢 では 型ワムシのタイ国

産株（以下，タイ産ワムシ），日齢 では 型ワ

ムシ，日齢 では 型ワムシ， ではアル

テミア幼生，日齢 以降では市販の海産仔稚魚用配合

飼料を用いた（図 ）。ワムシ類では市販の栄養強化

剤（スーパー生クロレラ クロレラ工業株式会社

製）を用い 時間の栄養強化を行い，アルテミア幼生

では，別の栄養強化剤（バイオクロミス クロレラ工

業株式会社製）を用い 時間の栄養強化を行った。給

マハタの親魚養成におけるＮＮＶ抑制技術と健苗生産技術開発

照屋和久
（上浦栽培漁業センター）



したワムシが飢餓状態になるのを防止するために淡

水産クロレラ（スーパー生クロレラ クロレラ工

業株式会社製） を毎日飼育水中へ添加した。

通気には，エアーストーンとエアーブロックを用い，

日齢 までは飼育水槽中央部の一カ所に設置したエ

アーストーンから，日齢 以降は，エアーストーンに

加え水槽底の隅の カ所に配置したエアーブロックを

用いた。通気量は，エアーストーンでは 分，エ

アーブロックでは 分に調整した（図 ，

）。水温は，ふ化までは に設定し，ふ化後に

日ずつ加温し，日齢 以降は を維持した。

照度は，晴天時を除き水銀灯（ 灯）を点灯

し，水面上の照度が 以上になるよう調整した。

種苗生産過程における飼育魚のウイルス遺伝子の検出

法は，親魚の生殖腺からの検出と同様に 法，

法で行い，検査時期は仔魚期，稚魚期お

よび取り揚げ時とした。

結 果 と 考 察

親魚のウイルス検査および受精卵の確保

親魚 尾の生殖腺を採取し 法によりウ

イルス遺伝子の検出を行った結果，ウイルス遺伝子が

検出された個体はなかった。人工授精には，雄 尾お

よび雌 尾を使用し， 万粒の受精卵を得た。受精卵

はオキシダント海水により 分間の消毒を行い，ふ化

率は ％であった。マハタ受精卵を のオキ

シダント海水を用いて 分間消毒することで，卵の状

態などにより，ふ化率に差が認められることが報告さ

れている ）。今回の卵消毒では，オキシダント濃度が

よりも低い を使用し，また，消毒時

間も 分間であったことから，卵消毒がふ化率に大き

く影響することはないと考えられた。

マハタの種苗生産過程における の感染経路と

して，親魚からの垂直感染が推定されている ）。また，

シマアジでは産卵期に産卵を繰り返すことにより親魚

体内でウイルスが増殖することが報告されており ），

マハタ親魚においても，採卵時のハンドリングなどの

ストレスにより親魚体内のウイルス量が増加すること

が考えられている。しかし，本試験に使用した養成親

魚においては，精子，卵巣卵および受精卵からウイル

ス遺伝子が検出されなかったことから，養成親魚体内

でウイルスが増殖したとは考えられなかった。このこ

とは，ろ過海水を使用してマハタ親魚を陸上水槽にお

いて養成することにより，親魚からのウイルスが垂直

感染する可能性を低減できると推察された。さらに継

続して親魚におけるウイルス検査を行い，親魚体内に



おけるウイルスの消長を観察する必要がある。本年度，

養成した雌親魚 尾のうち，採卵が可能であった親魚

は 尾のみであった。今後は，親魚体内においてウイ

ルスが増殖しないような養成方法とともに，成熟が順

調に進行する養成方法の検討が必要と考えられた。

飼育試験

ふ化仔魚 万尾を収容し， 日間の飼育で平均全長

の種苗 万尾を取り揚げた。生残率は ％

であった（表 ）。ハタ類の種苗生産における初期減

耗の要因として，いわゆる浮上死亡がある。これは遊

泳能力が微弱な時期の仔魚が水流により水面近くに移

動したときに，表面張力により水面に引きつけられ仔

魚が粘液を放出し移動できなくなるために死亡すると

いわれている ）。この対策としてスジアラの種苗生産

では水槽中央部の一カ所からエアーストーンにより通

気を極微量（ 分）に調整することが有効とされ

ている ）。今回の飼育試験においても，同様の飼育方

法を行うことにより浮上死亡は観察されなかった。こ

のことから，水槽中央部の カ所から微量に通気する

ことにより，浮上死亡を防止できることが本種の種苗

生産においても確認された。これは通気量を微量にす

ることにより，水面に比重の軽い有機物等が集まりい

わゆる油膜が形成され，表面張力が低下し，仔魚が水

面に引きつけられなくなるためと考えられる。

魚類の仔魚では，発育に伴い比重が増加し，飼育水

槽の底へ仔魚が沈降することが報告されている ）。

マハタの飼育においても日齢 に同様の現象が観察さ

れた。水底に沈降した仔魚は死亡する可能性が高く，

初期減耗の要因とされているため，今後，マハタ仔魚

の沈降を防ぐ手法の検討が必要である。

日齢 頃には仔魚の遊泳力が増加し，水槽壁の表層

付近で高密度に蝟集し，個体間の接触や外的な刺激に

対して過敏に反応し，水面付近を跳ねる様に遊泳する

行動が頻繁に観察された。このような行動により仔魚

同士が接触し魚体に損傷を与えることが考えられた。

そこで仔魚の蝟集を解消するためにエアーブロックに

よる通気も併用したところ，仔魚の蝟集は分散した（図

）。

同様に日齢 頃には，水槽中央部に仔魚の蝟集が観

察されたことから，エアーブロックの通気量を

分 本に増加し，蝟集を解消した。日齢 頃には，水

槽壁面に沿って群れを形成し遊泳した。この時期から

背鰭の表皮が糜爛し，死亡する個体が観察された。こ

の原因として仔魚がエアーブロックの通気によりでき

た水流で，水槽壁面へ接触し傷害を受けることが考え

られた。そこで日齢 以降はエアーブロックによる通

気を中止した。その結果，傷害による遊泳不良個体お

よび死亡尾数は減少した。

マハタの種苗生産飼育期間中および取り揚げ時の仔

稚魚について，ウイルス遺伝子の検出を行ったが，い

ずれの検体からもウイルス遺伝子は検出されず

の発生はなかった。

今回の種苗生産において，三重県で実施されている

マハタの 防除対策と同様な対策を実施した。そ

の結果，生産過程において は発生せず，その有

効性が再確認された。

マハタの種苗生産はこれまで，長崎県，愛媛県，三

重県および大分県で行われているが ），全長 以

上までの飼育で，生残率が ％を超える事例は報告さ

れておらず，さらに， の発生も認められていな

いことから，今回のマハタの種苗生産方法は，最も高

度な技術段階といえる。このように他の機関と比較し

て高い生残率で稚魚が生産できたのは，親魚における

防除対策の実施のみならず，種苗生産過程にお

いて，初期の浮上死亡を低減できたこと，日齢 以降

に形成される蝟集を解消できたことによると考えられ

る。今後は飼育事例を増やし，水温，照度，換水，飼

育水の流動など詳細な飼育環境条件を把握し，安定し

た種苗生産技術を構築する必要がある。
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天然ヒラメに寄生するネオヘテロボツリウムの感染状況把握調査

菅谷琢磨，西岡豊弘，森 広一郎，有元 操
（上浦栽培漁業センター）

ヒラメのネオヘテロボツリウム症は，発生当初に貧

血症状を主徴とすることからヒラメ貧血症と仮称され

た（三輪ら ）。その原因虫であるネオヘテロボツ

リウム は，ヒラメに特異的に

寄生する吸血性単生虫である（

虫明ら ）。その未成熟虫は，

まずヒラメの鰓弁に寄生し，鰓弓或いは鰓耙へと移動

しながら成長する。さらに，成虫になると口腔内へと

移動し，口腔壁に把握器で寄生して産卵を行う

（ ）。寄生されたヒラメは顕著な貧

血症状を示し，主な病徴として鰓及び肝臓の褪色，心

臓の肥大，造血組織における病理組織学的変化及び血

液性状の異常が知られている（三輪ら，

）。このため，本種の寄生がヒ

ラメの環境順応力を低下させる可能性が考えられる。

また，本虫はこれまでに韓国及び日本において分布

が確認されている。日本では， 年に西部日本海沿

岸の天然ヒラメにおいて初めて報告され， 年には

太平洋沿岸においても認められるようになった。現在

では，北海道を除く全ての海域で分布が確認されてい

る（ 三輪ら， 竹内ら，

虫明ら， ）。

このような中で， （ ）は，鳥取

県沿岸における本虫の寄生率及び寄生虫数の上昇と同

海域における 歳魚の減耗との関連性を報告し，本虫

の寄生によってこの年級群が減耗している可能性を示

唆している。これらのことから，近年，本虫の寄生が

ヒラメの天然資源を減少させていることが危惧される

ようになった。しかし，天然海域における本虫の動態

は未だ十分には把握されておらず，さらに知見を蓄積

する必要があると考えられる。

以上のことから，本研究においては，日本沿岸の天

然ヒラメにおける の寄生率及び寄生虫数を

調査し，その動態を把握することを目的とした。

材 料 と 方 法

材料として， 年から 年まで宮古湾，若狭湾，

駿河・相模湾及び備後灘において入手した天然ヒラメ

の活魚 尾を用いた（図 表 ）。

調査では，入手した各個体のそれぞれについて

成虫及び未成熟虫の寄生数を計数した。成

虫は肉眼により確認し，ピンセットで取り出して計数

した。また，未成熟虫の計数は （ ）

に準じ，各個体から切り出した鰓弁をエタノール固定

した後，スターラーを用いて撹拌して未成熟虫を分離

して行った。解析は，各サンプルにおける寄生率（寄

生個体数 検査尾数）および寄生虫数の平均値を算出

し，海域別，入手年別および入手月別に平均値を算出

して行った。海域別，入手年別および入手月別の平均

値の比較は分散分析および多重比較によって行った。

計算は，統計処理ソフトの （ 社製）を用い

て行った。また，調査海域の水温として，宮古，宮津，

南伊豆および伯方島の各栽培漁業センターの地先の水

温データを用い，それらと寄生率および寄生虫数との

関連性についてピアソンの相関係数を用いて検討した。

結 果

各サンプルにおける成虫の寄生数を測定した結果，

調査した 個体のうち，個体において成虫の寄生が

見られた。

成虫の寄生率

年から 年を通して算出した海域毎の寄生率

の平均値を比較した結果，海域間に有意差がみられた

（図 ， 分散分析 ）。さらに，多重比較に

おいて，備後灘の寄生率が低いことが示された（

）。



次に， 年から 年を通して算出した入手年毎

の寄生率の平均値を比較した結果，有意差は見られな

かった（分散分析 ）。また，入手した月毎に

ついて同様に比較した結果，有意差は見られなかった

（分散分析 ）。さらに，各海域における水温

と寄生率とに相関は見られなかった（ピアソンの相関

係数 ）。

成虫の寄生虫数

年から 年を通して算出した海域毎の寄生虫

数の平均値を比較した結果，海域間に有意差は見られ

なかった（分散分析 ）。次に， 年

を通して算出した入手年毎の寄生虫数の平均値を比較

した結果，有意差は見られなかった（分散分析

）。また，入手した月毎について同様に比較した

結果，有意差は見られなかった（分散分析 ）。

しかし，各海域における水温と寄生虫数とに相関が見

られた（図 ，ピアソンの相関係数 ）。そ

こで，海域毎に解析した結果，宮古湾においてのみ相

関が見られた（図 ， ピアソンの相関係数

）。

考 察

天然海域におけるネオヘテロボツリウムにおいて

は，これまで，冬季に寄生率および寄生数が高くなる

傾向が示唆されている（ 虫明ら，

）。本調査においても，冬季に寄生率および寄生

虫数が高くなる傾向があり，宮古湾においては海水温

の低下と寄生虫数の増加との間に有意な相関が見ら

れ，これまでの報告が支持された。しかし，月別の値

に有意な違いは見られず，季節の違いのみでは寄生状

況の動態を説明することはできないと考えられた。

また，海域毎の比較においては，備後灘において寄

生率が有意に低くなっており，この海域がネオヘテロボツ

リウムの汚染の少ない海域であることが示唆された。



また，宮古では比較的寄生率が高くなっていた。こ

のため，今後，この 海域を詳細に比較する事により，

ネオヘテロボツリウムの動態に関わる要因を把握する

ことができると考えられる。
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ハタ科魚類の種苗生産過程におけるウイルス性神経

壊死症（ ）の発生は，日本のみならず東南アジアの

各国においても大きな問題となっている。しかし そ

の感染動態についてはこれまで十分な知見は蓄積され

ていない。そのため 本研究では 年度に五島栽

培漁業センターのクエ種苗において発生した につ

いて，発生後の原因ウイルス（以下 ）の感染状

況を調査したので報告する。

材 料 と 方 法

材料として 年度に五島栽培漁業センターで生

産された日齢 ， ， ， ， ， ， およ

び のクエ種苗 尾を用いた（表 ）。種苗における

の有無は， 法， 法および

培養細胞での分離によって決定した。 法お

よび 法には （ニッポンジーン社

製）によってサンプルの各個体から抽出した全

を用いた。増幅サイクル数は では

では とした。増幅産物の有無は アガ

ロースゲル電気泳動により確認した。

培養細胞でのウイルス分離には 細胞を用いた。

接種液には サンプルの各個体を 倍量の

で磨砕し フィルターでろ過した遠心分離上清を

用いた。細胞は で 日間培養して ％感染終末点

（ ）を求め の方法によりウイ

ルス力価を算定した。また 調査においては これら

と同時に種苗の日間死亡率を測定した。

結 果 と 考 察

クエの種苗における の有無を検討した結果

法における検出率は日齢 までは であ

ったが日齢 では となった（図 ）。しかし

日齢 では に低下した。一方 法で

は日齢 から検出率が上昇し始め 日齢 に と

なった。その後 検出率は調査終了の日齢 までほ

ぼ ％であった。細胞培養による の分離では

日齢 から が上昇し始め 日齢 で

と最も高くなった。しかし はその

後急激に低下し 日齢 以降 は分離されなか

った。

一方 日間死亡率は日齢 から上昇し始め 日齢

まで高く維持された（日間死亡率 ％ 死亡

尾数 尾）（図 ）。また 日齢 ま

での累積死亡数は 尾に達した。

国内におけるキジハタの種苗生産やマハタ養殖 お

よび台湾における においては 多くの場合 海

水温 の高水温期に死亡率が上昇し を下

回る秋期に低下することが知られている。このため

飼育水温の低下は魚体におけるウイルス量の減少ある

いは病原性の低下を導くと考えられている。本調査に

おいても の検出率及び日間死亡率の推移と水

温の推移とが同調する傾向が見られ これまでの報告

が支持された。また 本調査においては を発

症したクエ稚魚は少なくとも 年間近くウイルス遺伝

クエのウイルス性神経壊死症発病時におけるウイルスの感染状況

佐藤 純，本藤 靖，高橋 誠，虫明敬一
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子を保有していることが明らかとなった。しかし こ

のことは 必ずしも感染性を有するウイルスの存在を

証明しているわけではないため 今後 感染性のウイ

ルス粒子の宿主内での動態に関するさらに詳細な調査

が必要である。



クロマグロ は沿岸から公

海を含め広く世界に分布する高度回遊魚であり，大型

で肉質が美味であることから高価格で世界的に商取引

され，国際的に重要な漁業資源となっている。しかし，

クロマグロの漁業資源は減少傾向にあり，世界各地で

クロマグロを対象とした漁業を行い，最大の消費国で

もある日本では栽培漁業等による資源の増大と安定化

が強く望まれている。一方，近年養殖が国際的に行わ

れているが，天然資源における当歳魚の加入量は非常

に変動が激しく，過剰な当歳魚の漁獲が資源へ影響す

ることが懸念されており，種苗生産による養殖用種苗

の供給が重要な課題となっている。

奄美栽培漁業センターでは， 年からクロマグロ

仔稚魚の飼育技術開発に取り組んできた。しかし，

年から飼育試験中のウイルス性神経壊死症（ ）が

原因と思われる仔魚の大量死亡が発生し， 年には

飼育例中 例で， 年は 飼育例中，日齢 までに

飼育を中止した 例を除くすべての飼育例で が発

生したため， 防除技術の開発が緊急かつ重要な課

題となった。

年に飼育水として，それまで用いていた紫外線

で滅菌した海水（紫外線処理海水）に変えて，オキシ

ダントで滅菌後残留オキシダントを活性炭で除去した

海水（オキシダント処理海水）を用いた 飼育例で

による大量死亡が認められず， の発生が見

られなかった。 年においても同様に紫外線処理海

水とオキシダント処理海水を用いて飼育を行い，オキ

シダント処理海水を用いた飼育例でのみ， の発生

は認められず，種苗を沖出しすることができた。

本報告では， 年間に渡って実施した紫外線処理海

水とオキシダント処理海水を用いたクロマグロ仔稚魚

の飼育結果から，種苗生産へのオキシダント処理海水

の利用による 防除効果について検討した。

材 料 と 方 法

年の飼育試験には，生簀網および仕切網で飼育

した 歳および 歳の親魚から採卵した受精卵を，

年は生簀網で飼育した 歳の親魚から採卵した受

精卵を用いた。 年における受精卵の消毒は有効ヨ

ウ素濃度 ヨウ素剤（イソジン液，帝国臓

器製薬製）中で 分間，または海水電解法による

オキシダント発生装置（試作品，荏原実業製）を用い

て調製した残留オキシダント濃度 を含

む海水（オキシダント海水）中で 分間の消毒を

行った。平成 年度は残留オキシダント濃度

のオキシダント海水で 分間の消毒を行っ

た。消毒後の卵は のアルテミアふ化槽に収

容してふ化させた（表 ）。受精卵のふ化及び飼育試験

には紫外線殺菌装置（フロンライザー ，千代田工

販製）を用いて の紫外線強度で消毒

した紫外線処理海水，または残留オキシダント濃度

で 分間消毒したオキシダント処理海水を用

いた。オキシダント濃度の測定は トリジン法 ）によ

り行った。

飼育試験には 水槽を用いた。水槽に紫外線処理

海水またはオキシダント処理海水を 入れ，サイホ

ンを用いて日齢 のふ化仔魚を収容し，飼育を開始し

た。飼育開始後，注水量は紫外線殺菌海水で

時間，オキシダント殺菌海水では 時間に調整し，

流水飼育を行った。 年に行った 例のうちの 例

および 年の 例すべてで，排水用ストレーナーの

中に設置した水中ポンプで吸引した飼育水を、直径

のホースを用いて水槽底に設置した塩ビ製パイ

プ 本（約 間隔で直径 の穴，水槽中央

部で直交）から吐出させ，水槽内に左回りで流速約

分の水流を発生させ，さらに，水槽中央に設

置した 個のエアーストーンから通気し飼育を行っ

た。この他の飼育では水槽全体に配置した 個の

エアーストーンから，または， カ所の水槽の角に設

置したエアーブロックから通気して飼育を行った。

仔稚魚には，日齢 までは冷凍ナンノクロロプ

シス で栄養強化したワムシ

を 個体 になるように 日に

回，日齢 頃からはハマフエフキ

のふ化仔魚を 日に 回，日齢 頃から冷

凍イカナゴ の砕片を 分

毎に給 した。日齢 までは冷蔵した濃縮ナンノ

クロロプシス（マリンフレッシュ，メルシャン製）を

万細胞 になるように 日に 回添加した。

飼育水温は ， 頃の水面照度は

， は の範囲にあった。紫外線処

手塚信弘，升間主計，武部孝行，二階堂英城，井手健太郎
（奄美栽培漁業センター）

クロマグロ種苗生産におけるオキシダント処理海水の
ウイルス性神経壊死症（ＶＮＮ）への防除効果



理海水を使用した飼育例では注水量を増すことによっ

て，オキシダント処理海水を使用した飼育例では酸素

を直接通気することによって，溶存酸素の飽和度を

以上に維持した。

飼育試験中の仔稚魚を 日毎に約 尾採取し，

で冷凍保存した。これらのサンプルを上浦栽培

漁業センターまたは広島大学で または

法により ウイルス遺伝子の有無を

検査した。

結 果 と 考 察

種苗を沖出しまたは二次飼育まで飼育することがで

きた飼育例を成功例とし，飼育水の殺菌方法の違いに

よる成功例数等を表 に示した。紫外線処理海水を用

いた飼育試験を 年に 例， 年に 例の計 例

行ったが，成功例はなかった。一方，オキシダント処

理海水を使用した飼育例では 年度に 例， 年

に 例の計 例を行い，すべての飼育例で種苗を生産

し，成功率は であった。また， 例の成功例中，

年の 例では種苗取り揚げ時の生残率が およ

び とこれまでの飼育試験の中でも最も高かった。

これらの飼育試験から採取した仔稚魚の 検査

結果を表 に示した。 法による検査では

すべての飼育例で 陽性となった。 年のオキ

シダント処理海水を用いた 例と紫外線処理海水を用

いた 例の生残率の変化を図 に示した。紫外線処理

海水を用いた 例では日齢 と に仔魚が旋回遊泳ま

たは衰弱する等の典型的な の症状が観察され，

その後大量死亡により，生残率が急激に低下した。オ

キシダント処理海水を用いた 例ではこのような症状

を呈する仔魚および大量死亡は観察されなかった。

年の飼育例中， 法で初めて 陽性

の仔魚が出現した日齢を図 に示した。飼育試験の開

始時期が遅くなるに従って，紫外線処理海水を使用し

た飼育試験では 法で 陽性となる日齢が

早くなる傾向が見られた。一方，最も遅い時期での飼

育となったオキシダント処理海水による飼育試験で

は，同時期の紫外線処理海水による飼育試験よりも

日遅れて陽性となった。

オキシダントで滅菌した海水を飼育水に使用したマ

ツカワ ）およびマハタ ）の飼育試験で， 防除効

果が報告されている。また，有元（ ）はオキシダ

ント処理海水および紫外線処理海水を用いたシマアジ

の飼育試験を行い，紫外線処理海水を用いた例では飼

育水槽内で感染魚から健康魚への感染が連続的に起こ

って全滅に至り，オキシダント処理海水を用いた例で

は感染魚から健康魚への感染が起こりにくい状況にあ



ったと推定し，飼育水中でのウイルスの活性維持およ

び仔稚魚へのウイルスの吸着が抑制された可能性があ

ると考察している。

年と 年の飼育に用いた海水の残留オキシダ

ント濃度はオキシダント処理海水で平均

（ ），紫外線処理海水で平均



（ ）であった。同時に

測定した当場地先の海水の残留オキシダント濃度はほ

とんど に近く，検出限界以下であった。

年と 年の飼育結果から，飼育水にオキシダ

ント処理海水を使用することで， ウイルスへの

感染を抑制し， による仔稚魚の大量死亡を防止

できる可能性が示唆された。しかし， 年では

法で 陽性とならなかったものの，

年にはオキシダント処理海水を用いても陽性となり，

防除効果は安定していない。オキシダント処理海水中

の残留オキシダントが の防除に効果があるかは

今後の課題であるが，現在のオキシダント発生装置の

能力で得られるオキシダント処理海水は， 時間

と少ないことが防除効果が安定しない理由の一つと考

えられる。今後，オキシダント発生装置の処理能力を

高め，オキシダント処理海水の注水量を増し，さらに

卵消毒方法の改善等を組み合わせた 防除方法の

検討が必要である。
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ウイルス性神経壊死症（ ）は様々な海産魚類

において発症事例が報告されており，特に種苗生産現

場において多大な被害をもたらす重大な疾病である。

その感染経路も親魚からの垂直感染， 料または周辺

海域の環境水および生息魚類からの水平感染などが考

えられている ）。これらの感染経路を遮断し，種苗

生産現場において の発生を防止するための防疫

体制の構築は重要な問題である。

近年，この の垂直感染防止にオゾン処理海水

による魚卵の消毒が有望視されており，この面からの

オゾン利用の研究が始まっている ）。奄美栽培漁業セ

ンターでは，昨年度より 防除対策の一環として，

オキシダント海水でクロマグロ受精卵の消毒を実施し

ている。しかし，受精卵消毒によって未消毒のものよ

り，ふ化率の低下，未ふ化卵および死卵が増加する傾

向が認められた。特に未ふ化卵については，残留オキ

シダントの濃度が高まるごとに，その出現頻度も高く

なる結果となり，シロギス ），ヒラメ ），シマアジ ），

マツカワ ），マハタ ）などにも同様な結果が得られて

いる。これは残留オキシダントの作用による卵膜の変

性，卵膜の膨張過程の欠如と推察されている ）。

そこで本試験はオキシダント海水で消毒したクロマ

グロの受精卵を効率良くふ化させるため，ふ化水槽内

における管理手法について，特にふ化水槽内の海水を

撹拌するに当っての注水方法について検討を行ったの

で報告する。

材 料 と 方 法

年 月 日から 月 日の間に， 生簀網

内で養成しているクロマグロ 歳魚から自然産卵によ

って得られた卵を試験に供した。卵の発生時期を胚体

形成期として試験を行った。卵消毒は海水電解装置（株

式会社 荏原製作所製）によって得た残留オキシダン

ト濃度約 の海水 を満たした水槽で 分

間浸漬して消毒した後， ふ化水槽に収容してふ

化させた。ふ化には 殺菌海水（株式会社 荏原製

作所製）を使用し，注水量を 回転 日に調整した。

さらに，比較として 殺菌海水約 を満たした

穴マルチウェルプレート（以下， 穴ウェル）の各穴

に約 粒ずつ卵を収容して， に設定した温度

勾配恒温器（ 型）内でロータリー・

スピードを約 分に設定したマイクロプレートシ

ェーカー（ 製

）を用いて振盪させながらふ化さ

せ，また実験室内（ ）においても同じ設定の

マイクロプレートシェーカーを用いてふ化させた。

ふ化水槽での総ふ化率および正常ふ化率は，

容量法によって推定し， 穴マルチウェルプレートで

は実体顕微鏡下で計数し， 穴の平均値を求めた。対

照区として消毒処理しない区を設けるべきであるが，

防疫的問題から未消毒卵のふ化は 穴マルチウェルプ

レートでのみ行った。各試験は 回ずつ実施した。

また，残留オキシダント濃度の測定は トリジン

法で行った ）。

試験

従来，当栽培漁業センターでは注水口径 の塩ビ

パイプによる カ所（以降，従来区）からの注水によっ

て ふ化水槽においてふ化管理を行っていた（図

）。本試験では注水方法の違いがふ化に及ぼす影響

を調べるため，注水方向を下方向 カ所（以降，下方

カ所区）と上方向 カ所（以降，上方 カ所区）と

し，従来区との比較を行った（図 および図 ）。

試験は 月 日と 日に採卵された卵を用いて行っ

た（表 ）。

試験

本試験では， ふ化水槽での注水方法と注水箇

所数の違いがふ化に及ぼす影響について調べるため，

区は注水口径を に細め吐出力を増加させ，注水

箇所を カ所とし（以降，強吐出 カ所区）， 区は

の吐出口を カ所に増やした区（以降， カ所区）

とし，従来区との比較を行った（図 ）。注水方向は

下方向とした。

試験は 月 ， 日に採卵された卵を用いて行った

（表 ）。

結 果

試験

表 に結果を示した。 月 日の卵をふ化させた結

果では， 区間において総ふ化率，正常ふ化率ともに

大きな差は見られなかった。 月 日の結果では，従

武部孝行，升間主計，手塚信弘，二階堂英城，井手健太郎
（奄美栽培漁業センター）

オキシダント海水で消毒したクロマグロ受精卵のふ化管理手法





来区で総ふ化率，正常ふ化率ともに高く，他の 区は

ほぼ同じ値を示した。ふ化水槽内の卵の撹拌状況の観

察では，上方，下方 カ所注水の 区は従来区と比べ

て，ふ化水槽内の卵の垂直方向の撹拌が少なかった。

穴ウェルでのふ化結果と各試験区を比べると，

月 日では 穴ウェルで総ふ化率，正常ふ化率ともに

高い値を示したが， 月 日では消毒後の総ふ化率で

高かったが，その他ではほぼ同じ値を示した。

穴ウェルでの消毒前後のふ化結果を比べると，

月 日で消毒後の方が消毒前に比べて，総ふ化率にお

いて大きな差が見られたが，その他の値ではほぼ同じ

であった。このことから，残留オキシダントによるふ

化への影響はなかったものと推測された。

各試験区， 穴ウェルの総ふ化率，正常ふ化率にお

いて 月 日と 月 日で大きな差が見られたが，こ

れは得られた卵の質によるものと思われる。

試験

表 に結果を示した。 月 ， 日の卵をふ化させ

た結果では，ともに強吐出 カ所区で総ふ化率，正常

ふ化率ともに高い値を示したが，特に カ所区におい

ては著しく低かった。 カ所区のふ化水槽内の観察に

よると，ふ化前の卵がふ化水槽底に沈下し，また排水

口のネットに付着しているのが他の 区に比べて多く

観察された。 カ所区では，注水量が他の区と同じで

あることから水の吐出力が分散され，ふ化水槽内を撹

拌する力が他の 区と比べて弱くなり，また排水側の

排水力は他の試験区と変わらないためにネットへの卵

の付着が起こったと考えられた。

穴ウェルでの結果では，総ふ化率でほぼ同じ結果

を示した。正常ふ化率では消毒後で高い傾向が見られ

た。このことから，試験 と同様に，残留オキシダン

トによるふ化への影響はなかったものと推測された。

強吐出 カ所区と 穴ウェルの総ふ化率，正常ふ化

率を比較すると，強吐出 カ所区で約 ％低かっ

た。

考 察

今回の試験で得られた結果に個別に行った下方 カ

所法および強吐出 カ所法でのふ化結果（表 ）を加

え， 穴ウェルから得られた未消毒卵の総ふ化率，正

常ふ化率を とし，求めた値（以下，達成度）を用

いて，ふ化方法について検討した（図 ）。



各試験区の総ふ化率，正常ふ化率について分散分析

を行ったところ，総ふ化率で有意差が認められた（表

， ）。さらに，各試験区間で分散分析を行った

ところ， カ所区とその他の試験区との間に有意水準

％で差が認められたが，その他の試験区間に有意差

は認められなかった。この結果から，卵の撹拌が弱く，

卵の沈下を生じ，かつ換水ネットに吹き寄せられるよ

うなふ化管理はふ化率を著しく低下させることが分か

った。また，統計的な有意差は認められなかったが，

総ふ化率において高い撹拌力のあった強吐出 カ所区

で高い傾向がうかがえた。さらに， 穴ウェルでのふ

化結果は，ふ化槽での結果に比べて常に高かった。

以上の結果から，注水方法によってクロマグロ受精

卵のふ化に違いが見られることが示唆された。一方，

穴ウェルのふ化結果から，今回の残留オキシダント

濃度では卵への影響が小さかったことが推測され，今

回の試験の目的としていた，注水法による消毒卵のふ

化の改善効果について検討することができなかった。

今後，さらに強いオキシダント濃度での卵消毒を行

い，量産規模でのふ化管理に注水方法を工夫すること

で，ふ化率，未ふ化卵への改善が可能かどうかについ

て検討を行いたい。
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海産ワムシ類の培養は，屋外培養ナンノクロロプシ

スとパン酵母を用いて植え継ぎ培養法または間引き培

養法によって長い間行われてきた ）。その後，淡水ク

ロレラのワムシ 料としての利用が検討されたものの

すぐには普及しなかったが ），丸山等 ）によるビタミン

含有クロレラの開発と市販開始により急速に普及

し，ワムシ培養の増殖率や安定性が増した。次ぎに，

吉村等 ）が増殖阻害要因の解明をもとに市販濃縮淡水

クロレラを積極的に利用した高密度培養法を開発し，

万個体 での培養が可能となった。一方で，マリノ

フォーラム により連続培養法が開発され，市販濃縮

淡水クロレラを 料とした培養装置が完成され，

水槽で毎日 億個体が収獲できる装置が市販され

た ）。しかし，高密度培養法や装置連続培養法は，水

温 以上において 型ワムシを対象として開発され

たものであり，低温や 型ワムシでの試みは少なかっ

た。その後，連続培養を既存水槽に応用して低密度で

培養を行う粗放連続培養法が開発され ），これまで困

難だった 以下の低水温や 型ワムシの培養が

安定した。

粗放連続培養法は，連続注水及び連続給 により培

養槽内の環境が安定するため，長期間の培養が可能で

ある。そのため，水槽洗浄作業等の省力化が期待される。

また，植え継ぎや間引き培養用の既存水槽をそのまま

使用することが可能であり，高価な装置や既存施設の

改修を必要としない。一方で， 型ワムシの高密度輸

送株を大量培養の元種として利用する方法が開発され

ているが，実証事例の報告は少ない ）。宮古栽培漁業

センターでは，飼育水温が低いホシガレイおよびニシ

ンの種苗生産技術開発を行っている。それには低温で

も活性の高いワムシが必要である。そこで，高密度輸

送 型株を元種とした水温 での粗放連続培養の試

験を行い，種苗量産への適用性と問題点を検討した。

材 料 と 方 法

元種は，能登島栽培漁業センターで粗放連続培養に

よって生産した 型ワムシ小浜株（携卵雌個体の平均

背甲長 ） 億個体を，高密度輸送法 ）によっ

て宮古栽培漁業センターに輸送・搬入して用いた。

培養水槽は， 水槽および コンクリー

ト水槽とした。 水槽群は 年 月 日から

年 月 日までの期間に 回， 水槽群は 年 月

日から 月 日までに 回の培養試験を行った。

培養方法は桑田 ）に準拠した粗放連続培養とし，

水温は水槽内に設置してあるチタン製パイプ内に流し

た温水による加温で に設定した。培養水は，砂ろ

過海水に水道水を混合して ％希釈海水とした。通気

は水槽底面に設置した発泡ゴム製散気管（空気用ユニ

ホース ユニホース社製）から緩やかに行った。酸素

通気は使用していない。

料は，市販の濃縮淡水クロレラ（フレッシュグリー

ン 日清マリンテック株式会社製）とパン酵母（オ

リエンタル酵母工業株式会社製）の混合給 とした。

日分の 料は，両者を淡水に溶解して 料容器に混

合して入れ，保冷剤により冷却した。これを定量ポン

プを用いてほぼ 時間にわたり連続して給 した。安

定連続培養期に達した後の給 量は，水槽ごとに一定

量としたケモスタット式管理とし， 水槽は淡水

クロレラ 日とパン酵母 日， 水槽は淡

水クロレラが 日とパン酵母が 日

とした（表 ）。ただし， 事例では，培養 日目か

らの 日間は給 量を培量に増やし，密度と収獲量の

向上を試みた。

懸濁物除去用のフィルター（トラベロンエアーフィ

ルター 金井重要工業株式会社）は，培養槽内に垂下

して毎日交換した。また，貝化石粉末（貝化石 有用

資材株式会社）を 回当り 水槽で ， 水

槽で の量を週 回水面に散布し，堆積物による

底面の環境悪化の防止を図った。ワムシの増殖が停滞

傾向にあり，底面の環境悪化が懸念される場合は，散

布回数を適宜増やした。

収獲は，培養槽と収獲槽の間を直径 のフレキ

シブルホースで連結し，サイホン方式で注水量と同量

を収獲水槽に移槽して行った（図 ）。なお，収獲率（

収獲水量 培養水量）は約 に調整した。収獲水槽

からの回収と仔魚への供給は，需要に応じて調節した。

計数と観察は，毎朝 の間に培養水槽お

よび収獲水槽の水量を確認した後に，水面から培養水

を採取して行った。採取直後に水温（株式会社安藤計

餌料生物の効率的培養および利用技術の開発

宮古栽培漁業センターにおけるワムシ粗放連続培養技術の実証例

熊谷厚志，有瀧真人，藤浪祐一郎
（宮古栽培漁業センター）



器）， （ガラス電極式水素イオン濃度計 東亜電

波工業株式会社製），溶存酸素濃度（ ハンディタ

イプ 社製）を調べた。ワムシ個体数の計

数は，先端を切断して口径を大きくした定量ピペット

を用いて採取培養水の を時計皿に取ってルゴール

氏液で固定し，実体顕微鏡下で雌個体数，携卵雌個体

数，卵個数，死体を計数した。培養水中の残 は，トー

マ氏血球計数盤を用いて計数した。

ワムシの増殖率は，

比増殖率 （ ） ，

ただし， （ ）

より，

日間増殖率 （ ）

比増殖率， 収獲率， ワムシ密度，

培養日数， 日間増殖率（ 日）

として計算した。

収獲数 は，培養槽から収獲槽への移槽の計算値と

して，以下の式により計算した。

収獲率， 培養水量， ワムシ密度

収獲槽から抜き取って飼育に供給または廃棄したワ

ムシ個体数は，回収数として示した。



結 果 と 考 察

表 にワムシ培養結果の概要を，図 に各事例

の培養経過を示した。

どの培養事例でも培養 日の間で死体割合が約

に及ぶ時があるが， 日目以後ではほとんど見ら

れなくなった。 水槽では，培養初期には水温や ，

の数値に若干の変動が見られたが，ワムシ密度が

急激に低下することはなかった（図 ， ）。 水





槽は，培養開始後 日目のワムシ密度が不安定（

個体 ）であったものの，貝化石粉末を 日間

連続添加することで回復した。また， 水槽の 日

目と 水槽の 日目に加温系の不調により 以上

の水温低下で一旦 まで下がったが，培養への影

響は少なく，期間を通じておおむね安定した培養がで

きた（図 ， ）。培養日数は， 水槽が 日と 日，

水槽が 日と 日であった。それぞれの水槽の最

終日でも培養破綻を示す兆候はなく，さらなる培養の

継続が可能であったと判断された。単位生産は，

水槽が平均 億個体 日， 水槽が平均 億

個体 日であった（表 ）。

収獲数は 水槽が 億個体， 水槽が

億個体，合計 億個体であった（表 ）。回収数は

水槽が 億個体， 水槽が 億個体，合

計 億個体であり，培養槽から収獲槽への収獲数

に対して 水槽では 倍， 水槽では 倍

であった。収獲槽内での増殖によって，収獲槽内のワ

ムシ密度は計算上 （ ） とされている ）。こ

の式に培養実績の を代入して求めた収獲槽内のワム

シ密度の培養槽内のワムシ密度に対する比は， 水

槽では 倍， 水槽では 倍であった。収獲

槽からのワムシの回収は毎日ではなく種苗生産の需給

に応じて臨機応変に行っていたために収獲槽内での滞

留時間が長くなったことで，計算値よりも高い値にな

ったと考えられる。粗放連続培養では培養槽内のワム

シ密度を安定状態に保ちながら，仔魚飼育への供給と

の需給調整を収獲槽で行えるが，収獲槽内で長期間滞

留するとワムシが飢餓状態となって品質低下の懸念が

ある。今後は，収獲槽への給 の検討が必要である。

安定連続培養期の給 量に対する収獲数は以下とな

った（表 ）。 水槽では給 量を 日当り市販濃縮

淡水クロレラ とパン酵母 で収獲率 で一

定量とした 日目のワムシ収獲数の平均値 標準

偏差は 億個体であった。 水槽では同条

件とした 日目のワムシ収獲数の平均値 標準偏

差は 億個体であった。 水槽では給 量

を 日当り市販濃縮淡水クロレラ とパン酵母

で収獲率 で一定量とした 日目のワム

シ収獲数の平均値 標準偏差は 億個体であ

った。 水槽では給 量を 日当り市販濃縮淡水ク

ロレラ とパン酵母 ，収獲率 で一定量と

した 日目のワムシ収獲数の平均値 標準偏差は

億個体であった。 事例の市販濃縮淡水ク

ロレラ とパン酵母 当りの収獲ワムシ個体数

は 億個体であり，ほぼ安定した結果であった。

今年度の培養の日間増殖率は， と 水槽の両

者とも約 日を中心に毎日上下に大きく変動した。



しかしながら， 日続けて減少することはほとんどな

く，収獲数は上記のようにほぼ安定していた。これは，

給 量が一定であることでケモスタット式管理による

ワムシ個体群自体の自律的な密度調節が順調に機能し

た結果と考えられる。すなわち，給 の絶対量を一定

にすることで，ワムシの活性が高く卵率が上がりワム

シ密度が上昇した時には，多くのワムシが を分ける

ためにワムシ 個体当りの の割り当てが下がること

になり，卵率と増殖率が下がり，反対にワムシ密度が

下がった時には，ワムシ 個体当りの の割り当てが

増えて，卵率と増殖率が上がり，密度が上がる力が働

いたものと考えられる。また， 事例の培養

日には，淡水クロレラとパン酵母の給 量を 倍に増

やしたことでその 日後には顕著に培養密度が上が

り，給 量に応じた生産量の調整が可能であることが

実証された（図 ）。水温 の 型ワムシでの装置

連続培養では ），給 量を倍増させると翌日にはすぐ

にワムシ密度と収獲数がほぼ倍増している。ともに給

量の倍増によりワムシ密度と収獲数がほぼ倍増した

点は同様であるが，反応日数には違いがあり，これは

培養水温が違うことを反映している。一方，作業面で

は，両水槽群とも粗放連続培養の導入により培養水の

抜き取り及び水槽の洗浄が顕著に軽減され省力化が促

進された。

表 に平成 年度に実施した 型ワムシの 時間植

え継ぎ培養法と平成 年度に行った 型ワムシの粗放

連続培養の給 を比較した。淡水クロレラとパン酵母

の給 比率は，今年度の粗放連続培養では に対し

としたが，昨年の植え継ぎ培養では に対し

としていた。今回の粗放連続培養では昨年の植

え継ぎ培養法よりも淡水クロレラの給 割合を多くし

たが，今後， 型と 型ワムシの培養特性や効率化，

省力化，安定培養などの側面を含めて検討が必要であ

る。ワムシ 億個体当りの 料費は，昨年の 型ワム

シ植え継ぎ培養法では 円であったのに対し，今年

の 型ワムシ粗放連続培養では 円であった。個体

重量を 型ワムシが約 で 型ワムシが約 で

あったと仮定すると， ％の 料費の増大によって収



獲ワムシ重量が約 倍となったことを意味し，今年の

粗放連続培養の効率が良いことを示唆している。しか

しながら，両者ではワムシ株と培養方式および水温も

異なるため判然としない。今後の詳細な比較検討が必

要である。

宮古栽培漁業センターでは，初めての粗放連続培養

であったが，おおむね培養も安定的であり，省力化，

効率化が図れた。しかしながら，今回の単位生産量は

億個体 日であり， 日の最大生産量は

水槽 面と 水槽 面で約 億個体であり，今

後ワムシ使用量が増加した場合の対処法を考えなくて

はならない。能登島栽培漁業センターでは，単位生産

量 億個体 日で 日間の安定培養事例がある

ため，宮古栽培漁業センターでも検討が必要である。

一方で，回収ワムシ数から飼育に供したワムシは

であり， は廃棄となった。技術開発中の

魚種では飼育の必要数が安定しないために準備したワ

ムシが不要となる割合が多いのは仕方ない面がある

が，飼育の需要変動に過不足無く対応するための工夫

が必要である。

また，本培養試験では ％希釈海水を用いて培養を

行ったが，収獲したワムシを ％海水で栄養強化す

る際に，活力低下や個体数の減少が生じた事例があっ

た。小磯 ）の結果に基づいて， ％希釈海水で培養し

たワムシを ％海水に収容して問題ないと判断した

が，ビーカーレベルの試験結果と量産規模では異なる

可能性がある。一方，能登島栽培漁業センターでは ％

希釈海水で培養したワムシを ％希釈海水により栄養

強化して ％海水の飼育水槽に給 しており，活力

低下等は報告されていない。同様な方式にするか，ま

たは ％希釈海水での培養とするかの検討が必要であ

る。
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海産ワムシ（以下，ワムシ）の大きさ（背甲長）は，

大上ら ）が 型ワムシ では

， 型ワムシ では

であると報告しているように，ワムシの種

類により異なることが知られている。また，培養条件

によってもワムシの大きさが変化することも報告され

ており，その培養条件として，培養水温 ），培養水の

塩分濃度 ）及び 料の種類 ）などが挙げられる。これら

の培養条件によってワムシの大きさを計画的に調整す

ることができれば，仔魚飼育において仔魚に適合した

大きさのワムシを供給することが可能になるため，飼

育初期の生残の改善に貢献できると考えられる。しか

し，現時点では十分な検討ができるほど知見が収集さ

れていないため，実用化するまでには至っていない。

本研究では，培養条件によってワムシの大きさが変

化する現象に関する知見を収集する目的で，培養条件

の中から培養水温に注目して，異なる培養水温で 種類

のワムシを継代培養し，それらの携卵個体の背甲長と

卵径の変化を調べた。

材 料 と 方 法

供試ワムシ

供試したワムシは， 型小浜株， 型近大株， 型

岡山株及び 型タイ株の 種類を用いた。各ワムシ株

の由来は， 型小浜株は 年に日本栽培漁業協会小

浜事業場（現，小浜栽培漁業センター）から， 型近大

株は 年に同奄美事業場（現，奄美栽培漁業セン

ター）から， 型岡山株は 年 月に同玉野事業場

（現，玉野栽培漁業センター）から， 型タイ株は

年 月に東京大学日野明徳教授から，それぞれ譲り受

けたものである。

培養方法

培養水温は 段階の温度設定が可能な温度勾配恒温

器（ 社製）を 台用いて， 型小

浜株と 型近大株は， ， ， ， 及び

の 段階で， 型岡山株と 型タイ株は， ， ，

及び の 段階とした。培養容器は 蓋付

きメリクロン瓶を使用し，培養水は培養容器に ％海

水（ ）を約 入れて容器ごと培養水をオー

トクレーブ（ 社製）により

分間の滅菌処理をしたものを用いた。ワムシの植

え替えは，各培養水温に調温した滅菌培養水入り容器

の中にそれぞれのワムシ株を培養水ごと移し入れて行

い， 日間隔で植え替えを行いながら継代培養を

行った。 料として濃縮淡水クロレラ（生クロレラ

クロレラ工業社製）を ， 日間隔で給 し，培養

容器には蓋をして無通気とした。

継代培養期間

各ワムシ株の継代培養は，それぞれが当センターに

導入されてからすぐに水温別に培養を開始した。ワム

シ株によって培養開始時期が異なり，最も導入が遅か

った 型タイ株が 年 月からであった。継代培養

期間は，継代培養を開始してから携卵個体の背甲長と

卵径の測定調査を行った 年 月 月までであ

り，培養開始時期が最も遅かった 型タイ株では

年間であることから，各ワムシ株の継代培養期間は少

なくても 年間以上であると考えられた。

背甲長と卵径の測定

各ワムシ株について，培養水温ごとに携卵個体をそ

れぞれ 個体ずつ採取した。採取したワムシとその卵

は ％ホルマリン液で固定した後，生物顕微鏡の画像

解析装置を用いて背甲長と卵径（長径）を の単

位で測定した。なお，背甲長や卵径の変化量の指標と

して，各ワムシ株において最低水温の携卵個体の背甲

長と卵径で各培養水温の携卵個体の背甲長と卵径を除

して，それぞれの背甲長割合と卵径割合を求めた。

統計処理

各ワムシ株における培養水温ごとの携卵個体の背甲

長ならびに卵径における平均値の差の検定には

検定，各水準間の差の検定には多重比

較検定（ 検定）をそれぞれ危険率 ％で行っ

た。

結 果

携卵個体の背甲長の変化

型小浜株の携卵個体の平均背甲長は，培養水温

， 及び では，それぞれ ，

及び となり，培養水温間で有意

培養水温が海産ワムシの大きさに及ぼす影響について

小磯雅彦
（能登島栽培漁業センター）



差がみられ（ ），低水温で大型化して高水温

で小型化する傾向が認められた。また，他のワムシ株

でも同様な傾向が認められた（表 ）。各ワムシ株の

最低水温の携卵個体の背甲長に対して最も変化した背

甲長割合は， 型小浜株が ％， 型近大株が

％， 型岡山株が ％， 型タイ株が ％と

なり，その変化量は ％であることが示された（図

）。また， 型近大株の携卵個体の背甲長の最小値

最大値は，培養水温 ， 及び ではそれぞ

れ ， ， となり，

最小値と最大値がともに低水温で大型化して高水温で

小型化する傾向が認められた。この傾向は他のワムシ

株も同様であった（表 ）。



卵径の変化

型近大株と 型岡山株の卵径は，培養水温が異な

っても有意差はみられかった。また， 型小浜株の卵

径も，培養水温 の間では の範囲

で有意差はみられなかったが， のみが

と有意に小さかった（ ）。しかし， 型タイ

株の卵径は，培養水温 ， 及び では，それ

ぞれ ， 及び と有意差

（ ）がみられ，低水温で大型化して高水温で

小型化する傾向が認められた（表 ）。各ワムシ株の

最低水温の卵径に対して最も変化した卵径割合は，

型小浜株が ％， 型近大株が ％， 型岡山株

が ％， 型タイ株が ％となり，その変化量

は 型近大株と 型岡山株が ％以内に留まったが，

型小浜株が約 ％， 型タイ株が約 ％であった（図

）。各ワムシ株の卵径の最小値と最大値は，最大値

が高水温で若干小型化する傾向がみられたが，最小値

については変化が認められなかった（表 ）。

考 察

ワムシの大きさに影響を及ぼす培養条件に関する知

見としては，培養水温では低水温で大型化して高水温

で小型化すること ），培養水の塩分では，低塩分で

大型化すること ）， 料の種類では，パン酵母よりも

油脂酵母で大型化し ），酵母類よりも藻類で大型化す

ること ），さらにテトラセルミス

の利用により大型化すること ）などが報告されてい

る。また， 料の量や個体群密度などについてもワム

シの大きさに影響を及ぼすことも報告されているが，

これらについては研究者により意見が異なるため明ら

かではない。

本実験では， 種類のワムシを異なる培養水温で

年間以上継代培養した結果，携卵個体の背甲長はすべ

てのワムシで有意に変化し，これまでに報告された培

養水温による背甲長の変化と同様に低水温で大型化し

て高水温で小型化することが再確認された。なお，背

甲長の最大変化量については，今回用いた海産ワムシ

類では ％の範囲であった。水温 で培養した

型ワムシを段階的に昇温して とした場合に，平

均背甲長は当初の から となり ％

減少すること ）が報告されている。これらのことから，

海産ワムシ類の背甲長は培養水温によって最大

割変化することが示された。一方，卵径については，

本実験では 型タイ株では有意に低水温で大型化して

高水温で小型化したが， 型近大株と 型岡山株にお

いては変化が認められなかった。同様な知見として，

屋外大型水槽における周年培養では変化しなかった

が，加温培養による室内実験では高水温ほど小型化す

ること ）が報告されている。この相違の原因について

は判然としないが，今後さらなる検討を行う場合には，

先ずはワムシの卵形成におけるメカニズムを解明する

ことが必要であろう。

今回，携卵個体の平均背甲長の変化と同様に，携卵

個体の背甲長の最小値と最大値も低水温で大型化して

高水温で小型化する傾向がみられた。最小値は生物学

的最小形の大きさ，最大値は寿命に達した時の大きさ

をそれぞれ示していると考えられることから，高水温

で携卵個体の平均背甲長が小型化した理由は，ワムシ

の発育速度が速いため ）小型サイズで生物学的最小形

に達し，その後も若干成長はするものの寿命が短いた

め ）最大背甲長が小さくなり，その結果として携卵個



体の平均背甲長が小型化したものと推測される。なお，

低水温で携卵個体の平均背甲長が大型化する理由につ

いては，高水温とは逆の現象が起っているものと考え

られる。

以上のことから，培養水温によって，ワムシの生物

学的最小形の大きさや寿命に達した時の大きさが変化

することでワムシの携卵個体の平均背甲長は最大

割変化することが確認された。

仔魚飼育においてワムシの大きさが変化すると，仔

魚の摂 量が変化することや同じ給 密度でもワムシ

個体当りの栄養価が変化するなどの問題点が生じる

可能性があり，これを回避するためにはワムシの培養

をできる限り一定条件で行う必要がある。一方，今回

の実験で確認されたように，培養条件によってワムシ

の大きさを調整することができれば，仔魚に適合した

大きさのワムシを供給することが可能になるため，飼

育初期の生残が改善され種苗生産技術の向上に貢献で

きると考えられる。
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厚岸湾に放流したニシン各放流群の放流効果を，市

場調査により実証，評価し，放流種苗の質的変動が放

流効果に与える影響を明らかにする。

材 料 と 方 法

厚岸ニシン特有の遺伝資源を保全するために，採卵

親魚には毎年厚岸沿岸に産卵回遊する成熟ニシンを用

い，人工授精により受精卵を確保した。

種苗生産は， 水槽にふ化仔魚を 万尾 の密

度で収容し，栄養強化した 型ワムシ及びアルテミア

幼生，配合飼料を成長にあわせて与えた。種苗生産期

間中に， または 浸漬により耳石標識を施し

た。

日齢で種苗を水槽から取り揚げ，厚岸港内の

海上生簀網へ輸送し，沿岸環境に 週間馴致させた後，

同港内へ放流した（図 ）。

放流効果を評価するため，厚岸沿岸で漁獲されたニ

シンを周年定期的に収集し，耳石標識の有無を確認し

た。月別漁獲量の多少を基準として 年を産卵期（

月）と索餌期（ 月から翌年 月）に層別し，各

期の総水揚重量を補助変数とする比推定により，各期

の回収尾数を算出し回収率を推定した。

なお，放流魚の水揚げは 歳の索 期から始まり，

歳の産卵期まででほぼ終了することから， 歳の索

期までに回収された尾数を生涯の回収尾数とした。

中間育成技術の開発および放流関連技術の高度化

道東海域における地域性ニシンの放流効果調査

鈴木重則，福永恭平
（厚岸栽培漁業センター）



結 果 と 考 察

年に，厚岸湾へ放流したニシン人工種苗

は年間 万尾であり，平均全長は ，

種苗生産過程で発生する脊椎骨の癒合等異常が見られ

ない個体の割合（以下，脊椎骨正常率）は ％

の範囲であった（表 ）。

放流効果を評価するために 年に収集した

ニシン標本は，産卵期で ， 尾，索餌期

で ， 尾であった（表 ）。また，放流魚

は産卵期の標本から 尾（混獲率 ％），索餌期

の標本から 尾（混獲率 ％）が確認された。



これらの結果から， 年放流群の回収率は

％の範囲と推定され，回収率は放流群によ

り大きく変動していることが明らかとなった（表 ）。

回収率の変動要因を解明するため， 年放

流群の放流サイズ，及び脊椎骨正常率と回収率の関連

性を調査した結果，両要因ともに回収率との間に中程

度の相関関係が認められ，放流サイズが大きい放流群

ほど，もしくは脊椎骨正常率が高い放流群ほど回収率

が高い傾向にあった（図 ）。

次に，放流サイズ及び脊椎骨正常率が回収率の変動

に与える影響の強さを，重回帰分析により比較した。

その結果，標準偏回帰係数は，放流サイズで ，

脊椎骨正常率で と，脊椎骨正常率の値がやや大

きいが，両要因は回収率に対して同程度に影響を与え

るものと考えられた。

さらに， 放流サイズを説明変数とする単回帰モデ

ル， 脊椎骨正常率を説明変数とする単回帰モデル，

および 放流サイズと脊椎骨正常率を説明変数とする

重回帰モデルの を比較した結果，放流サイズと

脊椎骨正常率を説明変数とする重回帰モデルの

が最も小さく，最適の適合を示すモデルとして選択さ

れた（表 ）。また，重回帰式の決定係数が ％と高

かったことを勘案すると，放流サイズおよび脊椎骨正

常率は，回収率の変動に影響を与える諸要因の中でも

特に重要な要因であると考えられた。

回収率は，放流サイズと脊椎骨正常率に大きく依存

して変動することが明らかとなったことから，今後，

回収率（放流効果）の向上および安定を目指すには，

適正放流サイズの検討および，種苗生産過程における

脊椎骨異常魚の出現防除技術の開発に重点的に取り組

む必要があると考えられた。





放流する仔稚魚を大量かつ効率的に標識することを

目的として，蛍光物質による耳石の染色方法の開発が

進められている ）。その結果，マダイ ）やヒラメ ）種

苗の放流試験では，アリザリン・コンプレクソン（ ）

による耳石標識（ 標識）が実用化された ）。さら

に，マダイ稚魚では， の鱗への沈着が確認され ），

耳石よりも採取が容易な鱗を検査することにより，放

流魚を追跡調査できる可能性が示された ）。

一般的に 標識は仔稚魚期に行われるが，秋田県

水産振興センターでは，作業の省力化を目的にハタハ

タの発眼卵での標識を行い， 年度から 万

尾の種苗を放流した。しかし，その放流効果を明らか

にするには至らなかった。これは，発眼卵で耳石標識

した放流魚の染色状態が不鮮明であるため，耳石の肥

厚により の染色が見落とされたためであると考え

られた ）。そのため，ハタハタ種苗の 標識の時

期は稚魚期が望ましいと考えられたが，稚魚期での

の標識作業は，発眼卵に比べて収容密度を低くす

る必要があり，また，水質の維持管理に注意を要する

ため，この作業には多大な労力を必要とする。そこで，

海上筏で種苗生産されているハタハタ種苗の標識作業

の省力化を目的に，キャンバスシート水槽を用いた海

上での標識方法について，水槽への種苗の収容方法と

収容密度を検討した。

材 料 と 方 法

供試魚

能登島栽培漁業センター地先の海上筏において，

年 月に生産した平均全長 のハタハタ

稚魚を用いた。

標識作業

の標識作業では，キャンバスシート（

実容量 ），小割網（ 径，

実容量 ）および小型キャンバスシー

ト（ 実容量 ）の順に重ねた

層からなる水槽を使用した。水槽の中央部には酸素分

散器 個，四隅にはエアストーンを設置し，酸素飽和

度の維持（約 ）と蝟集による魚体の擦れを防止

した。 の浸漬方法は，近年のハタハタ稚魚の標

識実績（森岡，未発表）に準じ， 濃度は ，

浸漬時間は約 時間とした。 浸漬中は日照によ

る水温上昇を防ぐため，寒冷紗により遮光し，海水氷

（ ）を投入した。標識終了後，上層の小型キ

ャンバスシートを撤去し，小割網で受けて稚魚を回収

した。キャンバス水槽に残った 溶液は，ブロアー

で曝気撹拌しながら 分解のために次亜塩素酸ナ

トリウムを添加した。溶液中の残留塩素はチオ硫酸ナ

トリウムで中和し，翌日， トリジン液で残留塩素

の有無を確認し，廃液処理用キャンバスシートを開放

した。その他の標識作業手順は，桑田ら ）に準じた。

実験区の設定

試験では， 溶液への収容時のハンドリングと

収容密度が生残に及ぼす影響を調査した。ハンドリン

グによる影響を見るために， 回次は活魚移送ポンプ

（ピンピン 松坂製作所）で， 回次は小型容器で

標識水槽へ移送し，標識 日後の両者の生残率

を比較した。また， 回次， 回次とも，収容密度が

生残に及ぼす影響を見るために，低密度区と高密度区

を設け両者の生残率を比較した。 回次では，低密度

区は 万尾 ，高密度区は 万尾 ， 回次では，

それぞれ 万尾 区（ 尾 面）と 万尾

区（ 尾 面）とした。

耳石の観察

標識作業が終了した後，ハタハタ種苗から摘出した

耳石（扁平石）を エタノールで保存し，後日，落

射蛍光顕微鏡（オプチフォト ニコン， ，

励起）を用いて の染色状況を調査した。

結 果

海上筏における 標識試験の概要を表 に，標

識 日目までの生残状況を図 に示した。 浸漬

中の水温は ，酸素飽和度は約 であった。活

魚輸送ポンプで収容した試験の低密度区と高密度区の

生残率は，それぞれ と ，小型容器により

収容した試験では，それぞれ と であり，

いずれの収容方法でも高密度区での生残率が低かっ

た。収容方法による生残率を比較すると，低密度区で

は，活魚輸送ポンプと小型容器による収容に差は認め

られなかった。しかし，高密度区では，活魚移送ポン

キャンバスシートを用いた海上でのハタハタ稚魚のＡＬＣ標識試験

友田 努
（能登島栽培漁業センター）



プで収容した試験の生残率は小型容器で収容した試験

に比べて低く，収容方法による差が認められた。耳石

観察では，各実験区とも 標識が確認された。

考 察

従来，ハタハタ稚魚の 標識作業は，種苗生産

施設である海上筏から陸上水槽へ種苗を移送して行わ

れた。しかし，この方法では，移送によるストレスを

稚魚に与え，また，外傷を負わせるため，標識 日後

の生残率は， （ 年）または （ 年）

と低い。特に，本種はマダイやヒラメなどと異なり鱗

がないため，移送作業により傷ついた体表粘膜から

が浸透し，体内の 濃度が高まり死亡した可

能性も十分に考えられ，移送による影響を受けやすい

と推察される。本試験における の標識方法は，

種苗生産と同じ海上筏で実施するため，移送作業が簡

易で時間が短く，種苗に与えるストレスの軽減と外傷

の防止に有効であると考えられる。また，移送方法の

比較では，小型容器を用いた移送はフイシュポンプよ

りも生残率が高く，また，労力も少ないことから，こ

の標識方法を実施する場合の種苗の移送に適している

と判断される。

続いて 標識時の種苗の収容密度について検討

する。今回の 例の試験では，低密度区の生残率は

以上であったが，高密度区（ 万尾 ， 万

尾 ）の生残率は と低く，陸上水槽での標

識事例（ 年）と同程度であった。これは，

標識時の海況が悪く，高密度区では，波浪により魚体

の損傷が大きかったためであると考えられる。したが

って，海上での標識作業では，収容密度は 万尾

未満が最適であるが，荒天時を避けることにより，約

万尾 以上の密度で 標識ができる可能性が

あり，収容密度と生残率については，さらに調査が必

要である。

以上の結果から，海上で種苗生産されたハタハタ種

苗の 標識には，作業性と死亡状況から，キャン

バス水槽を用いた海上での標識が有効であることが示

された。キャンバス水槽への種苗の収容はこの方法は

他の魚種への利用も可能であり，さらに，廃液の回収

が必要な海上での薬浴等への応用も期待される。
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水産総合研究センター宮津栽培漁業センターでは，

年の開所以来，アカアマダイの親魚養成と種苗生

産の技術開発に取り組んできた。本種は，縄張りを形

成する特異的な生態から，自然産卵による受精卵の大

量確保ができず種苗生産技術は停滞していた。しかし，

年から天然魚の人工授精による採卵技術の開発に

取り組み，採卵適期の特定および精子保存技術の開発

によって，大型水槽での種苗生産試験ができる量の受

精卵の確保が可能となり， 年には初めて種苗を放

流するに至った。また， 年には初めて放流魚が再

捕され，現在まで毎年数例の再捕報告がなされるよう

になった。ここでは，標識放流試験の概要と再捕状況

について報告する。

材 料 と 方 法

若狭湾におけるアカアマダイの標識放流試験の概要

を表 に示した。放流種苗は， 月に得られた受

精卵を用いて生産した全長 サイズの種苗を，外

部標識が装着可能な全長 まで約 カ月

間陸上水槽で中間育成した。標識は，印字部がフィル

ムでコーティングが施されたスパゲティ型タグと一部

リボン型タグを使用し，背鰭基部に装着した。

放流は，船上からと岸から行った。船上からの放流

では，バケツまたはビニール袋から表層放流する方法

と，円柱状の放流器を海底まで降ろした後解放する方

法，および種苗を収容した ポリエチレン製水槽を

海面で反転する方法により行った。岸からの放流は，

バケツで手渡しによって行った。

船上からの放流器による方法，および水槽を反転す

る方式は，京都府立海洋センターと共同で海洋セン

ターの調査船（平安丸）で実施した。また， 年の伊

根町地先， 年および 年の宮津市地先での放流

は，京都大学と共同で実施した。 年 年まで

に，平均全長 で合計 尾の標識装着

魚を放流した。

結 果 と 考 察

再捕は，放流を開始して 年目の 年に初めて

例の報告が得られた。その後， 年現在までに 例

の再捕報告が得られている（表 ）。

年の報告は， 年放流群が 尾， 年放流

群が 尾の計 尾で，このうち 尾は放流 日後

に放流地近くで捕獲されたが， 尾は放流後 日で

あった。再捕場所は福井県高浜町沖で，漁法は漕ぎ刺

若狭湾におけるアカアマダイの標識放流試験とその再捕状況

竹内宏行，渡辺 税，中川 亨
（宮津栽培漁業センター）



網漁であった（図 ）。

年は， 年放流群が 尾， 年放流群が

尾，および 年放流群が 尾の計 尾が再捕された。

このうち 尾は， 年 月に伊根町地先で放流され

たもので，放流 日後に放流地近くの定置網漁で捕獲

された。一方，越年して再捕された個体は 尾で，放

流後 日経過していた。再捕場所は， 尾中

尾が宮津市から伊根町にかけての丹後近海であり，

尾は福井県高浜町沖であった。

年は， 年放流群が 尾， 年放流群が

尾，および 年放流群が 尾の計 尾が再捕された。

このうち 尾は， 年 月に伊根町沖で放流された

もので，京都府立海洋センターの追跡調査で放流 カ

月後に放流場所と同じ場所で捕獲している。このこと

から，放流魚は放流場所付近から カ月間余りほとん

ど移動していないことが判明した。一方，越年して再

捕された個体は 尾で，放流後 日であった。

漁獲された場所は 尾中 尾が宮津市から伊根町にか

けての丹後近海であり， 尾は舞鶴市沖であった。

年は，これまでに 年放流群が 尾， 年

放流群が 尾，および 年放流群が 尾の計 尾が

再捕された。 年群は，由良沖で放流され，放流後



日に延縄漁で漁獲された。 年群は，黒崎地

先で放流され，放流後 日に延縄漁で漁獲された。

また， 年群は，宮津湾水深 で放流され，放流

後 日に放流場所から約 離れた水深 海域

で延縄漁によって捕獲された。

これまでに越年して再捕された個体は 例中 例で

あり，放流後 カ月を経過して漁獲されているが，

漁獲場所はいずれも放流場所から 以内で，アカ

アマダイの移動範囲が比較的小さいことが示唆され

た。また， 年までに越年して再捕された事例は，

すべて水深 以深での放流群であった。しかし，

年には地先放流群の再捕報告が 例， 年には 例

あり，本来の生息場所ではない沿岸からの放流手法の

可能性が示唆された。今後さらに再捕報告から放流方

法と放流海域等に検討を加え，本種の放流手法の技術

開発を進めていく必要がある。



本調査は，水産庁からの委託により， 年度から

年度までの カ年間，漁港水域の立体的な高度利用

の観点から生物資源培養機能を強化した漁港施設の開

発を目的として， 漁港漁村漁場技術研究所並びに岡

山県と共同で実施するものである。

．調査の目的
漁港水域は漁船の係留拠点であるとともに，幼稚魚

の生息場としても重要な静穏水域である。漁港水域の

立体的な高度利用の観点から，特に防波堤を中心とし

た漁港の形状を検討し，生物資源培養機能を強化した

漁港の構築を目指す。

．調査の内容
漁港の構造，物理化学的環境，生物環境の調査を行

うとともに，漁港内に 料生物培養機能と幼稚魚の滞

留機能を有する人工構造物を設置し，天然幼稚仔の生

息環境の整備，および人工放流魚の滞留，生育場の創

出を行い，生物資源の増殖機能を強化した漁港施設の

開発を行う。本調査では，学識経験者から構成される

調査推進検討委員会を設け，調査計画および結果につ

いての提案および評価を行うこととする。

． 年度調査結果
）人工種苗の放流調査

育成礁における人工種苗の保護育成効果を把握し，

育成礁開発のための基礎データを収集するため，漁港

内に設置された育成礁へキジハタ人工種苗を放流し，

キジハタの滞留状況，天然魚の蝟集状況， 料生物の

培養状況等について調査を行った。

材 料 と 方 法

調査は岡山県笠岡市白石島新港（図 ）で行った。

用いた育成礁は の鉄製のフレーム内

に 段の棚を取り付け， 段当り 本の滞留基盤を設

置した（図 ）。なお，放流時から放流後 日目まで

縦 の逸散防止用ネット（ メッシュ）を育

成礁下部の外側周囲に設置した。滞留基盤には直径

長さ の円柱型トリカルパイプ（ メ

ッシュ，以下パイプ）の中にホタテガイ貝殻を

のスペーサで区切って詰めたものを用いた。育成礁は

育成礁の長辺が防波堤と平行になるよう設置した（図

）。放流調査に当っては育成礁の設置位置と育成礁

の置き方を比較するため，試験区を 区設定した（表

）。なお，試験区 および については平成 年度

に使用したホタテ貝殻育成試験礁を用いた。

種苗の放流は 年 月 日に行い，平均全長

，平均体重 のキジハタ人工種苗を，試

験区 へそれぞれ 尾，合計 尾を放流し

た。育成礁を 基設置した試験区 および において

は港奥側の 基（育成礁 および ）へ放流し

た。また，試験区を区別するために，試験区 および

へは右腹鰭を切除した標識魚を，試験区 および

へは左腹鰭を切除した標識魚を放流した。種苗の放流

は，スキューバ潜水により，育成礁へ取り付けた逸散

防止用ネット内へ行った。

育成礁への人工種苗の滞留状況を把握するため，潜

水目視観察とパイプ引き揚げ調査を行った。潜水目視

観察は放流 時間後， 日後， 日後， 日後に行い，

各育成礁での滞留尾数を図 に示した部位ごとに計数

した。パイプ引き揚げ調査は放流 日後，放流 日後

に 基の育成礁の 段目および 段目のパイプ 本を

組として カ所ずつ抜き取り，キジハタおよび天然

魚の計数および計測を行うとともにキジハタについて

は標識を確認した。

結 果 と 考 察

潜水目視観察による各試験区における放流キジハタ

の目視尾数の推移を図 に示した。各試験区における

目視尾数は，放流 時間後に 尾であった。放

流 日後に，試験区 は 尾へとほぼ半減し，

試験区 は 尾とあまり減少しなかった。これは放

流を行わなかった育成礁 における目視尾数が多

かったことに起因していた。放流後 日目には各試験

区とも 尾へ減少した。放流 日後には 尾

まで減少した。 基を併設している試験区 および

の育成礁 における目視尾数の推移を図 に

示した。放流を行った育成礁 および における

目視尾数の減少傾向は試験区 および （図 ）と同

様であった。一方，放流を行っていない育成礁

および は放流 日後に増加した後，減少傾向を示し

日後および 日後の目視尾数は，育成礁 およ

漁港における幼稚魚育成施設の開発調査

小畑泰弘，津村誠一
（玉野栽培漁業センター）



び よりやや少ない程度であった。

各試験区における目視部位別の目視尾数の割合の推

移を図 に示した。試験区 および においては，放

流 時間後から 日後までほとんどが 段目および

段目で目視された。試験区 および では，放流 時

間後および 日後において底板コンクリート付近で半



数近くが目視されたが，放流後 日後および 日後に

おいては，ほとんどが 段目および 段目で目視され

た。多くの滞留が確認された 段目と 段目を比較す

ると， 段目より 段目の方が多く目視された。育成

礁での目視尾数の多かったパイプ間において防波堤側

と港中央側における目視尾数の割合を図 に示した。

通水口の前に設置した育成礁 ， ， （図 ）に

おいては，通水口のある防波堤側での目視が明らかに

多かった。通水口のない場所へ設置した育成礁 ，

， （図 ）においては港中央側での目視尾数が多い

傾向が見られた。

パイプ引き揚げ調査の結果を表 に示した。採集尾

数は各試験区当り 尾であり，パイプ 本当り平

均採集尾数は 尾と少なかった。採集されたキ

ジハタの全長は，放流 日後の試験区 において放流

時（平均全長 ）より大きかったが，その他は

放流時より小さかった。また，採集されたキジハタの

標識を調査したところ，各試験区とも放流時と同じ標

識をもつキジハタであり，育成礁間における移動は見

られなかった。各試験区における滞留尾数を推定した

ところ，放流 日後で 尾，放流 日後で

尾となった。放流 日後では放流尾数の が，

日後では放流尾数の が滞留していたと推定

された。









）生物培養機能調査

育成礁での 料生物の増殖および付着状況，キジハ

タおよび蝟集した天然魚の消化管内容物を調査し，育

成礁の生物培養効果を検討するため本調査を行った。

材 料 と 方 法

調査は岡山県笠岡市白石島新港（図 ）で行った。

育成礁へ蝟集する天然魚の目視観察を行うとともに，

長期間の天然魚の蝟集状況を観察するため， 年度

に使用したホタテガイ貝殻育成試験礁を再設置し，試

験区 および とした（表 ，図 ）。付着生物を調

査するため，育成試験礁設置時に，ホタテガイ貝殻を

充填した直径 ，長さ の円柱形トリカルパイ

プ（テストピース）を，試験区 および の鉄製フレー

ムに取り付けた。その後，放流 日後の調査時にテス

トピースを回収して付着生物を採集した。また，パイ

プ引き揚げ調査時にキジハタ放流魚とキジハタ以外の

天然魚を採集し，胃内容物を調査した。

結 果 と 考 察

放流前の各育成礁における天然魚の目視個体数を図

に示した。最も目視個体数が多かった育成礁は

の 尾で，最も少なかった育成礁は の 尾であ

った。主に目視された天然魚は各育成礁ともチャガラ，

メバル，スズメダイであった。種類別の目視個体数は，

チャガラが 尾，メバルが 尾，スズメダ

イが 尾，その他が 尾であった。チャガラ

の蝟集尾数が育成礁の総蝟集個体数を左右するためチ

ャガラを除いてみてみると， 基を繋げて設置した育

成礁 の蝟集個体数は 尾で， 基単

独で設置した育成礁 の蝟集個体数の

尾の約 倍となっており，育成礁を 基繋げて設置し

た場合の効果がみられた。

付着生物と胃内容物の調査は現在実施中である。

．今後の進め方
年 月まで カ月ごとに潜水目視観察，パイプ

引き揚げ調査，生物機能培養調査を行い，放流キジハ

タの滞留状況，天然魚の蝟集状況， 料生物の培養状

況，育成礁における生物の付着状況等を継続的に把握

する予定である。



百島栽培漁業センターは，塩田跡地を利用した素堀

池を用いて，クルマエビの親エビ養成技術の開発に取

り組んでおり，養成個体から採卵する技術は確立され

つつある。しかし，養成個体の生残率は養成 年目が

， 年目が と低いことから，親エ

ビ養成技術開発上の大きな問題点となっている。低生

残率の原因を明らかにするためには，養成個体の生残

尾数を定期的に調査し，減耗が生じる時期を把握する

必要がある。しかし，クルマエビは日中潜砂する習性

を持ち，直接目視計数することが困難であること，ま

た定期的に養成池の海水をすべて排水し，養成個体を

取り揚げて計数することは現実的な方法ではないこと

から，これまでに養成個体の生残尾数を定期的に把握

した事例はない。

そこで，養成池におけるクルマエビの減耗時期を把

握するために，本報では，コドラート法とピーターセ

ン法による生残尾数の推定を試みた。また，冬期に囲

い網を用いた養成試験を実施したので，その概要につ

いて報告する。

材 料 と 方 法

供試エビ

調査には， 年， 年および 年に養成を開

始した個体群を用いた。ここでは，各養成群を 年群，

年群および 年群と称する。

コドラート法

調査は当歳 歳の時期と 歳 歳の時期に行っ

た。すなわち， 年群では 年 月 日（ 歳）か

ら 年 月 日（ 歳）の期間に 回， 年群では

年 月 日（ 歳）から 年 月 日（ 歳）

の期間に 回実施した。また， 年群では 年 月

日（当歳）から 年 月 日（ 歳）の期間に

回の調査を実施した。調査時には，池内に カ所の定

点を設け，各定点で のコドラートを設置し，

すべてのクルマエビを掘り出して計数した。そして，

カ所の計数値から求めた平均値に養成池の面積

（ ）を乗じた値を，生残尾数として算出した。

年群と 年群では，それぞれ 歳時の 年 月

日と 年 月 日にコドラート調査を行った後に，

養成池内の海水を排水し，すべてのクルマエビを取り

揚げて計数した。

ピーターセン法

調査は， 年群を用いて行った。 年 月 日（

歳）に養成池からカゴ網でクルマエビを捕獲し，雄エ

ビ 尾の右尾肢をカットして再放流した。放流後

日目， 日目， 日目および 日目にクルマエビを捕

獲し，再捕された標識エビの混獲率から養成池内の生

残尾数を推定した。

囲い網による越冬養成試験

養成池の水温が 以下になる低水温期（ 月

月）のクルマエビの生残状況を明らかにするために，

囲い網による越冬養成試験を行った。この試験には，

年群と 群を用い，それぞれ 年 月 日（ 歳）

および 年 月 日（当歳）に囲い網へ 尾と

尾を収容し， 年 月 日（ 歳）および 年

月 日（ 歳）に全個体を取り揚げ，生残個体を計数

し，体長と体重を測定した。囲い網として，

（深さ）のモジ網を用い，下辺約 を底土中

に埋設し，養成個体の逃亡を防止した。なお，クルマ

エビは 以下ではほとんど摂餌しないため，給餌は

行わなかった。

結 果

コドラート法による生残尾数の推定

年群の当歳から 歳までの生残尾数の推移を図

に示した。生残尾数は当歳の 月には 尾（収容

尾数に対する生残率は ）， 月 日には

尾（同 ）に減少したが，その後は

尾の範囲を推移し，越冬時の減耗はみられなかった。

年群の 歳 歳までの生残尾数の推移を図 に示

した。生残尾数は 歳時の 月には 尾と推定さ

れ，その後 月までは 尾（平均 尾）

の範囲で推移し，減耗は認められなかった。しかし，

月から翌年 月までの越冬期間中の死亡率は約

に達し，生残尾数は 歳時の 月には 尾まで減

少した。取り揚げ直前のコドラート法による推定生残

尾数は 尾であり，実際の取り揚げ尾数は 尾

であった。

年群と同様に， 年群の 歳 歳までの生残尾

素堀池で養成したクルマエビの生残尾数の推定

崎山一孝，清水大輔
（百島栽培漁業センター）



数の推移を図 に示した。 歳時の 月 月の生残

尾数は 尾の範囲であり，この期間の平均

生残尾数は 尾と推定された。しかし， 年群と

同様に冬期の死亡率が高く約 にも達し，生残尾数

は 歳時の 月には 尾まで低下した。取り揚げ

直前のコドラート法による推定生残尾数は 尾で

あり，実際の取り揚げ尾数は 尾であった。



ピーターセン法による生残尾数の推定

ピーターセン法による推定生残尾数を表 に示し

た。標識エビの放流後 日目と 日目の推定尾数は，

それぞれ 尾と 尾であり，コドラート法（図

）に比較して過大に見積もられた。その後， 日目

の推定尾数は 尾， 日目には 尾となり，推

定尾数は放流後の経過日数にともない減少し，コド

ラート法による推定尾数（ 尾）に近似す

る傾向を示した。

囲い網による越冬養成試験

養成結果の概要を表 に示した。 歳から 歳にか

けて養成した 年群の生残率は， 月から 月までの

約 カ月で雌雄とも 程度まで低下した。一方，当

歳から 歳にかけて養成した 年群の生残率は，雌雄

とも 以上を示した。なお，両試験ともクルマエビ



の成長は認められなかった。

考 察

コドラート法で推定した取り揚げ直前のクルマエビ

の推定生残尾数は， 年群と 年群のいずれにおいて

も，全数計数して求めた実数に近い値を示したことか

ら，本法は養成池における生残尾数の推定方法として

実用的な手法と考えられる。一方，ピーターセン法に

よる推定値は，コドラート法による推定値よりも当初

は過大であったが，放流後の経過日数にともない減少

し， カ月を超えると両法による推定値は近似した値

を示した。これは，放流した標識エビが養成個体群中

に均等に混合するまでに，ある程度の期間を要するこ

とに起因するものと考えられる。このようなことから，

ピーターセン法は養成池における生残尾数を即時に推

定する方法としては適していないものと考えられる。

ここで，コドラート法により推定したクルマエビの

生残尾数の時期的な変化を見ると，当歳時の生残率は

養成 カ月後（ 月）には ， カ月後（ 月）に

は まで低下し，この時期の減耗が大きいことが明

らかとなった。また， 歳から 歳にかけての冬期に，

年群は生残個体の約 が， 年群は が死亡し

ていた。さらに，この 歳の越冬期間中の大きな

減耗は，囲い網による養成試験でも認められた。

以上のように，今回実施した調査によって，当歳の

越冬前と 歳から 歳の越冬時期が養成池におけるク

ルマエビの大きな減耗時期であることが明らかとなっ

た。当歳時の減耗要因として，経験的に共食いと鳥類

による食害が想定されるが，これらの実態について調

査されていない。今後は，その実態を明らかにする必

要がある。一方， 歳から 歳の越冬期間中の減耗要

因として，本種の低水温耐性の低さが考えられる。た

だし， 年群では，当歳から 歳の越冬期間中の生残

率は，養成池でも囲い網による養成試験でも高い値を

示した。このような当歳から 歳と， 歳から 歳の

越冬期間中の減耗率が異なる原因として，年齢による

低水温に対する感受性の違いが考えられる。この考え

を検証するには， 年群の 歳から 歳にかけての越

冬期間中の生残状況を精査する必要がある。



コブシメ は外套長 ，体重 に

達する大型のコウイカ類で，インド 西太平洋に広く分

布する。本種は南西諸島において矛突き漁業や小型定

置網漁業で漁獲される重要な沿岸漁業資源であり，沖

縄県農林統計情報によれば，沖縄県における年間漁獲

量は 年以降 トンで推移している。

八重山栽培漁業センターは 年に本種の種苗生産

技術開発に着手し，外套長 前後の種苗数千尾を

生産する技術を開発した。また，生産した種苗の標識

放流技術開発にも取り組んだものの，放流個体の再捕

報告は全く得られていない ）。

一方，本種は大型卵少産型の繁殖特性を示し，ふ化

イカは外套長 ）で，一般的な海産魚や海産無

脊椎動物のふ化幼生に比較して大きく，また擬態や捕

食行動において成体と同様の生態を具備していること

から，ふ化から漁獲加入までの生残率は比較的高いも

のと考えられる。そこで，このようなコブシメの繁殖

特性に基づいた資源添加技術開発を推進するために，

当センターは 年からふ化イカ放流による資源添加

技術開発に着手し，これまでに胚体期の甲へ標識を装

着する技術を開発するとともに ），石垣島浦底湾で放流

したふ化イカが放流海域近海で成長し，漁獲加入する

ことを明らかにした ）。本報では，コブシメふ化イカの

放流効果の及ぶ範囲を明確にする目的で，前報 ）以後に

石垣島浦底湾と川平湾で実施した放流調査における放

流個体の混獲率を報告する。

材 料 と 方 法

放流海域

年からふ化イカ放流を実施してきた浦底湾とこ

れまで本種の放流が実施されたことがなく，かつ放流

個体の漁獲も報告されたことのない川平湾（浦底湾か

ら約 の距離）を放流海域に選定した（図 ）。両湾

とも礁池を形成し，浦底湾は湾口部が広く開放的であ

るのに対し 川平湾は湾口部が狭く閉鎖的である。また

両湾とも大きな河川の流入はなく，底質は砂地あるい

はサンゴガレ場で，サンゴ礁と海草藻場が点在している。

ふ化イカで放流したコブシメの混獲率

團 重樹，浜崎活幸
（八重山栽培漁業センター）

ふ化イカ放流

ふ化イカ放流の実施状況を表 に示した。放流個体

は，既報 ）の方法で採卵し，アリザリンレッド で

標識したふ化イカを用い ）， 回染色による一重標識

と 回染色による二重標識によって放流海域と放流年

度の識別を可能にした。

放流は 年と 年の 月に実施し， 年

には浦底湾で一重標識個体を 個体，また，川平

湾で二重標識個体 個体を放流し，さらに，

年には川平湾のみで一重標識個体 個体を放流し

た。放流は週に 回の頻度で行い，放流までふ化イカ

を 水槽に 日間収容し，当センター地先で採



集した天然プランクトン（主に甲殻類幼生）を投与し

た。浦底湾では， のプラスチック製容器にふ化イ

カを収容し，船上からサンゴガレ場あるいは藻場へ直

接放流した。また，川平湾では のポリエチレン

タンクにふ化イカを収容し，自動車で川平湾まで輸送

後，バケツに移し替えて砂浜から直接放流した。

小型定置網による漁獲調査

コブシメの漁期は，コブシメが産卵のために接岸す

る 月から翌年 月までの時期であり，浦底湾では

名の漁業者が 基の小型定置網を また 川平湾でも

名の漁業者が放流地点から の範囲の湾

内，または湾口部に 基の小型定置網を設置している

（図 ）。本調査では， 年秋から 年初夏の漁期

（以下， 年から 年漁期と呼称する）と 年秋

から 年初夏の漁期（同様に 年から 年漁期）

に両湾の小型定置網で漁獲されたすべてのコブシメを

入手した。なお，川平湾では入手個体ごとに漁獲され

た定置網を特定した。入手した個体については，外套

長と体重を測定し，甲の標識の有無を調べた。また，

漁獲個体数に基づいた混獲率（漁獲された放流個体数

総漁獲個体数，以下個体数混獲率と呼称する）

と漁獲重量に基づいた混獲率（漁獲された放流個体の

総重量 総漁獲重量 以下重量混獲率と呼称する）



を求めた。

結 果

年 年漁期の浦底湾では 個体が漁獲さ

れ，そのうち 個体が浦底湾で放流した一重標識個体

で，個体数混獲率は ，重量混獲率は であっ

た（表 ）。浦底湾では，川平湾で放流した二重標識

個体は漁獲されなかった。一方， 年に放流を開始

した川平湾では，初めて放流個体が漁獲され，漁獲さ

れた 個体のうち， 個体が川平湾で放流した二重

標識個体で，個体数混獲率は ，重量混獲率は

であった。川平湾では，浦底湾で放流した一重

標識個体は漁獲されなかった。川平湾における 基の

定置網別の個体数混獲率は，湾内の定置網 で ，

湾口部東側の定置網 で ，湾口部西側の定置網

で ，湾口部から西へ 離れた沿岸の定置

網 で であった（表 ）。

年から 年漁期の川平湾では， 個体が漁

獲され，そのうち 個体が一重標識個体であり， 個

体が二重標識個体であった（表 ）。個体数混獲率は

一重標識個体が ，二重標識個体が で，合



計 であった。重量混獲率は一重標識個体が

，二重標識個体が で，合計 であった。

定置網別の個体数混獲率は一重標識個体が定置網 で

， で ， で ， で ，二重標識

個体が同様に で ， で ， で ， で

は漁獲されていなかった（表 ）。

次に，各湾における外套長組成を図 に示した。両

湾とも外套長組成に二つのモードが存在する傾向を示

し， 年から 年漁期の放流個体は両湾とも小型

群に属していた。一方， 年から 年漁期の川平

湾では，一重標識個体は小型群で，二重標識個体は大

型群であった。

考 察

本調査の浦底湾における個体数混獲率は であ

り，前報 ）の混獲率 と同等の値を示した。

また，川平湾でふ化イカを放流したところ，放流個体

が初めて漁獲され，個体数混獲率は浦底湾よりも高く

に達した。このように，ふ化イカで放流

した個体が成長し，混獲率として検出可能な頻度でコ

ブシメ資源の一部を占めることが再確認された。さら

に，本調査では放流個体は放流湾のみで漁獲されたこ

とから，前報 ）の結果と併せて評価すると，コブシメ

ふ化イカの放流効果の及ぶ範囲は湾レベルの狭い範囲

にあることが強く示唆される。

本調査では，川平湾での個体数混獲率が浦底湾に比

較して高かったが，これは一つには川平湾は浦底湾に

比較して閉鎖的で，放流したふ化イカが湾内に滞留し

やすいことに起因するものと考えられる。実際にこの

考えは，川平湾における湾内の定置網の混獲率が湾口

部と湾外の値に比べて高かったことからも支持され

る。さらに，漁獲個体の外套長は川平湾の方が小さい

傾向にあることから（図 ），川平湾では湾内でふ化

した個体がそのまま成長して漁獲加入するのに対し，

浦底湾では近隣の産卵場でふ化した個体がある程度成

長した後に加入してくる傾向があると推察できる。

年に放流を始めた川平湾では放流個体が当年に

漁獲加入し， 年から 年の漁期には，一重標識

個体とともに 年の放流群である二重標識個体が再

捕された。外套長組成には小型群と大型群の 群が認

められ，一重標識群は小型群に，二重標識群は大型群

であったことから， 年から 年漁期に川平湾で

漁獲された一重標識個体は， 年に川平湾で放流さ

れた個体であると断定できる。以上のことから，コブ

シメはふ化当年に漁獲加入し，寿命は 年以上に及ぶ

ものと推察される。なお，漁獲加入以後の成長と寿命

については，今後外套長組成の推移を詳細に解析し，

検討する必要がある。

年から 年漁期の川平湾における重量混獲率

は で，個体数混獲率 と比べて低い値であ

ったが， 年から 年漁期には 歳の大型個体が

再捕されたことによって重量混獲率は となり，

個体数混獲率 に近い値に達した。このように，

歳の大型個体の漁獲が経済効果の指標の一つと考え

られる重量混獲率の増加に大きく寄与していた。一方，

浦底湾では 年を除く 年以降毎年ふ化イカ放流

を実施してきたが， 歳以上の大型の標識個体が再捕

された事例はなく ）， 年から 年の調査でも重

量混獲率は で低かった。前述のように浦底湾で

放流したふ化イカの滞留（るいは生残）率は閉鎖的な川

平湾に比較して低いと考えられ，湾の海域特性から

歳以上まで生残できる可能性はかなり低いのであろう。

以上のように，本報では石垣島の 程度離れた

二つの湾においてコブシメのふ化イカ放流調査を実施

した結果，少なくともふ化から当歳の漁期においては，

両湾の資源に移動がないこと，すなわち放流効果の及

ぶ範囲は湾レベルの狭い範囲に限られることを明確に

示した。さらに，湾の地理的条件によって放流効果が

異なり，閉鎖的な湾が放流場所として適している可能

性が強く示唆された。
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